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1. はじめに 

 
大強度陽子加速器施設（Ｊ－ＰＡＲＣ）は、「国立研究開発法人日本原子力研究開発機構」（Ｊ

ＡＥＡ）と「大学共同利用機関法人高エネルギー加速器研究機構」（ＫＥＫ）が共同で管理・運営

する国際的共同利用研究施設である。Ｊ－ＰＡＲＣは、リニアック施設、３ＧｅＶシンクロトロ

ン施設、５０ＧｅＶシンクロトロン施設からなる加速器施設群と、物質・生命科学実験施設、ハ

ドロン実験施設、ニュートリノ実験施設からなる実験施設群から構成されており、世界 高クラ

スの大強度陽子ビームにより生成した中性子、ミュオン、K中間子、ニュートリノなどの多彩な 2

次粒子を用いて、物質科学、生命科学、素粒子物理、原子核物理、原子力など幅広い分野の 先

端研究が実施されている。また現在及び将来にわたり、実験施設の拡張や陽子ビーム強度のさら

なる増強が推進及び計画されている。 

2022年度も、新型コロナウイルス（COVID-19）の世界的な感染拡大による影響が続いた。国内

のユーザー数は徐々に回復しているものの、外国からの研究者・技術者、実験ユーザー等につい

ては来日制限が継続され、実験計画や保守作業に大きな影響を受けた。 

５０ＧｅＶシンクロトロン施設において、ビーム出力 1.3MWに向けた増強作業が 2021年 7月か

ら実施されたことから、ハドロン実験施設及びニュートリノ実験施設へのビーム運転は長期間停

止されていたが、2022年 6月下旬から５０ＧｅＶシンクロトロン施設においてビーム調整運転が

再開され、2023年 1月からはハドロン実験施設（ＣＯＭＥＴ）へのビーム供給が行われた。一方

で、物質・生命科学実験施設における 2022年度の運転は計画どおりに実施され、出力 800kW前後

で安定した運転が行われた。 

このような状況の中、安全ディビジョンとしては、「安全ルールを守って、潜在リスクを共有リ

スクに」との安全方針のもと、「ルールを知る、守る、意義や原理原則を理解する」「丁寧に潜在

リスクや問題点を洗い出して共有する」「疑問や不安を感じたら声に出して伝え、ともに考える」

ことを念頭に安全活動・安全管理を実施し、Ｊ－ＰＡＲＣ関係者の安全意識・スキルの向上に努

めた。 

変更許可申請等に関しては、2022 年 2 月 16 日付で申請していた、放射性同位元素等規制法に

係る変更（ニュートリノ実験施設の 1.3MW への出力増強、ハドロン実験施設におけるＣＯＭＥＴ

新設、物質・生命科学実験施設におけるミュオン Hライン延長等）について、2022年 8月 24日付

で許可を取得した。また、今回の変更許可に係る安全対策に関し、茨城県原子力安全対策委員会

における審議が 2022年 10月 19日に開催され、11月 4日付で事前了解書を受領した。 

施設検査に関しては、ハドロン実験施設ＣＯＭＥＴ新設に係る施設検査を 2023年 3月 14日に

受験し、翌日（3月 15日）付で合格した。 

本報告書では、Ｊ－ＰＡＲＣの放射線安全管理、一般安全管理、安全文化醸成活動及び技術開

発・研究等について、2022年度における活動状況を取りまとめ、記述した。 

  （中根 佳弘） 
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2. 放射線安全に関わる活動 

 

放射線安全関係の業務としては、Ｊ－ＰＡＲＣ施設及び周辺環境の放射線管理、個人線量の管

理、放射線安全管理設備の保守管理及び関連業務（放射線発生装置等の使用許可に係る申請業務、

関連規程類の改正、放射線安全関係委員会の運営、放射線安全教育等）を実施している。 

2022年度においては、加速器トンネル等の高線量エリアにおける被ばく管理、物質・生命科学

実験施設における中性子ターゲットシステムの保守・交換、ハドロン実験施設におけるＣＯＭＥ

Ｔビームラインの新設作業及び 2 次ビームライン上流部での保守作業、ニュートリノ実験施設に

おける機器更新作業などへの対応を重視して放射線管理業務を実施した。管理対象とした管理区

域内作業の総数は 1,050 件であり、各施設からの排気・排水に伴う放射性物質の放出は放出管理

値を十分に下回っていた。 

放射線業務従事者数については、2016～2019 年度までは 3,200～3,400 名で推移していたが、

2020年度は新型コロナウイルス感染症による実験ユーザー等の減少により従事者数が大きく減少

した。2021年からは国内の実験ユーザーを中心に回復傾向にあり、2021年度は 3,090名、2022年

度は 3,111 名であった。なお、これらの従事者に、線量限度及び被ばく管理目標値を超える被ば

くはなかった。 

また、放射線安全管理設備の保守管理においては、経年劣化対策として計画的な機器更新を進

めている。 

  （中根 佳弘） 
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2.1 管理体制及び業務内容 

(1) 管理体制 
Ｊ－ＰＡＲＣの放射線管理の体制を図 2.1-1に、2022年度における放射線取扱主任者及び放射

線管理セクション等の人員体制を表 2.1-1 に示す。放射線管理セクションは施設の放射線管理に

関する業務を中心に担当する。許認可申請に関連する業務や放射線安全に関する委員会の運営に

ついては安全推進セクションが主体となって実施し、放射線管理セクションが協力する体制であ

る。 

施設の放射線管理業務においては、各施設または建家毎に「管理区域責任者」を置き、「総括管

理区域責任者」が統括する体制をとっている。また、セクション内にサブグループ（SG）を置き、

Ｊ－ＰＡＲＣ全施設の放射線管理に関する共通業務を実施している。 

(2) 業務内容 
放射線取扱主任者及び放射線管理セクションの主要な業務内容は、以下のとおりである。 

（放射線取扱主任者） 

①放射線障害予防規程及びこれに基づく規則等の制定及び改廃への参画 

②放射線障害防止上重要な計画作成への参画 

③法令に基づく申請、届出、報告の審査 

④立入検査等の立会い 

⑤異常及び事故の原因調査への参画 

⑥センター長に対する意見の具申 

⑦使用状況等及び施設、帳簿、書類等の監査 

⑧関係者への助言、勧告及び指示 

⑨放射線安全評価委員会の開催の要求 

⑩その他放射線障害防止に関する必要事項 

（放射線管理セクション） 

①管理区域及びその周辺における放射線及び放射能の監視 

②管理区域における放射線の量及び汚染の状況の測定 

③管理区域境界及び事業所境界における放射線の量の測定 

④管理区域に係る排気、排水中の放射能の監視 

⑤管理区域へ立入る者の被ばく線量の監視 

⑥管理区域への出入管理 

⑦放射線作業の安全に係る技術的事項に関する業務 

⑧放射線安全管理に関する技術指導・助言 

（関 一成）  
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表 2.1-1 2022年度における放射線取扱主任者及び放射線管理セクション等の人員体制*1 

【放射線取扱主任者】 

放射線取扱主任者 沼尻 正晴（ＫＥＫ） 

同代理 関 一成（ＪＡＥＡ）、山崎 寛仁*2（ＫＥＫ） 

【安全ディビジョン】 

安全ディビジョン長 中根 佳弘（ＪＡＥＡ） 

安全副ディビジョン長 別所 光太郎（ＫＥＫ）、春日井 好己（ＪＡＥＡ） 

【安全ディビジョン 放射線管理セクション】 

放射線安全セクションリーダー 関 一成（ＪＡＥＡ） 

同サブリーダー 沼尻 正晴（ＫＥＫ）、佐藤 浩一（ＪＡＥＡ） 

施設 

放射線 

管理業務 

総括管理区域責任者： 

 増川 史洋（ＪＡＥＡ） 

リニアック施設 

(ＬＩ)*3 

管理区域責任者： 

齋藤 究*2（ＫＥＫ） 

３ＧｅＶシンクロ 

トロン施設(ＲＣＳ) 

管理区域責任者： 

増川 史洋（ＪＡＥＡ） 

５０ＧｅＶシンクロ 

トロン施設(ＭＲ) 

管理区域責任者： 

中村 一（ＫＥＫ） 

放射線測定棟 
管理区域責任者： 

穗積 憲一（ＫＥＫ） 

総括管理区域責任者： 

 関 一成（ＪＡＥＡ） 

物質・生命科学 

実験施設(ＭＬＦ) *4 

管理区域責任者： 

佐藤 浩一（ＪＡＥＡ） 

ハドロン実験施設 

(ＨＤ) 

管理区域責任者： 

山崎 寛仁*2（ＫＥＫ） 

ニュートリノ実験施設

(ＮＵ) 

管理区域責任者： 

高橋 一智（ＫＥＫ） 

共通 

管理業務 

環境・RI管理 SG  責任者： 中村 一（ＫＥＫ） 

放射線業務従事者管理 SG  責任者： 加藤 小織*2（ＪＡＥＡ） 

放射線安全管理設備 SG  責任者： 長畔 誠司（ＫＥＫ） 

使用許可・委員会 SG*5  責任者： 西藤 文博（ＪＡＥＡ） 

＊1 2023年 3月時点における体制 

＊2 安全推進セクション兼務者 

＊3 カッコ内は各施設の略号を示す。（以降の章で使用） 

＊4 「ＲＡＭ棟」「Ｊ－ＰＡＲＣ研究棟」を含む 

＊5 安全推進セクションが中心となって実施する SG 
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図 2.1-1 Ｊ－ＰＡＲＣの放射線安全管理体制 
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2.2 施設の放射線管理 

本節では、各施設の概要、2022年度における作業環境測定データの概要、空間線量率（運転中、

運転直後など）、変更申請、施設検査、管理区域の変更、排気排水及び放射性同位元素等の管理デ

ータについて記載する。 

リニアック施設（ＬＩ）と３ＧｅＶシンクロトン施設（ＲＣＳ）においては、物質・生命科学実

験施設（ＭＬＦ）に向けて約 730～830 kW のビーム供給が行われた。５０ＧｅＶシンクロトロン

施設（ＭＲ）においては、ハドロン実験施設（ＨＤ）に向けて 8 GeV, 0.25 kWのビーム供給を行

った。2022年度はニュートリノ実験施設（ＮＵ）に向けてのビーム供給は行わなかった。 

例年ＭＲの入射コリメータ周辺、スイッチヤード終端壁付近、ニュートリノ一次ビームライン

終端部付近は空間線量率が高く保守作業時に注意を要するが、2022年度は本格的な運転が行われ

なかったため 1 mSv/hを超える場所はなかった。運転時に空間線量率が上昇するＭＬＦの３-ＮＢ

Ｔホット冷却水機械室とＨｅベッセルガス循環設備室については、ビーム運転期間中に立入制限

区域の指定を行った。 

放射線作業については管理区域内作業確認依頼書の提出、確認が行われている。2022年度にお

ける施設毎の作業件数を表 2.2 にまとめた。ＭＬＦ、ＨＤの作業件数は他の施設に比べ多い。立

会作業の件数はＭＬＦが突出しているが、全体の作業件数に対する立会作業の割合はＲＣＳが他

の施設に比べ大きかった。 

2022 年 2 月 16 日に申請を行った、加速器施設（ＬＩ、ＲＣＳ、ＭＲ）の 大加速粒子数の増

強、ＭＬＦ（ミュオンビームラインの延長、気体廃棄物処理設備の変更)、ＨＤ（一次ビームＣラ

イン新設、 大加速粒子数の増強）、ＮＵ( 大加速粒子数の増強)の変更許可については、2022年

8月 24日付で認められた。このうち、ＨＤの施設検査については 2回に分割して実施することと

し、Ｃラインについての施設検査を 2023年 3月 14日に受検し 3月 15日付で合格した。 

また、各施設の排気及び排水の年間放出量は、放出管理値を十分に下回っていた。 

（山崎 寛仁） 

 

表 2.2  2022年度における施設毎の管理区域内作業件数 

施設 
リニアッ

ク施設 

３ＧｅＶ

シンクロ

トロン施

設 

５０Ｇｅ

Ｖシンク

ロトロン

施設 

物質・生

命科学実

験施設*) 

ハドロン

実験施設 

ニュート

リノ実験

施設 

定常作業

件数 
39 (2) 53 (10) 62 (2) 247 (52) 232 (1) 124 (11) 

非定常作

業件数 
27 (2) 27 (18) 47 (9) 171 (34) 5 (1) 16 (13) 

件数合計 66 (4) 80 (28) 109 (11) 418 (86) 237 (2) 140 (24) 

*) 物質・生命科学実験施設にはＲＡＭ棟を含む。 ( )内は立会作業の件数 
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2.2.1 リニアック施設 
リニアック施設は、負水素イオン（H－）を 400 MeVまで加速し、３ＧｅＶシンクロトロン施設

に供給する。また下流側施設にビームを供給する本体とは別に、初段加速に用いられる高周波四

重極リニアック（ＲＦＱ）試験のための初段加速器試験装置を有する。 

(1) 運転状況等の概要 
2022年度におけるリニアック施設の運転期間、ビームの行き先は、表 2.2.1-1に示すとおりで

ある。 

(2) 放射線監視結果の概要 
2022 年度のリニアック施設において、作業空間におけるビーム運転に由来する線量当量率は、

バックグラウンドレベルであった。クライストロンギャラリでは、クライストロン装置からの漏

えいエックス線による線量が確認されており、クライストロン装置の作業位置で 1.0µSv/hであっ

た。 

運転停止後の加速器トンネル内における線量当量率は、機器表面で 大 >10 mSv/h（30°ビー

ムダンプ窓）、空間で 大 1.0 mSv/h（BM1下流（通路側付近））であった。また、表面密度の測

定注1）では管理区域内、管理区域境界の全ての測定点において 0.4 Bq/cm2未満であった。 
液体廃棄物の測定では、トリチウム等有意な放射能は検出されなかった。 

気体廃棄物の測定では、リニアック棟排気筒における放射性ガスの放出量は 大 2.6×

1010 Bq/3月（41Ar換算）であり、放出管理値（2.2×1012 Bq/3月）に対して 1/100程度であった。

Ｌ３ＢＴ棟排気筒における放射性ガスの放出量は 大 6.5×109 Bq/3月（41Ar換算）であり、放出

管理値（1.9×1012 Bq/3月）に対して 1/300程度であった。また、放射性塵埃の測定では 197Hg等

有意な放射能は検出されなかった。 

(3) 管理区域内作業の状況 
2022年度における管理区域内作業の件数を表 2.2.1-2に示す。 

(4) 管理区域の設定等 
2022年度において、管理区域の範囲・区分の変更、立入制限区域の設定はなかった。 

(5) 変更申請・施設検査 
2022年度は変更申請・施設検査はなかったが、2022年 2月 16日付で申請され 2022年 8月 24

日に許可された５０ＧｅＶシンクロトロン施設の出力増強に伴う変更許可により、 大加速粒子

数が増加した。 
（小杉山 匡史） 

 

 

 

 

 

 

 
注1）表面汚染検査計を使った β(γ)測定による。 
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表 2.2.1-1 リニアック施設の運転状況（2022年度） 

ビーム供給先 期間 運転等の状況 

３ＧｅＶシンクロトロン施設 

2022/04/01 

  ～ 

2023/03/31※1※2 

利用施設 

（物質・生命科学実験施設、 

ハドロン実験施設、ニュートリノ実験施設） 

※1： ＧＷ・夏期メンテナンス期間・年末年始を除く。 

※2：リニアック施設単独運転を含む。 

 

 

表 2.2.1-2 リニアック施設の管理区域内作業件数（2022年度） 

「定常」又は「非定常」作業 件数 

定常作業 39（2） 

非定常作業 27（2） 

合計 66（4） 

※（ ）内は立会作業の件数 
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2.2.2 ３ＧｅＶシンクロトロン施設  
３ＧｅＶシンクロトロン施設（ＲＣＳ）は、リニアック施設において 400 MeV まで加速された

負水素イオン（H－）を、荷電変換薄膜により陽子（H＋）に変換した後、3 GeVまで加速し、物質・

生命科学実験施設及び５０ＧｅＶシンクロトロン施設にビームを供給している。 

(1) 運転状況等の概要 
2022年度におけるＲＣＳの運転状況を表 2.2.2-1に示す。 

(2) 放射線監視結果の概要 
作業環境の管理について、３ＧｅＶシンクロトロン棟における運転中の線量当量率は、機器表

面で 大 0.8µSv/h（冷却水ホット機械室イオン交換樹脂塔）、空間で 大 0.3µSv/h（冷却水ホッ

ト機械室イオン交換樹脂塔付近）であった。３-ＮＢＴ棟における運転中の線量当量率は、機器表

面（ホット機械室イオン交換樹脂塔）、空間で全て B.G.（0.2µSv/h 以下）であった。停止中の加

速器トンネル内における線量当量率は、機器表面で 大 10.0 mSv/h（第１荷電変換フォイルダク

ト上面）、３ＧｅＶ主トンネル内の空間で 大 160µSv/h（第３コリメータ前通路）、３-ＮＢＴトン

ネル内の空間で 大 35µSv/h（OCT1電磁石上流）、３-５０ＢＴトンネル内の空間で 大 5.0µSv/h

（QDS-2 付近）であった。また、表面密度の測定結果は全て 0.4 Bq/cm2未満であり、特に異常は

認められなかった。 

(3) 管理区域内作業の状況 
2022年度におけるＲＣＳの管理区域内作業件数を表 2.2.2-2に示す。放射線防護上重要な作業

としては、残留放射能による線量率の高い入射部における夏期メンテナンス期間中の被ばく低減

のために、局所遮へい設置用架台の設置工事が行われた。 

(4) 管理区域の設定等 
2022年度は、管理区域の範囲・区分の変更、立入制限区域の設定はなかった。 

(5) 変更申請・施設検査 
2022年度は変更申請・施設検査はなかったが、2022年 2月 16日付で申請され 2022年 8月 24

日に許可された５０ＧｅＶシンクロトロン施設の出力増強に伴う変更許可により、 大加速粒子

数が増加した。 
(6) その他 

2022 年度は、夏期メンテナンス期間中の 2022/07/19～2022/10/26 の期間において、ＲＣＳに

おける管理区域の一部（３ＧｅＶシンクロトロン棟地下１階の第２種管理区域など）が、保守作

業のため放射性同位元素等の規制に関する法律施行規則第２２条の３に基づく特例区域に指定さ

れた。 

上記の特例区域の指定期間における「特例立入者管理区域立入許可願」の提出件数は 8 件であ

り、特例立入者の人数は 109 人であった。特例区域のみに立入る特例立入者に対しては、作業責

任者が放射線障害防止のための必要事項について教育訓練を実施した後、放射線監視室にて IDカ

ードを発行し、出入管理を行った。 

（増川 史洋）  
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表 2.2.2-1 ＲＣＳの運転状況（2022年度） 

ビーム供給先 期間 運転等の状況 

物質・生命科学実験施設 
2022/04/01～2022/04/06 

2022/04/07～2023/03/15（※1） 

700 kW 

800 kW（※2） 

５０ＧｅＶシンクロトロン施設 
2022/06/27～2022/07/07 

2023/01/23～2023/03/14 
（※3） 

（※1）：GW・夏期メンテナンス期間・年末年始を除く。 

（※2）：詳細は 2.2.4節（物質・生命科学実験施設）を参照。 

（※3）：詳細は 2.2.3節（５０ＧｅＶシンクロトロン施設）を参照。 

 

 

表 2.2.2-2 ＲＣＳの管理区域内作業件数（2022年度） 

「定常」又は「非定常」作業 件数 

定常作業 53（10） 

非定常作業 27（18） 

合計 80（28） 

※（ ）内は立会作業の件数 
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2.2.3 ５０ＧｅＶシンクロトロン施設 
５０ＧｅＶシンクロトロンは、３ＧｅＶシンクロトロンから入射された陽子を加速し、ハドロ

ン実験施設及びニュートリノ実験施設に陽子ビームを供給している。 

(1) 運転状況等の概要 
2022年度における５０ＧｅＶシンクロトロン施設の運転状況を表 2.2.3-1に示す。2021年 6月

29日からビーム出力増強に対応する電源更新のため長期間の停止であったが、2022年 6月 27日

から 7月 7日までビームエネルギー8 GeVで調整運転を開始した。その後 12月に調整運転の予定

であったが、故障により運転できなかった。2023年 1月 25日から 3月 14日までハドロン実験施

設のＣＯＭＥＴ実験用ビームラインへの運転（8 GeV）が行われた。 

(2) 放射線監視結果の概要  
加速器運転中に人が立入ることができる管理区域内の空間線量当量率はバックグランドレベル

であった。加速器停止中のトンネル内で空間線量当量率が高い場所は従来から入射コリメータ、

ハドロン実験運転後のスイッチヤード終端壁、ニュートリノ一次ビームラインの終端壁、遅い取

り出しのための静電セプタム（ＥＳＳ）の 4 カ所である。これらの場所の空間線量当量率の推移

を図 2.2.3-1 に示す。入射コリメータの線量当量率は他の場所と比べてかなり高いため、測定時

の被ばくを避けるためコリメータ本体から約 1 m 離れた周辺の通路で測定を行っているが、他の

測定点は機器表面での測定値である。2022 年度は本格的な運転は行われなかったため、1 mSv/h

を超える場所はなかった。また、表面密度の測定ではトンネル内も含めて全ての場所で 0.4 Bq/cm2

未満であった。気体廃棄物の放射性塵埃は検出されなかった。 

(3) 管理区域内作業の状況  
管理区域内作業の件数を表 2.2.3-2に示す。放射線防護の観点から特筆すべき作業はなかった。 

(4) 管理区域の設定等 
区分変更は行わなかった。 

(5) 変更申請・施設検査 
8月 24日にビーム出力を 650 kWから 1.3 MWにする変更申請が許可された。 

 

（中村 一） 
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表 2.2.3-1 ５０ＧｅＶシンクロトロン施設の運転状況（2022年度） 

ビーム供給先 期間 運転等の状況 

試験運転（ビーム供給なし） 2022/06/27～2022/07/07 8 GeV 

ハドロン実験施設 2023/01/25～2022/03/15 8 GeV COMET実験 

 

表 2.2.3-2 ５０ＧｅＶシンクロトロン施設の管理区域内作業件数（2022年度） 

「定常」又は「非定常」作業 件数 

定常作業 62（2） 

非定常作業 47（9） 

合計 109（11） 

※（ ）内は立会作業の件数 

 

 

図 2.2.3-1 ５０ＧｅＶシンクロトロントンネル内の空間線量当量率の推移（2022年度） 
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2.2.4 物質・生命科学実験施設 
物質・生命科学実験施設（ＭＬＦ）は、３ＧｅＶシンクロトロン施設で加速した高エネルギー

陽子をミュオンターゲット、水銀ターゲットに入射し、発生したミュオンや中性子を利用して物

質科学、生命科学などの研究を行う物質・生命科学実験棟と放射化物を保管する建家のＲＡＭ棟

を有している。 

ＭＬＦの施設運転に必要な設備・装置類は、物質・生命科学実験棟の設備エリアに設置され、

ユーザーが利用実験を行う実験装置は、実験ホールに設置されている。これら全域を第１種管理

区域として管理している。ただし、利用運転期間中の実験ホール等については、表面密度を管理

基準値以下に維持する必要のある表面汚染低減区域に指定し管理を行っている。なお、ＲＡＭ棟

については、放射化物保管設備として管理され、使用済み水銀ターゲット容器が地下ピットに保

管されている。 

(1) 運転状況等の概要 
2022年度のＭＬＦの運転状況等を表 2.2.4-1に示す。2022年度は 730 kWで運転が開始され、

4月 7日からは 830 kWとなった。2022年 6月 4日から５０ＧｅＶシンクロトロン施設（ＭＲ）の

運転に伴い 780 kW 運転となった。夏期メンテナンス後の利用運転は、2022 年 11 月 19 日から

780 kWで開始され、2023年 2月 2日から 810 kWでの運転となった。 

(2) 放射線監視結果の概要 
管理区域内の人が常時立入る場所及び立入制限区域の概況（ 大値）を以下に示す。830 kWビ

ーム運転時の実験ホールでは、中性子実験装置の遮へい体表面でガンマ線 2.5 µSv/h、中性子線

9.5 µSv/hが、設備エリアでは、ホットセル周辺でガンマ線 0.4 µSv/h、中性子線 2.3 µSv/hが計

測された。また、ビーム運転に伴い立入制限区域に指定した３-ＮＢＴホット冷却水機械室及びＨ

ｅベッセルガス循環設備室では、空間線量当量率でそれぞれ 1.5 mSv/h（サージタンクＴＫ２１表

面から約 1 m）、90 µSv/h（Ｈｅベッセルガス循環配管表面から約 1 m）が計測された。ビーム運

転停止後のＭ２トンネルでは、空間線量当量率で 800 µSv/h（ミュオンターゲット直上の床表面か

ら約 1 m）が計測された。 

(3) 管理区域内作業の状況 
2022年度にＭＬＦにおいて提出された管理区域内作業の件数を表 2.2.4-2に示す。夏期メンテ

ナンス期間において、中性子源冷却設備ポンプ点検、低温水素設備点検、二次ビームライン機器

点検等の定期メンテナンスの他、気体廃棄物の放出作業及び気体廃棄物処理設備のポンプ交換作

業、水銀ターゲットＰＩＥ試験片切出作業、水銀ターゲット容器交換作業等が行われた。 

これら作業のうち、放射線作業届にて作業を実施した作業件名と期間を表 2.2.4-3 に示す。放

射線作業届に該当する項目は、主に空気中放射能濃度であり、トリチウムを内包する系統開放に

伴う作業環境中のトリチウムによる内部被ばく管理を対象とした。 

その他、管理区域内作業において、人が常時立入る場所における線量当量率、表面密度及び空

気中放射能濃度の測定の結果は、管理基準値未満であり、異常は認められなかった。 

(4) 管理区域の設定等 
ビーム運転に伴い空間線量当量率が管理基準値を超えるおそれのある場所については、ビーム

運転期間中において立入制限区域の指定を行った。具体的には、放射化した冷却水が循環する３-
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ＮＢＴホット冷却水機械室と、放射化したガスが循環するＨｅベッセルガス循環設備室がそれに

該当する。 

夏期メンテナンスの期間中の実験ホール等については、施設・設備の保守、改造工事等を行う

ため、2022年 7月 5日から 11月 17日まで管理区域の一時的な区分変更により第２種管理区域に

指定した。 

(5) 変更申請・施設検査 
2022 年 2 月 16 日付で変更許可申請を行った排気浄化装置の変更、空気・冷却水の放射化に係

る再評価及び放射線発生装置の新設（ミュオン加速装置）等は、2022 年 8 月 24 日付で許可が下

りた。なお、2022年度にＭＬＦを対象とした施設検査はなかった。 

（増山 康一） 

表 2.2.4-1 ＭＬＦの運転状況等（2022年度） 

期間（※1） 運転等の状況 

2022/04/07～2022/06/16 830 kW 

2022/06/17～2022/06/22（※2） 
2022/11/19～2023/02/01（※2） 

780 kW 

2023/02/02～2023/03/31（※2）（※3） 810 kW 

（※1）：GW・夏期メンテナンス期間・年末年始を除く 

（※2）：ＭＲ運転に伴う出力調整 

（※3）：6/24～6/26、3/15 大強度ビーム試験 

 

表 2.2.4-2 ＭＬＦの管理区域内作業件数（2022年度） 

「定常」又は「非定常」作業 物質・生命科学実験棟 ＲＡＭ棟 

定常作業 236（52） 11（0） 

非定常作業 169（33）  2（1） 

合計 405（85） 13（1） 

※（ ）内は立会作業の件数 

 

表 2.2.4-3 放射線作業届案件（2022年度） 

作業件名 作業期間 

ミュオン Sライン真空ゲートバルブ SGV1交換作業 2022/04/28～05/10 

気体廃棄物処理設備におけるモレキュラシーブベッド交換作業 2022/06/01～06/09 

水銀ターゲット容器 13号機シール材交換作業 2022/07/05～07/07 

使用済み陽子ビーム窓のプラグからの取外し作業及び配管切断作業 2022/07/27～08/10 

ミュオン生成回転標的回転導入器再交換作業 2022/07/28～08/25 

水銀ターゲット容器のメンテナンス作業 2022/09/13～11/13 

ターゲット診断用レーザードップラー振動計のメンテナンス作業 2022/10/27～11/11 

気体廃棄物処理設備の流量調整弁及びモレキュラシーブベッドの交換

作業 
2023/03/23～03/30 
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2.2.5 ハドロン実験施設 
ハドロン実験施設は、５０ＧｅＶシンクロトロン施設から取り出した陽子ビームをスイッチヤ

ード一次ビームライン経由でハドロン実験ホールに導き、二次粒子生成標的に照射することによ

り生成した中間子等を二次ビームとして使用、又は一次ビームである陽子を直接使用し物理等の

実験を行う施設である。 

(1) 運転状況等の概要 
2022年度のハドロン実験施設の運転状況等を表 2.2.5-1に示す。ハドロン実験施設では、2023

年 2月 1日から陽子ビームの運転エネルギー8 GeVでの調整運転が行われ、2月 10日から 2月 14

日及び 3月 2日から 3月 14日まで（3月 4日から 3月 9日まで５０ＧｅＶシンクロトロン施設の

電源故障のため運転停止）ＣＯＭＥＴビームラインへの調整運転が行われた。 

(2) 放射線監視結果の概要 
運転中常時人が立入る場所において定常的に空間線量率が高くなるハドロンホール内スイッ

チヤード退避通路扉前は、2022年度中線量率は上昇せず、試験運転を行ったＣライン周辺でガン

マ線 0.3µSv/h、中性子線 0.17µS/h が 大で特別な措置は必要なかった。ハドロン第２機械棟 1

階については運転が行われたものの線量率の上昇は大きくなく、機器表面でガンマ線 5.0µSv/hで

あり特別な措置は必要なかった。空気中放射能濃度、表面密度については、別途汚染管理を行う

一次ビームライン（Ａライン）開放中のサービススペース、ビームライントンネルを除き、運転、

停止中を問わず全ての場所で管理基準値以下であり特別な措置は必要なかった。 

(3) 管理区域内作業の状況 
ハドロン実験施設の作業件数を表 2.2.5-2にまとめる。2022年度は放射線作業届の提出を必要

とした作業が 1件行われた。2022年 6月 27日から 10月 22日にハドロン 2次ビームライン上流

部での装置（スリット・電磁石）保守作業が対象となる作業で、計画線量を十分下回る被ばく線

量で作業は終了し、作業者の身体汚染や異常等の発生もなかった。 

(4) 管理区域の設定等 
ビーム運転中、通路の空間線量率が管理基準値を超過する場合があるハドロン第２機械棟では、

2022年度中は線量率の大幅な上昇はなく、例年のような立入制限区域の設定はなかった。 

(5) 変更申請・施設検査 

ハドロン実験施設におけるＣＯＭＥＴビームラインの新設及びＡライン 大粒子数の増強につ

いて、2022年 2月 16日に変更許可申請を行っていたものについては 2022年 8月 24日付で許可

が下りた。施設検査は 2回に分割して行われ、うちＣラインについては 2023年 3月 14日に施設

検査を受検し 3月 15日付で合格した。 

(6) その他 
米国 Energy Solutions社が製造販売する、原子力関係施設等で使用されていた鉄材を用いたリ

サイクル鉄ブロック（一個約 9トン）で 2021年度に購入したもののうち、8個を 4月 28日にハ

ドロン実験施設に受け入れた。 

（高橋 一智） 
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表 2.2.5-1 2022年度のハドロン実験施設運転状況等 

期間 運転状況等 

2023/02/10～2023/02/14 8 GeV, 0.25 kW 

2023/03/02～2023/03/14 8 GeV, 0.25 kW 

 

表 2.2.5-2 ハドロン実験施設の管理区域内作業件数（2022年度） 

「定常」又は「非定常」作業 件数 

定常作業 232（1） 

非定常作業   5（1） 

合計 237（2） 

※（ ）内は立会作業の件数 
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2.2.6 ニュートリノ実験施設 
(1) 運転状況等の概要 
ニュートリノ実験施設は 30 GeVに加速された陽子を炭素標的に衝突させ、発生したπ中間子が

崩壊してできるニュートリノを生成させる実験装置である。ニュートリノはＪ－ＰＡＲＣ内の前

置検出器及び岐阜県のスーパーカミオカンデによって検出され、測定される。2022年度は５０Ｇ

ｅＶシンクロトロン施設の電磁石の故障によりニュートリノ実験施設の運転は行われなかった

（表 2.2.6-1）。 

(2) 放射線監視結果の概要 
インターロックエリア内で線量当量率が高い場所は、ターゲットステーション棟（ＴＳ棟）の

サービスピット下流部の床面で 大 65  µSv/h、その周辺の空間線量率で 10  µSv/hであった。また、

ＴＳ棟地下１階に設置されたイオン交換樹脂は鉄遮へいで覆われており空間線量が作業エリアに

及ぼす影響は小さいものの、機器表面で 300  µSv/hの残留線量が確認されている。 

2022 年度のニュートリノ実験施設からの一般排水への廃液放出量は、トリチウム（3H）で総量

4.9×109 Bq、3H・14C以外の核種は 3.8×105 Bqであった。また、2022年度は原科研処理場運搬に

よる廃棄は行われなかった。 

(3) 管理区域内作業の状況 
ニュートリノ実験施設において管理区域内作業確認依頼書が提出された作業の件数を表 2.2.6-

2に示す。2022年度に放射線管理上、注意が必要であった作業は、He容器内の機器更新作業など

で、高線量機器の移動作業や放射化した機器の加工作業などが行われた。作業は適切に管理され

問題なく終了した。 

(4) 管理区域の設定等 
ニュートリノ実験施設では排気設備の保守として、ニュートリノ第１設備棟（ＮＵ１棟）を第

１種管理区域に一時的に設定し、緊急弁の保守作業などが行われる。2022年度に行った一時的な

管理区域の設定を表 2.2.6-3に示す。 

(5) 変更申請・施設検査 
2022年 2月 16日に 大粒子数の増強（9.8×1017 個/h以下）及び管理区域出入口の追加等につ

いて行った変更許可申請は、2022 年 8 月 24 日付で許可が下りた。施設検査については加速器の

トラブルにより延期された。 

（齋藤 究） 
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表 2.2.6-1 ニュートリノ実験施設の運転状況 

期間 運転等の状況 

2022年度 運転なし 

 

表 2.2.6-2 ニュートリノ実験施設の管理区域内作業件数 

「定常」又は「非定常」作業 件数 

定常作業 124（11） 

非定常作業  16（13） 

合計 140（24） 

※（ ）内は立会作業の件数 

 

表 2.2.6-3 ニュートリノ実験施設の一時的な管理区域設定 

期間 場所 設定前 設定後 

2022/10/03～2022/10/11 ＮＵ１冷凍機室 非管理区域 第１種管理区域 

2022/10/11～2022/10/13 ＮＵ１中圧タンク周辺 非管理区域 第１種管理区域 

2022/10/26～2022/10/27 ＮＵ１冷凍機室 非管理区域 第１種管理区域 
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2.2.7 排気及び排水の管理データ 
(1)気体廃棄物（放射性ガス及び放射性塵埃）について 

2022年度に各施設から環境中に放出された放射性ガス及び放射性塵埃の核種別の 3月間放出量

及び平均濃度を表 2.2.7-1、表 2.2.7-2に、気体廃棄物の放出管理値を表 2.2.7-3、表 2.2.7-4に

示す。各施設から放出された気体廃棄物は、図 2.2.7-1 に示すとおり放出管理値を十分下回り、

かつ事業所境界における空気中濃度限度を十分に下回っていることを確認した。 

(2)液体廃棄物について 
各施設の廃液貯留槽に貯留されている液体廃棄物は、廃液中の放射能濃度を測定し、排水中濃

度限度を超えないことを確認した後、原科研の第 2 排水溝から太平洋に放出している。また排水

中濃度限度を超えた液体廃棄物は原科研処理場に引き渡している。 

2022年度の各施設における 3月間の液体廃棄物放出量及び平均濃度を表 2.2.7-5に、原科研処

理場に引き渡した液体廃棄物の放射能量を表 2.2.7-6 に、液体廃棄物の放出管理値を表 2.2.7-7

に示す。各施設における液体廃棄物の年間放出量は、図 2.2.7-2 に示すとおり放出管理値を十分

に下回っていた。 

（渡辺 雄一） 
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表 2.2.7-1 各施設における放射性ガスの放出量及び平均濃度（1/2） 

施設名 排気筒名 核種 

2022 年度 

第 1 四半期 第 2 四半期 第 3 四半期 第 4 四半期 

放出量*1 

（Bq） 

平均濃度 

（Bq/cm3） 

放出量*1 

（Bq） 

平均濃度 

（Bq/cm3） 

放出量*1 

（Bq） 

平均濃度 

（Bq/cm3） 

放出量*1 

（Bq） 

平均濃度 

（Bq/cm3） 

ﾘﾆｱｯｸ 

施設 

ﾘﾆｱｯｸ棟 

41Ar*2 2.3E+10 <1.9E-03 7.8E+09 <1.9E-03 1.6E+10 <1.2E-03 2.6E+10 <1.2E-03 

3H(HTO) 0.0E+00 <6.5E-05 0.0E+00 <8.0E-05 0.0E+00 <6.7E-05 0.0E+00 <6.0E-05 

L3BT 棟 

41Ar*2 5.0E+09 <1.5E-03 1.4E+09 <1.5E-03 3.8E+09 <1.4E-03 6.5E+09 <1.4E-03 

3H(HTO) 0.0E+00 <6.3E-05 0.0E+00 <7.9E-05 0.0E+00 <6.6E-05 0.0E+00 <6.1E-05 

3GeV 

ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ 

施設 

3GeV 

ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ

棟 

41Ar*2 6.5E+09 <1.1E-03 1.1E+09 <1.1E-03 5.1E+09 <8.5E-04 1.2E+10 <8.5E-04 

3H(HTO) 0.0E+00 <6.4E-05 0.0E+00 <6.2E-05 0.0E+00 <6.6E-05 0.0E+00 <6.1E-05 

3NBT 棟 

41Ar*2 5.1E+09 <1.2E-03 3.9E+08 <1.2E-03 2.4E+09 <8.5E-04 5.1E+09 <8.5E-04 

3H(HTO) 0.0E+00 <6.4E-05 0.0E+00 <6.1E-05 0.0E+00 <6.7E-05 0.0E+00 <5.9E-05 

50GeV 

ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ 

施設 

第 1 

機械棟 

41Ar 0.0E+00 <6.0E-04 1.0E+07 <6.0E-04 0.0E+00 <6.0E-04 3.9E+07 <6.0E-04 

3H(HTO) 0.0E+00 <1.8E-04 0.0E+00 <1.4E-04 0.0E+00 <1.7E-04 0.0E+00 <1.5E-04 

第 2 

機械棟 

41Ar 2.3E+07 <5.6E-04 0.0E+00 <6.3E-04 0.0E+00 <6.3E-04 1.1E+07 <6.3E-04 

3H(HTO) 0.0E+00 <1.8E-04 0.0E+00 <1.4E-04 0.0E+00 <1.7E-04 0.0E+00 <1.5E-04 

第 3 

機械棟 

41Ar 1.1E+07 <5.5E-04 5.7E+07 <6.2E-04 0.0E+00 <6.2E-04 2.9E+07 <6.2E-04 

3H(HTO) 0.0E+00 <1.7E-04 0.0E+00 <1.5E-04 0.0E+00 <1.7E-04 0.0E+00 <1.5E-04 

HD 第 1 

機械棟 

41Ar 0.0E+00 <6.3E-04 0.0E+00 <6.7E-04 0.0E+00 <6.7E-04 0.0E+00 <6.7E-04 

3H(HTO) 0.0E+00 <1.7E-04 0.0E+00 <1.4E-04 0.0E+00 <1.7E-04 0.0E+00 <1.5E-04 

放射線 

測定棟 

3H(HTO) 0.0E+00 <1.8E-04 0.0E+00 <1.4E-04 0.0E+00 <1.7E-04 0.0E+00 <1.5E-04 

物質・生命

科学実験 

施設 

MLF 棟 

41Ar 6.6E+11 1.8E-03 5.7E+09 <1.3E-04 2.5E+11 6.9E-04 5.8E+11 1.6E-03 

3H(HTO) 4.6E+09 <7.4E-05 2.7E+10 7.9E-05 6.6E+10 1.8E-04 0.0E+00 <6.7E-05 

3H(HT) *3 2.5E+09 <7.4E-05 3.8E+09 <6.8E-05 2.0E+09 <6.6E-05 - - 

RAM 棟 3H(HTO) 0.0E+00 <7.4E-05 0.0E+00 <6.3E-05 0.0E+00 <6.6E-05 0.0E+00 <6.2E-05 

*1 検出下限以上の放出量の合計。検出下限未満の場合は 0とした。 

*2 ラドン・トロン等の自然放射能の寄与を含む。 

*3 検出下限以上の場合のみ評価した。 
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表 2.2.7-1 各施設における放射性ガスの放出量及び平均濃度（2/2） 

施設名 排気筒名 核種 

2022 年度 

第 1 四半期 第 2 四半期 第 3 四半期 第 4 四半期 

放出量*1 

（Bq） 

平均濃度 

（Bq/cm3） 

放出量*1 

（Bq） 

平均濃度 

（Bq/cm3） 

放出量*1 

（Bq） 

平均濃度 

（Bq/cm3） 

放出量*1 

（Bq） 

平均濃度 

（Bq/cm3） 

ﾊﾄﾞﾛﾝ 

実験施設 

HD 第 2 

機械棟 

41Ar 1.6E+07 <5.6E-04 4.0E+07 <5.8E-04 1.2E+07 <5.5E-04 1.7E+07 <5.5E-04 

3H(HTO) 0.0E+00 <1.8E-04 1.2E+09 <1.4E-04 0.0E+00 <1.7E-04 0.0E+00 <1.5E-04 

HD 第 3 

機械棟 

41Ar 4.2E+06 <5.2E-04 2.2E+07 <5.9E-04 2.6E+07 <5.5E-04 1.1E+08 <5.5E-04 

3H(HTO) 0.0E+00 <1.8E-04 0.0E+00 <1.5E-04 0.0E+00 <1.7E-04 0.0E+00 <1.5E-04 

HD 実験 

ホール 

41Ar 2.1E+08 <5.4E-04 9.9E+08 <9.8E-04 0.0E+00 <9.8E-04 0.0E+00 <9.8E-04 

3H(HTO) 0.0E+00 <1.8E-04 0.0E+00 <1.5E-04 0.0E+00 <1.7E-04 0.0E+00 <1.5E-04 

HD 南 

実験棟*4 

41Ar       5.3E+07 <5.2E-04 

3H(HTO)       0.0E+00 <1.5E-04 

ﾆｭｰﾄﾘﾉ 

実験施設 

第 2 

設備棟 

41Ar 1.2E+07 <6.9E-04 1.5E+07 <7.1E-04 4.5E+07 <6.4E-04 1.3E+08 <6.4E-04 

3H(HTO) 0.0E+00 <1.8E-04 0.0E+00 <1.4E-04 0.0E+00 <1.9E-04 0.0E+00 <1.5E-04 

TS 棟 

41Ar 5.8E+07 <6.3E-04 4.2E+07 <7.0E-04 0.0E+00 <7.0E-04 0.0E+00 <7.0E-04 

3H(HTO) 0.0E+00 <1.8E-04 1.6E+09 <1.4E-04 1.6E+09 <1.7E-04 0.0E+00 <1.5E-04 

3H(HT)*3 - - - - 1.8E+09 <8.5E-05 - - 

第 3 

設備棟 

41Ar 5.4E+07 <6.6E-04 1.5E+08 <7.3E-04 1.2E+08 <6.5E-04 4.0E+07 <6.5E-04 

3H(HTO) 0.0E+00 <1.8E-04 0.0E+00 <1.5E-04 0.0E+00 <1.7E-04 0.0E+00 <1.5E-04 

*1 検出下限以上の放出量の合計。検出下限未満の場合は 0とした。 

*2 ラドン・トロン等の自然放射能の寄与を含む。 

*3 検出下限以上の場合のみ評価した。 

*4 2月 1日に第１種管理区域に設定したため第 1四半期から第 3四半期までを斜線とした。 
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表 2.2.7-2 各施設における放射性塵埃*1の放出量及び平均濃度(1/3) 

施設名 排気筒名 核種 

2022 年度 

第 1 四半期 第 2 四半期 第 3 四半期 第 4 四半期 

放出量*2 

（Bq） 

平均濃度 

（Bq/cm3） 

放出量*2 

（Bq） 

平均濃度 

（Bq/cm3） 

放出量*2 

（Bq） 

平均濃度 

（Bq/cm3） 

放出量*2 

（Bq） 

平均濃度 

（Bq/cm3） 

ﾘﾆｱｯｸ 

施設 

ﾘﾆｱｯｸ棟 

全β - <3.8E-10 - <4.0E-10 - <3.9E-10 - <3.9E-10 

7Be 0.0E+00 <8.2E-09 0.0E+00 <1.7E-09 0.0E+00 <1.5E-09 0.0E+00 <1.7E-09 

197Hg 0.0E+00 <2.2E-09 0.0E+00 <2.2E-09 0.0E+00 <2.4E-09 0.0E+00 <2.5E-09 

L3BT 棟 

全β - <3.8E-10 - <4.0E-10 - <3.9E-10 - <3.9E-10 

7Be 0.0E+00 <8.5E-09 0.0E+00 <1.4E-09 0.0E+00 <1.4E-09 0.0E+00 <1.6E-09 

197Hg 0.0E+00 <2.9E-09 0.0E+00 <2.4E-09 0.0E+00 <3.3E-09 0.0E+00 <3.0E-09 

3GeV 

ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ 

施設 

3GeV 

ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ 

棟 

全β - <3.8E-10 - <4.0E-10 - <3.9E-10 - <3.9E-10 

7Be 0.0E+00 <8.0E-09 0.0E+00 <1.6E-09 0.0E+00 <1.4E-09 0.0E+00 <1.6E-09 

197Hg 0.0E+00 <2.3E-09 0.0E+00 <2.1E-09 0.0E+00 <2.5E-09 0.0E+00 <2.3E-09 

3NBT 棟 

全β - <3.8E-10 - <4.0E-10 - <3.9E-10 - <3.9E-10 

7Be 0.0E+00 <8.3E-09 0.0E+00 <1.6E-09 0.0E+00 <1.6E-09 0.0E+00 <1.6E-09 

197Hg 0.0E+00 <1.9E-09 0.0E+00 <2.3E-09 0.0E+00 <2.4E-09 0.0E+00 <2.5E-09 

50GeV 

ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ 

施設 
 

第 1 

機械棟 

全β - <3.8E-09 - <4.0E-09 - <3.9E-09 - <3.9E-09 

7Be 0.0E+00 <7.5E-08 0.0E+00 <1.4E-08 0.0E+00 <1.5E-08 0.0E+00 <1.5E-08 

197Hg 0.0E+00 <1.8E-08 0.0E+00 <2.3E-08 0.0E+00 <2.4E-08 0.0E+00 <2.3E-08 

第 2 

機械棟 

全β - <3.8E-09 - <4.0E-09 - <9.7E-09 - <3.9E-09 

7Be 0.0E+00 <8.5E-08 0.0E+00 <1.5E-08 0.0E+00 <3.3E-08 0.0E+00 <1.7E-08 

197Hg 0.0E+00 <2.4E-08 0.0E+00 <2.2E-08 0.0E+00 <5.2E-08 0.0E+00 <2.4E-08 

第 3 

機械棟 

全β - <3.8E-09 - <4.0E-09 - <3.9E-09 - <3.9E-09 

7Be 0.0E+00 <7.8E-08 0.0E+00 <1.6E-08 0.0E+00 <1.6E-08 0.0E+00 <1.4E-08 

197Hg 0.0E+00 <1.6E-08 0.0E+00 <2.5E-08 0.0E+00 <2.7E-08 0.0E+00 <2.5E-08 

HD 第 1 

機械棟 

全β - <3.8E-09 - <4.0E-09 - <3.9E-09 - <3.9E-09 

7Be 0.0E+00 <7.8E-08 0.0E+00 <1.6E-08 0.0E+00 <1.5E-08 0.0E+00 <1.6E-08 

197Hg 0.0E+00 <2.3E-08 0.0E+00 <2.6E-08 0.0E+00 <2.7E-08 0.0E+00 <2.9E-08 

放射線 

測定棟 

全β - <3.8E-09 - <4.0E-09 - <3.9E-09 - <3.9E-09 

7Be 0.0E+00 <7.8E-08 0.0E+00 <1.7E-08 0.0E+00 <1.5E-08 0.0E+00 <1.5E-08 

*1 揮発性核種を含む。 

*2 検出下限以上の放出量の合計。検出下限未満の場合は 0とした。全βは放出量の評価を行っていない。 
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表 2.2.7-2 各施設における放射性塵埃*1の放出量及び平均濃度(2/3) 

施設名 排気筒名 核種 

2022 年度 

第 1 四半期 第 2 四半期 第 3 四半期 第 4 四半期 

放出量*2 

（Bq） 

平均濃度 

（Bq/cm3） 

放出量*2 

（Bq） 

平均濃度 

（Bq/cm3） 

放出量*2 

（Bq） 

平均濃度 

（Bq/cm3） 

放出量*2 

（Bq） 

平均濃度 

（Bq/cm3） 

物質・生命

科学実験 

施設 

MLF 棟 

全β - <3.8E-10 - <4.0E-10 - <3.9E-10 - <3.9E-10 

7Be 0.0E+00 <7.7E-09 0.0E+00 <1.6E-09 0.0E+00 <1.5E-09 0.0E+00 <1.6E-09 

125I 8.9E+05 2.5E-09 2.4E+04 <2.1E-10 5.8E+05 1.6E-09 8.6E+05 2.4E-09 

197Hg 7.2E+06 2.0E-08 0.0E+00 <2.2E-09 2.9E+06 8.1E-09 5.6E+06 1.5E-08 

82Br*3 1.5E+06 4.1E-09 - - 5.9E+05 <2.1E-09 1.6E+06 4.5E-09 

121Te*3 - - - - 1.4E+04 <4.4E-10 - - 

120I*3 - - - - - - 2.8E+06 <7.7E-08 

121I*3 5.4E+06 <2.1E-08 - - 3.9E+06 <2.1E-08 5.8E+06 <2.1E-08 

123I*3 4.0E+06 1.1E-08 - - 2.0E+06 5.7E-09 3.5E+06 9.5E-09 

192Au*3 3.6E+05 <1.2E-08 - - - - 3.2E+05 <9.9E-09 

193Au*3 6.0E+05 <1.7E-08 - - 2.3E+06 <2.3E-08 1.9E+06 <1.5E-08 

192Hg*3 1.8E+06 <3.1E-08 - - - - - - 

193mHg*3 1.5E+06 <4.9E-09 - - - - 6.6E+05 <5.3E-09 

195mHg*3 8.6E+05 <3.1E-09 - - 1.7E+05 <1.7E-09 5.1E+05 <2.0E-09 

197mHg*3 1.3E+06 3.6E-09 - - 3.4E+05 <3.0E-09 9.0E+05 <3.0E-09 

203Hg*3 7.4E+03 <2.4E-10 - - - - - - 

RAM 棟 
全β - <3.8E-10 - <3.9E-10 - <3.9E-10 - <3.9E-10 

7Be 0.0E+00 <8.0E-09 0.0E+00 <1.7E-09 0.0E+00 <1.7E-09 0.0E+00 <1.7E-09 

*1 揮発性核種を含む。 

*2 検出下限以上の放出量の合計。検出下限未満の場合は 0とした。全βは放出量の評価を行っていない。 

*3 検出下限以上の場合のみ評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

- 23 -

JAEA-Review 2023-041



表 2.2.7-2 各施設における放射性塵埃*1の放出量及び平均濃度(3/3) 

施設名 排気筒名 核種 

2022 年度 

第 1 四半期 第 2 四半期 第 3 四半期 第 4 四半期 

放出量*2 

（Bq） 

平均濃度 

（Bq/cm3） 

放出量*2 

（Bq） 

平均濃度 

（Bq/cm3） 

放出量*2 

（Bq） 

平均濃度 

（Bq/cm3） 

放出量*2 

（Bq） 

平均濃度 

（Bq/cm3） 

ﾊﾄﾞﾛﾝ 

実験施設 

 

HD 第 2 

機械棟 

全β - <3.8E-09 - <4.0E-09 - <3.9E-09 - <3.9E-09 

7Be 0.0E+00 <7.2E-08 0.0E+00 <1.6E-08 0.0E+00 <1.6E-08 0.0E+00 <1.7E-08 

197Hg 0.0E+00 <2.0E-08 0.0E+00 <2.2E-08 0.0E+00 <2.8E-08 0.0E+00 <2.9E-08 

HD 第 3 

機械棟 

全β - <3.8E-09 - <4.0E-09 - <3.9E-09 - <3.9E-09 

7Be 0.0E+00 <7.7E-08 0.0E+00 <1.6E-08 0.0E+00 <1.5E-08 0.0E+00 <1.6E-08 

197Hg 0.0E+00 <1.5E-08 0.0E+00 <2.1E-08 0.0E+00 <2.6E-08 0.0E+00 <2.5E-08 

HD 実験 

ホール 

全β - <3.8E-09 - <4.0E-09 - <3.9E-09 - <3.9E-09 

7Be 0.0E+00 <7.5E-08 0.0E+00 <1.8E-08 0.0E+00 <1.5E-08 0.0E+00 <1.6E-08 

197Hg 0.0E+00 <2.0E-08 0.0E+00 <2.4E-08 0.0E+00 <2.8E-08 0.0E+00 <3.2E-08 

HD 南 

実験棟*3 

全β       - <3.9E-09 

7Be       0.0E+00 <1.4E-08 

197Hg       0.0E+00 <2.4E-08 

ﾆｭｰﾄﾘﾉ 

実験施設 

第 2 

設備棟 

全β - <3.8E-09 - <4.0E-09 - <3.9E-09 - <3.9E-09 

7Be 0.0E+00 <8.2E-08 0.0E+00 <1.7E-08 0.0E+00 <1.6E-08 0.0E+00 <1.5E-08 

197Hg 0.0E+00 <1.8E-08 0.0E+00 <2.0E-08 0.0E+00 <2.3E-08 0.0E+00 <2.6E-08 

TS 棟 

全β - <3.8E-09 - <4.0E-09 - <3.9E-09 - <3.9E-09 

7Be 0.0E+00 <7.5E-08 0.0E+00 <1.5E-08 0.0E+00 <1.6E-08 0.0E+00 <1.6E-08 

197Hg 0.0E+00 <1.6E-08 0.0E+00 <2.1E-08 0.0E+00 <2.4E-08 0.0E+00 <2.7E-08 

第 3 

設備棟 

全β - <3.8E-09 - <4.0E-09 - <3.9E-09 - <3.9E-09 

7Be 0.0E+00 <7.7E-08 0.0E+00 <1.5E-08 0.0E+00 <1.7E-08 0.0E+00 <1.5E-08 

197Hg 0.0E+00 <1.5E-08 0.0E+00 <2.1E-08 0.0E+00 <2.3E-08 0.0E+00 <2.4E-08 

*1 揮発性核種を含む。 

*2 検出下限以上の放出量の合計。検出下限未満の場合は 0とした。全βは放出量の評価を行っていない。 

*3 2月 1日に第１種管理区域に設定したため第 1四半期から第 3四半期までを斜線とした。 

- 24 -

JAEA-Review 2023-041



表 2.2.7-3 気体廃棄物の放出管理値(放出量管理) 

施設名 排気筒名 核種 放出管理値* 

ﾘﾆｱｯｸ施設 
ﾘﾆｱｯｸ棟 

41Ar 換算 

2200GBq/3 月 

L3BT 棟 1900GBq/3 月 

3GeV ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ施設 
3GeV ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ棟 310GBq/3 月 

3NBT 棟 330GBq/3 月 

50GeV ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ施設 

第 1 機械棟 300GBq/3 月 

第 2 機械棟 310GBq/3 月 

第 3 機械棟 310GBq/3 月 

HD 第 1 機械棟 240GBq/3 月 

物質・生命科学 

実験施設 

物質・生命科学 

実験棟 
2500GBq/3 月 

ﾊﾄﾞﾛﾝ実験施設 

HD 第 2 機械棟 2000GBq/3 月 

HD 第 3 機械棟 2000GBq/3 月 

HD 実験ﾎｰﾙ 1900GBq/3 月 

HD 南実験棟 1900GBq/3 月 

ﾆｭｰﾄﾘﾉ実験施設 

第 2 設備棟 330GBq/3 月 

TS 棟 330GBq/3 月 

第 3 設備棟 39GBq/3 月 

* 全有検出核種について、排気中濃度限度比から 41Ar換算放出量を算出し合算 

した値とする。(2023年 1月 26日センター長通達) 

放出管理値は、排気風量、気象パラメータなどから、裕度をもって算出した。 

放出管理値を超えない限り事業所境界における 3月間平均濃度は空気中の濃度限度を 

超えるおそれはない。 

 

 

表 2.2.7-4 気体廃棄物の放出管理値(濃度管理) 

施設名 排気筒名 核種 放出管理値* 

50GeV ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ施設 放射線測定棟 3H(水)換算 
5×10-3 Bq/cm3 

(1 月間平均)  

物質・生命科学実験施設 RAM 棟 3H(水)換算 
5×10-3 Bq/cm3 

(1 月間平均) 

* 全有検出核種について、排気中濃度限度比から 3H(水)換算濃度を算出し合算 

した値とする。(2023年 1月 26日センター長通達)  

  

 

 

 

 

 

- 25 -

JAEA-Review 2023-041



表 2.2.7-5 各施設における液体廃棄物の放出 

*1 検出下限以上の放出量の合計。検出下限未満の場合は 0とした。 

*2 排水のなかった期間は斜線で示した。 

 

  

3
H (水) 0.0E+00 < 1.5E-01 0.0E+00 < 1.5E-01 0.0E+00 < 1.5E-01 0.0E+00 < 1.4E-01 0.0E+00

7
Be 0.0E+00 < 2.1E-02 0.0E+00 < 3.5E-02 0.0E+00 < 2.8E-02 0.0E+00 < 2.9E-02 0.0E+00

3
H (水) 3.8E+06 1.7E-01 2.8E+07 5.3E-01 5.8E+06 < 1.8E-01 3.8E+07

7
Be 0.0E+00 < 2.2E-02 0.0E+00 < 3.4E-02 0.0E+00 < 3.5E-02 0.0E+00

3
H (水) 2.1E+08 1.1E+00 2.0E+08 6.6E-01 4.4E+07 7.9E-01 2.5E+06 2.0E-01 4.6E+08

7
Be 0.0E+00 < 2.4E-02 0.0E+00 < 3.6E-02 0.0E+00 < 3.1E-02 0.0E+00 < 3.4E-02 0.0E+00

3
H (水) 8.0E+07 7.1E-01 8.7E+08 4.3E+00 1.6E+08 4.2E+00 2.9E+07 9.7E-01 1.1E+09

7
Be 0.0E+00 < 2.3E-02 0.0E+00 < 3.5E-02 0.0E+00 < 3.5E-02 0.0E+00 < 3.6E-02 0.0E+00

3
H (水) 1.6E+08 3.4E+00 1.5E+08 1.2E+00 2.3E+07 9.2E-01 3.3E+08

7
Be 0.0E+00 < 2.4E-02 0.0E+00 < 3.5E-02 0.0E+00 < 3.2E-02 0.0E+00

3
H (水) 1.1E+09 3.1E+01 8.1E+08 2.4E+01 1.3E+09 3.8E+01 1.7E+09 7.7E+00 4.9E+09

7
Be 0.0E+00 < 2.3E-02 0.0E+00 < 3.2E-02 0.0E+00 < 3.7E-02 0.0E+00 < 3.7E-02 0.0E+00

22
Na 0.0E+00 < 3.1E-03 0.0E+00 < 4.5E-03 1.5E+05 4.4E-03 0.0E+00 < 4.5E-03 1.5E+05

54
Mn 0.0E+00 < 2.4E-03 0.0E+00 < 3.4E-03 2.3E+05 6.8E-03 0.0E+00 < 4.0E-03 2.3E+05

ニュートリノ実

験施設

放出量
*1

（Bq）

平均濃度

（Bq/cm
3
）

放出量
*1

（Bq）

平均濃度

（Bq/cm
3
）

リニアック施設

3GeVシンクロト

ロン施設

50GeVシンクロ

トロン施設

物質・生命科学

実験施設

ハドロン実験施

設

施設名 核種

2022年度

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期
*2

年間

放出量

（Bq）放出量
*1

（Bq）

平均濃度

（Bq/cm
3
）

放出量
*1

（Bq）

平均濃度

（Bq/cm
3
）
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 表 2.2.7-6 原科研処理場に引き渡した液体廃棄物 

施設名 建家名 引渡日 
廃液量 

（m3） 
核種 

放射能量 

（Bq） 

物質・生命科学 

実験施設 

物質・生命科学 

実験棟 

2022 年 

5 月 16 日 
12.0 3H(水) 1.9E+09 

 

 

表 2.2.7-7 液体廃棄物の放出管理値*1 

施設名 
核種 

3H、14C 以外の核種*2 3H 14C 

ﾘﾆｱｯｸ施設 0.2GBq/年 0.8TBq/年 3.6GBq/年 

3GeV ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ施設 0.2GBq/年 0.8TBq/年 3.6GBq/年 

50GeV ｼﾝｸﾛﾄﾛﾝ施設 0.2GBq/年 0.8TBq/年 3.6GBq/年 

物質・生命科学実験施設 1.2GBq/年 0.8TBq/年 3.6GBq/年 

ﾊﾄﾞﾛﾝ実験施設 0.6GBq/年 0.8TBq/年 3.6GBq/年 

ﾆｭｰﾄﾘﾉ実験施設 1.2GBq/年 0.8TBq/年 3.6GBq/年 

*1 2023年 1月 26日センター長通達 

各施設の放出管理値の和は、Ｊ－ＰＡＲＣ放射線障害予防規程で定めている放出管理基準値の 

1/5を超えない値である。 

*2 60Co及び 137Csについては、それぞれ 0.12GBq/年とする。 
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図 2.2.7-1 各排気筒から放出された気体廃棄物の放出管理値との比 
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図 2.2.7-2 各施設から放出された液体廃棄物の放出管理値との比 
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2.2.8 放射性同位元素等の管理データ 
Ｊ－ＰＡＲＣで 2022年度末までに使用許可を取得した放射性同位元素は、物質・生命科学実験

施設における「密封された放射性同位元素」（密封放射性同位元素）のみである。 

Ｊ－ＰＡＲＣでは、放射線障害予防規程等に基づき、密封放射性同位元素の定期自主点検（数

量及び保管状況の確認）を年 2回以上実施している。2022年度においても、放射線管理セクショ

ン立会いの下で定期自主点検を実施し、異常のないことを確認している。 

2023年 3月 31日現在での密封放射性同位元素の保有数は 14個であった。保有する密封放射性

同位元素の内訳(種類及び数量)を表 2.2.8-1に示す。 

表示付認証機器及び規制免除密封微量線源については、「放射線安全ガイドブック」に基づき、

Ｊ－ＰＡＲＣが保有している表示付認証機器及びＪ－ＰＡＲＣセンターが保有している規制免除

密封微量線源の保管状況等の確認を年 1 回実施している。表示付認証機器及び規制免除密封微量

線源の保有数量は 2022年 12月 31日時点でそれぞれ 13台、115個であった。この内、表示付認

証機器の種類及び台数を表 2.2.8-2に示す。 

（飛田 暢） 

 

 

 

 

表 2.2.8-1 Ｊ－ＰＡＲＣが保有する密封放射性同位元素の種類及び数量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種類
核種 個数
93Zr 47 MBq 1 0 0 - -
129I 3 MBq 1 1 1 2009. 6. 5 -
99Tc 37 MBq 1 1 1 2009. 6. 5 -
99Tc 50 MBq 1 1 1 2009. 6. 5 -
237Np 26 MBq 1 0 0 - -
237Np 5.2 MBq 1 1 1 2017. 1.13 -
237Np 1 MBq 1 0 0 - -
241Am 950 MBq 2 1 1 2016. 2.26 -
243Am 950 MBq 1 0 0 - -
244Cm 1.8 GBq 6 1 1 2009. 6. 5 -

244Cm+246Cm 4 1 1 2009.11.13 -
252Cf 3.7 MBq 1 1 1 2008. 5.15 -
241Am 480 MBq 1 1 1 2016. 4.28 -
243Am 60 MBq 1 1 1 2016. 4.28 -
243Am 120 MBq 1 1 1 2016. 4.28 -
243Am 240 MBq 1 1 1 2016. 4.28 -
137Cs 100 MBq 2 0 0 - -
137Cs 200 MBq 2 1 1 2017. 3.30 -
137Cs 950 MBq 2 1 1 2018. 3.20 -
237Np 3 MBq 1 0 0 - -

14 14

1.8 GBq+15 MBq

合計個数

備　考数量
1個あたりの数量

期末在庫
(2023.3.31)

受入日 払出日
期首在庫

(2022.4.1)

使用許可
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表 2.2.8-2 Ｊ－ＰＡＲＣが保有する表示付認証機器の種類及び台数 

No.
表示付認証機器の

認証番号
表示付認証機器の名称 最終届出日

60Co （3台）
137Cs （2台）

13台 - -

2010.11.24

台数（核種別台数）

1 ㋝　　017
放射線標準ガンマ線源

401CE
5台

137Cs （1台） 2010.11.24

2 ㋝　　077
ベータ線源

303CE
7台 90Sr （7台） 2018.11.9

合計台数

3 ㋝　　041
照射線量率ガンマ線源

456CE
1台

表 2.2.8-2 Ｊ－ＰＡＲＣが保有する表示付認証機器の種類及び台数 

No.
表示付認証機器の

認証番号
表示付認証機器の名称 最終届出日

60Co （3台）
137Cs （2台）

13台 - -

2010.11.24

台数（核種別台数）

1 ㋝　　017
放射線標準ガンマ線源

401CE
5台

137Cs （1台） 2010.11.24

2 ㋝　　077
ベータ線源

303CE
7台 90Sr （7台） 2018.11.9

合計台数

3 ㋝　　041
照射線量率ガンマ線源

456CE
1台

表 2.2.8-2 Ｊ－ＰＡＲＣが保有する表示付認証機器の種類及び台数 

No.
表示付認証機器の

認証番号
表示付認証機器の名称 最終届出日

60Co （3台）
137Cs （2台）

13台 - -

2010.11.24

台数（核種別台数）

1 ㋝　　017
放射線標準ガンマ線源

401CE
5台

137Cs （1台） 2010.11.24

2 ㋝　　077
ベータ線源

303CE
7台 90Sr （7台） 2018.11.9

合計台数

3 ㋝　　041
照射線量率ガンマ線源

456CE
1台
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2.2.9 放射化物の管理データ 
Ｊ－ＰＡＲＣでは、放射化物であって「放射線発生装置を構成する機器又は遮へい体として用

いるもの」を、耐火性の放射化物保管容器に入れて放射化物保管設備で保管している。ただし、

放射化物が大型機械等であってこれを放射化物保管容器に入れることが著しく困難な場合は、汚

染の広がりを防止するための措置(ビニールシート養生等)を講じている。なお、保管していた放

射化物を放射線発生装置に戻した場合は、放射化物の管理対象から外している。2023年 3月 31日

時点において保管している放射化物の種類及び数量を表 2.2.9-1に示す。 

（渡邉 瑛介） 

表 2.2.9-1 Ｊ－ＰＡＲＣで保管されている放射化物の種類及び数量（2022年度末） 

施設名 放射化物保管設備 
保管している放射化物のカデゴリー別個数、 

核種及び総量 

３ＧｅＶシンクロトロン
施設 

３ＧｅＶ 
シンクロトロン棟 
高放射化物保管室 

カテゴリー A B C 
個数 59 54 0 

種類（核種）
及び総量（Bq) 

54Mn 3.5×1011 
22Na 3.0×106 

３－ＮＢＴ棟  
放射化物保管室 

カテゴリー A B C 
個数 11 5 3 

種類（核種）
及び総量（Bq) 

54Mn 2.0×109 
46Sc 8.4×105 

物質・生命科学実験施設 

物質・生命科学実験棟 
放射化機器保管室 

カテゴリー A B C 
個数 0 1 10 

種類（核種）
及び総量（Bq) 

54Mn 1.1×1015 
203Hg 1.6×109 

物質・生命科学実験棟 
大型機器取扱室 

カテゴリー A B C 
個数 0 25 3 

種類（核種）
及び総量（Bq) 

54Mn 1.7×1011 
60Co 7.0×1012 
58Co 3.2×1011 
22Na 5.4×109 

ＲＡＭ棟 
放射化物保管室 

カテゴリー A B C 
個数 0 1 5 

種類（核種）
及び総量（Bq) 

54Mn 1.2×1014 
60Co 2.0×107 

ハドロン実験施設 

放射化物保管庫 

カテゴリー A B C 
個数 0 9 0 

種類（核種）
及び総量（Bq) 

185Os 6.6×1010 
60Co 2.0×107 

第二放射化物保管庫 

カテゴリー A B C 
個数 0 6 0 

種類（核種）
及び総量（Bq) 

60Co 7.0×1010 

ＨＤ放射化物保管棟 

カテゴリー A B C 
個数 23 8 0 

種類（核種）
及び総量（Bq) 

152Eu 1.3×107 
60Co 3.2×107 

ニュートリノ実験施設 放射化物保管庫 

カテゴリー A B C 
個数 0 19 2 

種類（核種）
及び総量（Bq) 

54Mn 4.1×108 
60Co 1.0×1013 
22Na 9.0×107 

カテゴリー 

Ａ：線量当量率が表面から 10  cmの位置で 0.6  µSv/h以下、表面密度が表面密度限度の 1/10以下のもの 

Ｂ：線量当量率が表面から 10  cmの位置で 0.6  µSv/hを超え、表面密度が表面密度限度の 1/10以下のもの 

Ｃ：表面密度が表面密度限度の 1/10を超えるもの 
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2.2.10 放射性廃棄物の管理データ 
Ｊ－ＰＡＲＣにおいて放射性廃棄物（固体及び有機廃液）を廃棄する方法は、保管廃棄設備に

保管廃棄するか許可廃棄業者に引き渡すかのいずれかである。リニアック施設、３ＧｅＶシンク

ロトロン施設、物質・生命科学実験施設は原科研バックエンド技術部(原科研処理場)に、５０Ｇ

ｅＶシンクロトロン施設、ハドロン実験施設、ニュートリノ実験施設は、日本アイソトープ協会

に放射性廃棄物を引き渡している。2022年度に各施設から許可廃棄業者に引き渡した放射性廃棄

物の種類及び数量を表 2.2.10-1 に、2022 年度末において各施設で保管廃棄している放射性廃棄

物の種類及び数量を表 2.2.10-2に示す。 

(中村 一) 

表 2.2.10-1 許可廃棄業者に引き渡した放射性廃棄物の種類及び数量（2022年度） 

施設名 
可燃物 難燃物 不燃物 

非圧縮性 

不燃物 

プレ 

フィルタ 

へパ 

フィルタ 

チャコール 

フィルタ 

有機廃液 

備考 

本（50リットル換算） リットル 

リニアック施設 0 0 0  0 0 0 0   

３ＧｅＶ 

シンクロトロン施設 

0 0 0  0 0 0 0 
３ＧｅＶ 

シンクロトロン棟 

14 0 0  1110 0 0 ３－ＮＢＴ棟 

物質・生命科学実験施設 228 4 29  2020 0 79 ＲＡＭ棟を含む 

５０ＧｅＶ 

シンクロトロン施設 

11 40 5 8 260 0 0 40 放射線測定棟を含む 

ハドロン実験施設 13 102 12 11 278 972 0 0   

ニュートリノ実験施設 11 97 21 3 0 0 0 0   

 

表 2.2.10-2 各施設で保管廃棄している放射性廃棄物の種類及び数量（2023年 3月 31日） 

施設名 
可燃物 難燃物 不燃物 

非圧縮性 

不燃物 
フィルタ 有機廃液 

備考 

リットル 

リニアック施設 0 0 2000 0 0 0  

３ＧｅＶ 

シンクロトロン施設 

0 0 0 0 0 0 
３ＧｅＶ 

シンクロトロン棟 

0 0 0 0 0 0 ３―ＮＢＴ棟 

物質・生命科学実験施設 0 0 0 0 0 0 ＲＡＭ棟を含む 

５０ＧｅＶ 

シンクロトロン施設 

  

ハドロン実験施設 0 50 150 0 0 0  

ニュートリノ実験施設 350 700 100 1200 0 0  
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2.3 周辺環境の放射線管理 

Ｊ－ＰＡＲＣ周辺の環境放射線及び環境試料のモニタリングとして、事業所境界における中性

子線及びガンマ線測定、事業所内における地下水及び雨水の測定を継続して実施している。なお、

事業所境界における中性子線及びガンマ線測定の一部については、原科研放射線管理部環境放射

線管理課（原科研環境放管課）に依頼して実施している。 

事業所境界における中性子線及びガンマ線測定では、2011年に福島第一原子力発電所事故が発

生してすでに 11年が経ったが、いまだに事故由来の放射性セシウムによるガンマ線の影響が一部

で見られる。原科研環境放管課による測定は 2007年より、放射線管理セクションによる測定はそ

れ以前の 2005年（Ｊ－ＰＡＲＣ稼働前）より行っているが、福島第一原子力発電所事故に起因す

る変動以外の有意な変動は観測されていない。 

環境試料のモニタリングにおいては、測定対象外の核種を含め、ガンマ線放出核種（バックグ

ラウンド核種を除く）は未検出であった。 

（佐藤 浩一） 
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2.3.1 環境放射線のモニタリング 
原科研と事業所境界を同一とするＪ－ＰＡＲＣでは、合理的に環境モニタリングを行うため、

Ｊ－ＰＡＲＣ及び原科研双方の放射線障害予防規程等に基づき、原科研環境放射線管理課（原科

研環境放管課）に環境に係る線量測定の一部を依頼している。測定は、積算線量計、モニタリン

グポスト等によって実施されており、積算線量計としては、エッチピット線量計（型式 TH-1199）

及びガラス線量計（型式 SC-1）が使用されている。原科研環境放管課に依頼している積算線量計

の測定点を図 2.3.1-1に、2022年度の測定結果を表 2.3.1-1に示す。 

放射線管理セクションは、エリアモニタや管理区域周辺サーベイなどで異常な放射線レベル上

昇を検出したときに、近傍の事業所境界で速やかな線量評価ができるよう積算線量計によるモニ

タリングを行っている。中性子線測定はエッチピット線量計（型式 TH-1199）、ガンマ線測定は TLD

（型式 UD-804PQ）により測定 1)を行っている。その測定点を図 2.3.1-1に示す。エッチピット線

量計での測定結果は、全ての測定点で検出下限（100 µSv）未満であった。2012年度から 2022年

度までのガンマ線の測定結果を図 2.3.1-2に示す。 

中性子の積算線量測定については、TLD（型式 UD-813LiF）による測定も行っている。TLD（型式

UD-813LiF）による中性子線の測定は、中性子線+ガンマ線に感度がある素子とガンマ線のみに感

度がある素子を用い、その差分を中性子線として評価している。図 2.3.1-3 に測定結果の推移を

示す。2005年から 2010年（第 3四半期）までは、おおむね 20～60 µSv/3月程度の値で推移して

いた 2)。2011年 3月の福島第一原子力発電所事故発生後、松葉等に付着した放射性物質に起因す

る影響により、TLDの応答に対するガンマ線の寄与が大きくなった注 2）。そのため、「中性子＋ガン

マ線」と「ガンマ線」の差分である中性子の寄与が相対的に低下した結果、中性子線量の測定結

果が大きくばらつくようになった注 3）。 

また、放射線発生装置の稼働状況を勘案して、電離箱サーベイメータ、レムカウンタを用いた

事業所境界での測定を行っている。その測定点を図 2.3.1-1に、ガンマ線の測定結果を表 2.3.1-

2に示す。放射線発生装置の停止時のガンマ線の測定においては、LaBr3検出器を用いガンマ線ス

ペクトルの測定を併用している注 4）。 

福島第一原子力発電所事故の影響で測定点付近の松葉等に放射性物質が付着したことにより環

境中のガンマ線レベルが大きく上昇した。事故後、11 年を経過した 2022 年度においてもガンマ

線の影響が見られる。一方、レムカウンタによる中性子線の測定結果は、全ての測定点で 0.1 µSv/h

未満であった。 

原科研環境放管課による測定は 2007 年より、放射線管理セクションによる測定はそれ以前の

2005年（Ｊ－ＰＡＲＣ稼働前）より行っているが、上記に述べたとおり福島第一原子力発電所事

故に起因する変動以外の有意な変動は観測されていない。 

 
注 2） ガンマ線の積算線量（3 月）は、福島第一原子力発電所事故前は 150 µSv 前後でほぼ一定だった

が、事故直後の測定では 1100～2100 µSvとなった。 
注 3） 2011 年以降の測定値については、中性子に対する検出下限が大幅に上昇したものと考えられる。

このように、ガンマ線の影響が大きい環境での本測定法の検出下限値を評価することは、課題として

残っている。 
注 4） 測定したγ線スペクトル中には、福島第一原子力発電所事故に起因する 137Cs及び 134Csのガンマ

線ピークが見られる。 
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今後も、 適な積算線量計（特に中性子用）の開発を行いつつ、継続してモニタリングを実施

していく計画である。 

（沼里 一也） 

参考文献 

1) 日本分析センター, 放射能測定法シリーズ 18 熱ルミネセンス線量計を用いた環境γ線量測

定法, 1990, 49p. 

2) Ｊ－ＰＡＲＣセンター 安全ディビジョン 放射線安全セクション, Ｊ－ＰＡＲＣ放射線管

理年報(2011年度), JAEA-Review 2012-050, 2013, pp.28-33. 

 

表 2.3.1-1 原科研環境放管課に依頼した事業所境界の線量測定結果 

 

設置期間 
日数 

新川東 新川北 八間道路 MP-18-J 

ガンマ線 中性子線
*
 ガンマ線 中性子線

*
 ガンマ線 中性子線

*
 ガンマ線 中性子線

*
 

(µSv) 

4/1 ～ 5/6 35 148 × 104 × 171 × 193 × 

5/6 ～ 6/1 26 106 × 73 × 122 × 139 × 

6/1 ～ 7/1 30 124 × 85 × 141 × 162 × 

7/1 ～ 8/2 32 139 × 97 × 157 × 186 × 

8/2 ～ 9/1 30 132 × 90 × 146 × 171 × 

9/1 ～ 10/4 33 137 × 96 × 158 × 183 × 

10/4 ～ 11/1 28 122 × 82 × 136 × 160 × 

11/1 ～ 12/1 30 131 × 92 × 148 × 174 × 

12/1 ～ 1/5 35 144 × 106 × 169 × 195 × 

1/5 ～ 2/1 27 106 × 75 × 124 × 144 × 

2/1 ～ 3/1 28 110 × 78 × 127 × 150 × 

3/1 ～ 4/4 34 146 × 103 × 164 × 191 × 

* 測定結果は、5 cm厚鉛箱内に設置したガラス線量計（SC-1）の値を差し引いた値 

  ×は、検出下限（100 µSv）未満を示す。 
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表 2.3.1-2 放射線管理セクションによる事業所境界のガンマ線の測定結果 

測定日 PS-1 PS-2 PS-3 PS-4 PS-5 PS-6 PS-7 

2022/04/15 0.3 B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. 

2022/05/20 0.3 B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. 

2022/06/17 0.3 B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. 

2022/07/06 0.3 B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. 

2022/08/25 0.3 B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. 

2022/09/09 0.3 B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. 

2022/10/28 0.3 B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. 

2022/11/25 0.3 B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. 

2022/12/16 0.3 B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. 

2023/01/27 0.3 B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. 

2023/02/14 0.3 B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. 

2023/03/10 0.3 B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. B.G. 

単位：µSv/h  B.G.は、電離箱サーベイメータを使用しているため 0.2 µSv/hとした。 

 

 

図 2.3.1-1 事業所境界における測定点* 

＊原科研環境放射線管理課による積算線量の測定点は、MP-18-J、八間道路、新川北、新川東の

4ヶ所。放射線管理セクションによる測定点のうち電離箱等による線量率の測定点は PS-1～PS 

-7の 7ヶ所、積算線量の測定点は D-11、D-12、D-13、D-14(a)、D-15の 5か所である。  

- 37 -

JAEA-Review 2023-041



図 2.3.1-2 放射線管理セクションによる事業所境界のガンマ線の積算線量測定結果 

（3月間積算） 

図 2.3.1-3 放射線管理セクションによる事業所境界の中性子線の TLDによる積算線量測定結果 

（3月間積算） 
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2.3.2 環境放射能のモニタリング 
Ｊ－ＰＡＲＣにおける環境放射能のモニタリングとして、四半期毎に地下水試料を採取し、ト

リチウム（3H）濃度の測定、ガンマ線核種分析を実施している。採取している地下水の採取点（観

測用井戸）を図 2.3.2-1に示す。また、地下水中の 3H濃度変動の要因として、雨水の地下浸透に

伴う移行があるため、地下水の一部の採取地点においては 3月間の雨水中の 3H濃度の測定も併行

して実施している。 

3H濃度測定用の試料は、採取した地下水及び雨水をトリチウム分析法 1)に準拠して試料処理（蒸

留）を行い、バイアルに蒸留後の試料 40  cm3と液体シンチレータ(ウルチマゴールド LLT)60  cm3を

加え作製した。測定は、日立製作所製の低バックグラウンド液体シンチレーションカウンタ(LSC-

LB7)を用い、1 試料あたり 30 分測定を 12 サイクル実施した。測定の検出下限濃度は、6×10-4 

Bq/cm3程度であった。2022年度における地下水中の 3H濃度測定結果を表 2.3.2-1に示す。また、

雨水中の 3H濃度測定結果を表 2.3.2-2に示す。 

ガンマ線核種分析では、採取した地下水を 2リットルのマリネリ容器に移し、Ge半導体検出器

により 80,000秒測定を実施した。測定対象核種は、Ｊ－ＰＡＲＣの立地を考慮し、Ｊ－ＰＡＲＣ

で生成されると思われる核種に核分裂生成物を加えた 7Be、22Na、46Sc、48V、51Cr、54Mn、59Fe、56Co、

57Co、58Co、60Co、126I、131I、134Cs、137Cs、144Ce、203Hgとした。 

2022年度の測定では、ガンマ線放出核種は未検出であった。 

（坂下 耕一） 

参考文献 

1) 日本分析センター, 放射能測定法シリーズ 9 トリチウム分析法, 2002, p.127. 
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表 2.3.2-1 2022年度地下水中 3H濃度 

採取四半期 W-1 W-2 W-3 W-4(a) W-5 W-6(a) W-7 W-8 W-9 W-10 W-11 

第 1四半期 < 5.9E-04 < 5.9E-04  1.1E-03  6.4E-04  1.1E-03  6.0E-04 < 5.9E-04 < 6.0E-04 < 5.9E-04 < 5.9E-04 < 6.0E-04 

第 2四半期 < 5.9E-04 < 5.8E-04  1.1E-03  8.2E-04  1.0E-03  6.5E-04 < 5.8E-04 < 5.5E-04 < 5.8E-04 < 5.8E-04  9.0E-04 

第 3四半期  8.2E-04  1.1E-03  1.7E-03  7.9E-04  1.4E-03  1.2E-03  7.4E-04 < 6.2E-04 < 6.1E-04  7.8E-04  9.1E-04 

第 4四半期  1.0E-03 < 6.2E-04  1.2E-03  1.1E-03  1.2E-03  1.2E-03 < 6.1E-04 < 6.2E-04 < 6.0E-04 < 6.3E-04 <1.4E-03 

単位：Bq/cm3 

 

 

表 2.3.2-2 2022年度雨水中 3H濃度 

採取四半期 W-2 W-3 W-5 W-8 W-11 
第 1四半期 < 5.9E-04 < 5.8E-04  3.5E-03  7.3E-04  1.0E-03 
第 2四半期 < 5.9E-04 < 5.9E-04 < 7.2E-04 < 6.3E-04 < 5.8E-04 
第 3四半期  8.8E-04  2.2E-03  4.1E-03  7.2E-04 < 6.3E-04 
第 4四半期  6.9E-04  8.6E-04  1.5E-03  8.6E-04 < 6.2E-04 

単位：Bq/cm3 

 

図 2.3.2-1 地下水の採取点 
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2.4 個人線量の管理 

個人線量の管理として、外部被ばく線量の測定、内部被ばく線量の測定、放射線業務従事者の

登録管理を行っている。 

2022年度における外部被ばくの年間測定対象者は 3,111名であった。新型コロナウイルス感染

症の感染拡大に伴う影響により減少したユーザーの従事者数は 2020年度を底に増加に転じ、2022

年度は 1,117名と千人の大台に回復した。 

放射線障害予防規程に定められた線量限度及び予防規程細則で定められた年間被ばく管理目標

値を超える被ばくはなかった。実効線量について、年間の総線量は 26.8 人・mSv、 大実効線量

は 1.6 mSvであった。 

なお、OSLバッジによる外部被ばく線量の測定、バイオアッセイ法及び対外測定法による内部被

ばく線量測定は、原科研放射線管理部線量管理課（原科研線量管理課）に依頼している。 

（山崎 寛仁） 
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2.4.1 外部被ばく線量の測定 
放射線業務従事者に対する外部被ばく線量の測定は、OSLバッジ（ガンマ線の線量測定用の OSL

線量計と中性子線量測定用のエッチピット線量計を組み合わせたもの）により、4 月 1 日を始期

とする 3月毎（女子は 1月毎）に、1  cm線量当量（実効線量及び妊娠中の女子の腹部表面の等価

線量）及び 70  µm線量当量（皮膚の等価線量）について、原科研線量管理課に依頼して実施してい

る。眼の水晶体の等価線量については、1  cm 線量当量又は 70  µm 線量当量のうち大きいほうの測

定値を記録している。 

2022年度における外部被ばく線量の測定件数を表 2.4.1-1に示す。2022年度における外部被ば

く線量の年間測定対象実人員は、3,111 人であった。不均等被ばく測定用 OSL 線量計による頭頸

部の測定及びリングバッジによる身体末端部位の測定はなかった。OSL バッジ等の基本線量計に

よる測定が困難な場合に行う線量の推定評価 2件の内訳は、OSL素子の紛失について 1件及び OSL

バッジの空港手荷物検査による誤照射について 1 件である。OSL バッジの紛失等のトラブルを減

らすための取組みとして、OSLバッジ用ストラップ配布のほか、OSLバッジ定期交換や放射線教育

訓練の際に OSLバッジの取り扱いに係る注意事項の周知を行っている。 

                                    （渡邉 瑛介） 

 

表 2.4.1-1 外部被ばく線量の測定件数（2022年度） 

測定評価対象 件 数 

測定器 測定区分 第 1四半期 第 2四半期 第 3四半期 第 4四半期 

OSLバッジ 

定 期 2,160 2,683 2,682 3,179 

推 定 0 0 2 0 

小 計 2,160 2,683 2,684 3,179 

不均等被ばく 

測定用 

OSL線量計 

定 期 0 0 0 0 

推 定 0 0 0 0 

小 計 0 0 0 0 

リングバッジ 

定 期 0 0 0 0 

推 定 0 0 0 0 

小 計 0 0 0 0 

合 計 

定 期 2,160 2,683 2,682 3,179 

推 定 0 0 2 0 

合 計 2,160 2,683 2,684 3,179 
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2.4.2 内部被ばく線量の測定 
放射線業務従事者に対する内部被ばく線量の測定は、放射線作業状況及び作業環境中の空気中

放射能濃度等から計算評価を行い、有意な内部被ばく線量を受けるおそれのある者に対して実施

する。また、内部被ばく線量測定の対象とならなかった者のうち、有意な内部被ばくがなかった

ことを確認するため、各施設から代表者を選定して確認検査を実施している。さらに、外来業者

等に対しては、必要に応じて、第 1 種管理区域の入域前後に内部被ばくの有無を確認するために

行う入退域検査を実施している。また、内部被ばくを受けるおそれのある作業の実施前後に内部

被ばくの有無を確認するためにも確認検査を実施している。これらの内部被ばく線量測定及び確

認検査は、原科研線量管理課に依頼して実施している。 

2022年度における内部被ばくに係る線量測定及び検査の件数を表 2.4.2-1に示す。2022年度の

線量測定において、内部被ばくに係る放射線作業状況調査を四半期毎に（女子は毎月）実施した

結果、有意な内部被ばく線量を超えるおそれのある者はいなかったため、内部被ばく線量の測定

を必要とする事例はなかった。 

また、内部被ばく線量測定の対象とならなかった者のうち、有意な内部被ばくがなかったこと

を確認するための確認検査では、体外計測法（ホールボディカウンタによるガンマ線測定）、バイ

オアッセイ法（尿サンプルのトリチウム、全β線測定）を 24人に実施した。確認検査の結果、有

意な内部被ばくはなかった。 

さらに、第 1 種管理区域の入域前後に内部被ばくの有無を確認するために行う入退域検査につ

いては、検査を必要とする事例はなかった。 

内部被ばくを受けるおそれのある作業の実施前後に内部被ばくの有無を確認するために行うバ

イオアッセイを 16人に実施した。 

                                    （照沼 康弘） 

 

表 2.4.2-1 内部被ばくに係る線量測定及び検査の件数（2022年度） 

検査対象 
件 数 

第 1四半期 第 2四半期 第 3四半期 第 4四半期 

線量測定  0  0  0  0 

確認検査 
体外計測 14 14 13 14 

バイオアッセイ 54 22 20 22 

入退域検査 体外計測  0  0  0  0 

合 計 68 36 33 36 
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2.4.3  個人被ばく状況 
2022年度における作業者別の実効線量に係る個人被ばく状況を表 2.4.3-1に示す。 

被ばくは、全て計画管理された作業によるもので、総線量 26.8 人・mSv、平均線量 0.01 mSv、

大線量 1.6 mSvであった。なお、 大線量は、ハドロン実験施設における保守作業による被ば

くであった。 

四半期別の実効線量に係る被ばく状況を表 2.4.3-2 に示す。第 2 四半期が、総線量 14.5 人・

mSv、平均線量 0.01 mSv、 大線量 1.0 mSvで、 も高い値となった。Ｊ―ＰＡＲＣでは、例年、

第 2四半期から第 3四半期にかけて長期のメンテナンス期間が設けられているため、放射化した

機器からの被ばくにより、当該四半期の被ばく量が増える傾向がある。同表には、参考として前

年度（2021年度）の年間被ばく状況も示す。総線量及び 大線量に多少の増減が見られるものの、

全体的に低い値に抑えられている。なお、皮膚及び眼の水晶体の等価線量に係る被ばく状況は、

実効線量に係る被ばく状況と全て同一の値であった。 

作業施設別の実効線量に係る被ばく状況を表 2.4.3-3に示す。2022年度における総線量は、ハ

ドロン実験施設が 大であり 9.2 人・mSvであった。被ばくの主な要因は、夏期メンテナンス期

間における 2次ビームラインの機器保守作業によるものであった。 

放射線業務従事者数の推移を表 2.4.3-4及び図 2.4.3-1に示す。全体の従事者数の増大傾向は、

Ｊ－ＰＡＲＣで施設の拡充が行われていた初期に比べて落ち着いてきている。なお、2020年度は

新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴う影響により従事者数が減少したが、2021 年度及び

2022年度は感染症拡大前と同程度の従事者数となった。 

放射線業務従事者の被ばく線量の推移を表 2.4.3-5及び図 2.4.3-1に示す。職員等及び外来業

者の被ばく線量について、従事者数と同様に各年度で多少の増減が見られるが、これは加速器ト

ンネル内等の線量当量率が高い作業環境における、大規模な作業実施の有無によるものと考えら

れる。 

Ｊ－ＰＡＲＣにおける放射線業務従事者に対する被ばく線量の管理目標値は法律で定められた

値よりも厳しく設定し実効線量で、男性；7 mSv/年、女性；5 mSv/年としている。放射線管理セ

クションでは、作業者の個人被ばく管理を徹底し、更なる被ばく低減に努めていく。 

(吉野 公二) 
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表 2.4.3-1 作業者別の実効線量に係る被ばく状況（2022年度） 

作業者区分＊ 

放射線業

務従事者 

実人員

(人) 

線量分布（人） 

総線量 

(人･mSv) 

平均線量 

(mSv) 

大線量 

(mSv) 
0.1mSv 

未満 

0.1mSv 

以上 

1mSv 

以下 

1mSv 

を超え 

5mSv 

以下 

5mSv 

を超え 

15mSv 

以下 

15mSv 

を超え 

るもの 

ＪＡＥＡ職員等 356 349 7 0 0 0 1.3 0.00 0.4 

ＫＥＫ職員等 337 325 12 0 0 0 4.4 0.01 0.7 

ユーザー 1,117 1,116 1 0 0 0 0.1 0.00 0.1 

外来業者 1,306 1,249 54 3 0 0 21.0 0.02 1.6 

全作業者 3,111 3,034 74 3 0 0 26.8 0.01 1.6 

* 同一作業者が年度中に作業者区分を変更した場合、作業者区分毎に 1名として集計した。 

 

表 2.4.3-2 四半期別の実効線量に係る被ばく状況（2022年度）   

管理期間 

放射線業

務従事者 

実人員

(人) 

線量分布（人） 

総線量 

(人･mSv) 

平均線量 

(mSv) 

大線量 

(mSv) 
0.1mSv 

未満 

0.1mSv 

以上 

1mSv 

以下 

1mSv 

を超え 

5mSv 

以下 

5mSv 

を超え 

15mSv 

以下 

15mSv 

を超え 

るもの 

第 1四半期 1,953 1,929 24 0 0 0 4.4 0.00 0.6 

第 2四半期 2,343 2,288 55 0 0 0 14.5 0.01 1.0 

第 3四半期 2,487 2,451 36 0 0 0 7.6 0.00 0.7 

第 4四半期 2,726 2,724 2 0 0 0 0.3 0.00 0.2 

年 間＊ 
3,111 

(3,090) 

3,034 

(2,971) 

74 

(118) 

3 

(1) 

0 

(0) 

0 

(0) 

26.8 

(33.9) 

0.01 

(0.01) 

1.6 

(1.2) 

* 括弧内の数値は、2021年度の値  

* 同一作業者が各四半期中に従事した場合、1名として集計した。 
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表 2.4.3-3 作業施設別の実効線量に係る被ばく状況（2022年度） 

 

表 2.4.3-4 作業者区分別の放射線業務従事者数の推移 

作業者区分 
放射線業務従事者数（人） 

2020年度 2021年度 2022年度 

職員等  680  688  691 

ユーザー  717  929 1,117 

外来業者 1,315 1,481 1,306 

合  計 2,705 3,090 3,111 

* 同一作業者が年度中に作業者区分を変更した場合、作業者区分毎に１名として集計した。 

 

表 2.4.3-5 作業者区分別の被ばく線量の推移 

作業者区分 
総線量（人･mSv） 

2020年度 2021年度 2022年度 

職員等 9.0 8.2 5.7 

ユーザー 0.0 0.0 0.1 

外来業者 18.1 25.7 21.0 

合  計 27.1 33.9 26.8 

 

施設名 
有検出者数 

（人） 

総線量 

（人･mSv） 

大線量 

（mSv） 

リニアック施設 0 0.0 0.0 

３ＧｅＶシンクロトロン施設 12 1.4 0.2 

５０ＧｅＶシンクロトロン施設 11 4.0 0.7 

物質・生命科学実験施設 24 7.4 0.5 

ハドロン実験施設 14 9.2 1.6 

ニュートリノ実験施設 13 4.8 0.9 
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図 2.4.3-1 Ｊ－ＰＡＲＣ放射線業務従事者数と総線量の推移 
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2.4.4 放射線業務従事者の登録管理 
(1) 認定登録時の管理 
Ｊ－ＰＡＲＣの管理区域内で放射線作業に従事する職員等、ユーザー及び外来業者について、

Ｊ－ＰＡＲＣの放射線業務従事者としての認定登録手続きを行っている。登録にあたっては、「認

定登録依頼書兼管理区域立入許可願」により、放射線業務従事者としての要件を満たしているこ

とを放射線管理セクションで確認した後、安全ディビジョン長が放射線業務従事者として認定し

ている。なお、職員等及び外来業者には、認定登録時に OSL バッジを発行しているが、ユーザー

には利便性等を考慮し、予め認定登録のみを行うことを可能としており、認定後ユーザーが実験

を行う際に OSLバッジを発行している。また、OSLバッジの発行にあたっては、入退出管理システ

ムへデータを入力し、OSLバッジ内の個人識別素子に入域場所、入域許可コード等のデータを書き

込むことで、管理区域への入退出管理に対応している。 

(2) 認定解除時及び年度更新時の管理 
放射線業務従事者認定の解除にあたっては、「認定解除依頼書」により解除手続きを行った。な

お、放射線作業の従事予定が 3 月以上ない職員等及び外来業者には、原則として放射線業務従事

者認定を解除するよう指導している。 

ユーザー及び外来業者は、認定登録手続きの有効期間を単年度としているため、「認定解除依頼

書」が提出されなくても、年度末には自動解除の手続きを行っている。翌年度も継続で放射線作

業を行う場合は、「認定登録更新依頼書」の提出を受け、健康診断及び教育訓練歴を確認し、年度

更新の手続きを実施している。 

(3) 放射線業務従事者登録数の推移等 
2022年度の放射線業務従事者認定件数を表 2.4.4-1、解除件数を表 2.4.4-2に示す。 

外来業者は、短期間の作業に伴い、登録・解除を繰り返すことが多い。特に、夏期のメンテナ

ンス期間の開始時期にあたる第 2四半期に登録件数が非常に多くなっている。 

ユーザーは、海外を含め多くの機関（国内：66の大学、19の研究機関、42の企業、海外：83の

大学・研究機関）からの実験者を受け入れている。 

新型コロナウイルス感染拡大の影響が残る中ではあるが、新規登録のユーザー数及び海外の大

学・研究機関登録数は、感染拡大以前に戻りつつある。 

（沼里 一也） 
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表 2.4.4-2 放射線業務従事者解除件数（2022年度） 

四半期毎 

登録者区分 
第 1四半期 第 2四半期 第 3四半期 第 4四半期 合 計 

職員等 8 13 10 37 68 

ユーザー 4 1 9 1,101 1,115 

外来業者 51 236 240 472 999 

合 計 63 250 259 1,610 2,182 

表 2.4.4-1 放射線業務従事者認定件数（2022年度） 

四半期毎 

登録者区分 
第 1四半期 第 2 四半期 第 3四半期 第 4四半期 合 計 

職員等 新規 53 14 11 10 88 

ユーザー

新規 313 28 193 197 731 

更新 359 8 61 33 461 

外来業者 

新規 126 424 196 199 945 

更新 568 - - - 568 

合 計 

新規 492 466 400 406 1,764 

更新 927 8 61 33 1,029 
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2.5 放射線安全管理設備の管理 

放射線安全管理設備の製作、点検・保守、整備については、建設時の予算の関係からＪＡＥＡ

とＫＥＫとで所掌を分担し行っているが、一体的運用を行うためにその設計思想、運用方針は統

一されている。 

放射線安全管理設備も運用開始から 10年以上を経て経年劣化を考慮する時期となっており、故

障・トラブルの発生件数の推移は、経年劣化と機器更新に伴う初期不良を反映したものとなって

いる。そのため、2022年度においては、空気サンプリング設備の一部であるルーツブロアの更新

や機器に組み込まれている制御 PC、液晶表示器の交換作業等を行った。 

（佐藤 浩一） 
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2.5.1 放射線安全管理設備の概要 
放射線安全管理設備は、放射線監視設備、入退出管理設備、放射線集中監視システムにより構

成されている。 

放射線監視設備は、加速器の運転に伴って発生する放射線により変動する線量当量率を測定す

るエリアモニタ、排気中の放射性ガス及び放射性塵埃を測定する排気モニタ、加速器トンネル内

又は作業環境中の放射性ガスを測定する室内ガスモニタから構成される。エリアモニタには、管

理区域境界における積算線量を測定し、所定のしきい値を超えた場合にビーム運転を自動的に停

止するインターロック機能も含まれている。 

入退出管理設備は、管理区域への入域制限、立入り記録の作成・保存を行う。放射線業務従事

者や見学者が管理区域へ入域する際には、入域者の立入り許可条件を判断し、立入りできない区

域への入域制限を行う必要がある。入退出管理設備は、個人線量計と一体となった個人識別素子

及び見学者等に貸与される IDカードにより入域制限を行う。放射線発生装置室への入室に際して

は、発生装置使用中に立入りを禁止するインターロックが設置されている。法令に規定されたイ

ンターロック機器としては、非常停止スイッチ、発生装置室通常口ドア、パーソナルキー（PK）

等が設置され、自主的に設置されたインターロック機器である放射線エリアモニタ、電流モニタ

等とともにパーソネル・プロテクション・システム（Personnel Protection System, PPS）を構

成している。また、発生装置室への立入りに際しては入域者全員に警報付ポケット線量計（APD）

の携帯を義務付けている（ハドロンＢライン・Ｃラインを除く）。入退出管理設備は、PK、APDと

連動した発生装置室への入域管理及び退域時の PK返却の確認、APD指示値の読み取りを行う（ハ

ドロンＢラインを除く）。さらに、発生装置使用室など汚染が予想される区域を退出する際には、

作業者や搬出物品の汚染を検査する必要がある。この様な区域の出口には、体表面モニタ、搬出

物品モニタ、ハンドフットクロスモニタが設置され、自動で汚染を検査することが可能である。 

放射線集中監視システムは、放射線監視設備が測定したデータ及び入退出管理設備が管理した

入退出情報を収集・記録し集中監視するとともに、一定期間保管する。 

表 2.5.1-1 に、2022 年度までの放射線安全管理設備に関わる故障・トラブルの発生件数を示

す。また、図 2.5.1-1に年度毎の故障・トラブル発生件数の推移をグラフに示す。 

ＪＡＥＡの放射線管理設備は、2007年度の運用開始から 15年が経過し、徐々に経年劣化の兆

候のある機器が散見されるようになった。放射線監視設備については、伝送器の液晶ディスプレ

イ(LCD)故障が増加しているが、メーカによる修理を適宜実施するとともに、伝送器の予備を一定

数確保して故障発生時に備えている。入退出管理設備は、物質・生命科学実験施設の利用運転に

伴い多数のユーザーが利用することから、ハンドフットクロスモニタや物品搬出モニタの故障件

数が多い。その対策として、放射線業務従事者の教育で遮光膜破損の原因と適切な使用方法につ

いて周知し、故障件数の減少に努めている。また、2020年度から 2021年度にかけて実施した、入

退出管理装置の制御を担うターミナルコントローラの更新に伴う動作不良が発生し、トラブルの

発生件数が増加した。放射線集中監視システムは、保守警報が発生したのみで安定した動作であ

った。 

ＫＥＫの放射線安全管理設備の全体の傾向は、ＪＡＥＡの放射線管理設備と同様に運用開始後

の初期不良期間を経て落ち着きつつあるが、稼働年数が 10年を超え、今後は経年劣化による故障

- 51 -

JAEA-Review 2023-041



等の増加が見込まれる。放射線監視設備では、放射線検出器自体の故障が発生している。入退出

管理設備ではハンドフットクロスモニタに内蔵している制御 PCの故障が発生した。集中監視シス

テムではＣＡＭＡＣクレートが故障したが、予備品との交換で復旧している。いずれも経年劣化

によるものと考えており、可能なかぎり予防保全的に計画的な機器の更新を実施しなければなら

ない。故障したハンドフットクロスモニタと同時期の購入品・同型機に関しては、故障機とあわ

せて制御 PCの更新を実施した。 

（齋藤 究） 

 
表 2.5.1-1 放射線安全管理設備に係わる故障・トラブルの発生件数 

年度 
放射線監視設備 入退出管理設備 

放射線集中監視 
システム 

ＪＡＥＡ ＫＥＫ ＪＡＥＡ ＫＥＫ ＪＡＥＡ ＫＥＫ 

2007年度 20 － 30 － 36 － 

2008年度 13 5 42 237 23 12 

2009年度 9 37 17 319 9 52 

2010年度 2 22 23 192 12 6 

2011年度 9 11 21 144 12 5 

2012年度 8 11 24 74 16 9 

2013年度 7 13 54 17 23 4 

2014年度 10 18 46 63 18 4 

2015年度 10 8 33 35 11 9 

2016年度 12 5 31 38 15 16 

2017年度 8 7 39 45 10 6 

2018年度 11 6 38 43 5 6 

2019年度 7 1 35 29 5 5 

2020年度 3 7 26 18 4 6 

2021年度 7 5 38 15 1 5 

2022年度 8 5 53 6 1 2 
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図 2.5.1-1 放射線安全管理設備に係わる年度毎のトラブル・故障の総発生件数の推移 
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2.5.2 放射線安全管理設備の点検・保守 
Ｊ－ＰＡＲＣにおける放射線安全管理を適切に行うにあたり、放射線安全管理設備及び放射線

管理用測定機器の点検・保守・校正は必要不可欠である。Ｊ－ＰＡＲＣでの放射線安全管理設備

及び放射線管理用測定機器の点検・保守・校正は、維持管理予算の制約から「当該設備・機器を

整備した側が担当する」という原則に基づいて、ＪＡＥＡとＫＥＫが分担して実施している。 

(1) 放射線安全管理設備 
放射線安全管理設備は、放射線監視設備、入退出管理設備、放射線集中監視システムにより構

成されている。これらの設備は、原則として連続稼働設備であるため、各機器の健全性が確保さ

れ、機能が維持されていることを毎年度 1 回の定期点検で確認している。放射線エリアモニタの

線源校正などについては、所掌区分に応じて、原科研線量管理課又はＫＥＫ放射線科学センター

に依頼して実施している。また、運用開始後 15年が経過し、経年劣化の兆候と考えられる故障の

増加がみられるため、３－ＮＢＴ棟ルーツブロア及び表面汚染検査用サーベイメータ等の更新作

業を併せて実施している。 

放射線監視設備、放射線集中監視システムは、加速器の運転中に稼働が必要な設備のため、加

速器が長期間停止する夏期のメンテナンス期間に点検を実施している。 

入退出管理設備については、原則、加速器の運転に伴いトンネル等の管理区域への入退出が少

なくなる運転期間中に点検を実施している。 

2022 年度において点検・保守の対象とした放射線安全管理設備の種類及び保有台数を表 

2.5.2-1に示す。 

(2) 放射線管理用測定機器 
サーベイメータ、放射能自動測定装置、液体シンチレーション式計数装置、ガンマ線核種分析

装置等の放射線管理用測定機器は、使用頻度に関係なく常に正常な測定が行えるよう維持する必

要がある。 

2022 年度において点検又は保守の対象とした放射線管理用測定機器の種類及び保有台数を表

2.5.2-2に示す。これらの測定機器については、日常点検を規定の頻度（サーベイメータ類で週 1

回、その他の測定機器では測定又は使用のつど）で行うとともに、定期点検・校正を毎年度 1 回

の頻度で実施している。なお、サーベイメータの定期点検については、所掌区分に応じて、原科

研線量管理課又はＫＥＫ放射線科学センターに依頼して実施している。また、125Ｉ用サーベイメ

ータ、電離箱式サーベイメータ（β線用）や可搬型ガスモニタについては、原科研線量管理課又

はＫＥＫ放射線科学センターにて校正設備が整っていないため、製造メーカで点検校正を実施し

ている。保有台数の多い警報付ポケット線量計（APD）の点検校正は、外部業者に依頼している。 

（田口 和明） 
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表 2.5.2-1 2022年度に点検・保守の対象とした放射線安全管理設備 

設備・装置 種類 
保有台数 

ＪＡＥＡ ＫＥＫ 

放
射
線
監
視
設
備 

線量当量率モニタリング設備 
中性子線用エリアモニタ 20 20 

ガンマ線用エリアモニタ 30 20 

排気モニタリング設備 

排気ガスモニタ 7 11 

排気ダストモニタ 8 14 

トリチウム捕集装置 11 12 

室内空気モニタリング設備 室内ガスモニタ 8 13 

空気サンプリング設備 
ルーツブロア 12 0 

排気ガスサンプラ 0 11 

排気ダストサンプラ 0 3 

入
退
出
管
理

設
備 

汚染管理装置 
体表面モニタ 4 6 

搬出物品モニタ 8 12 

ハンドフットモニタ 18 13 

被ばく管理装置 
警報付ポケット線量計（APD） 280 274 

APD自動貸出装置 5 5 

放射線集中監視システム 
サーバ計算機 2 3 

放射線管理用端末 5 4 

入退出管理用計算機 3 4 

 

表 2.5.2-2 2022年度に点検・保守の対象とした放射線管理用測定機器 

種類 
保有台数 

ＪＡＥＡ ＫＥＫ 

サ
ー
ベ
イ
メ
ー
タ 

表面汚染検査用（α線用） 6 1 

表面汚染検査用（β線用） 47 28 

表面汚染検査用（3H,14C用） 3 1 

表面汚染検査用（125I用） 1 4 

ガンマ・Ｘ線用 

電離箱式 28 9 

NaI(Tl)シンチレーション式 29 9 

GM管式 11 6 

GM管式（高線量率計） 6 3 

Si半導体検出器式 3 0 

β線用 電離箱式 1 0 

中性子線用 比例計数管式（レムカウンタ） 17 4 

放射能自動測定装置 2 1 

液体シンチレーション式計数装置 4 1 

ガンマ線核種分析装置 3 3 

放射能測定装置 4 0 

可般型ガスモニタ 14 2 
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2.5.3 放射線安全管理設備の増設、新規整備及び更新等 
放射線安全管理設備及び放射線管理用測定機器は、施設の運転・利用状況などに応じて改修・

増設及び新規整備を行っている。また、昨今では経年劣化による故障・トラブルが増加傾向にあ

り、適宜修理に対応するとともに、予防保全のための設備・機器更新を順次行っている。 

2022年度において、ＪＡＥＡでは、３－ＮＢＴ棟のルーツブロア、表面汚染検査用サーベイメ

ータや電子式ポケット線量計等の更新を行った。ＫＥＫでは、ハドロン実験施設南実験棟の第１

種管理区域化に伴う放射線モニタの増設を行った。 

表 2.5.3-1 に 2022 年度に新たに整備した放射線安全管理設備及び放射線管理用測定機器を示

す。 

(長畔 誠司) 

 

表 2.5.3-1 2022年度に新たに整備した放射線安全管理設備及び放射線管理用測定機器 

 設備・機器名 型式 数量 
 

JAEA 

表面汚染検査用サーベイメータ TGS-1146  2台 

電子式ポケット線量計 PDM-222C-SZ 18台 

可搬型ガスモニタ DGM-233C  1台 

 

 

KEK 

IDリーダ ES-822  3台 

He-3 比例計数管 RS-P4-1613-203  2台 

電離箱検出器 CMB20  1台 

放射線モニタ A2000  2台 

放射線モニタ A3000  4台 
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2.6 関連業務  

関連業務には、放射性同位元素等による放射性同位元素等の規制に関する法律等に係る申請・

届出、検査対応、内部規程の改訂、放射線安全に関する委員会活動、放射線安全教育がある。放

射線障害防止法等に係る申請・届出については、2021年度中に行った申請の 2022 年度における

進捗状況について記載した。（2022年度には新たな申請は行わなかった。）また、本件に関連した

茨城県原子力安全協定に基づく新増設等計画書の提出についても記載した。  

検査対応について、2022 年度に行われた施設検査及び定期検査・定期確認について記載した。  

内部規程等の改訂では、2022 年度中に行った「大強度陽子加速器施設（Ｊ－ＰＡＲＣ）放射線

障害予防規程」の改正等について記述した。  

委員会活動では、2022 年度の放射線安全委員会、放射線安全評価委員会及び作業部会の審議事

項についてまとめた。  

放射線安全教育では、管理区域入域前に行う入域前教育訓練、職員等に対して年 1 回行う再教

育訓練（本年度は e-ラーニングにより実施）についてまとめた。  

また、「英語化 ワーキンググループ」を中心に作業を実施している「国際化対応」についても

記載した。 

さらに、「放射線障害の防止に関する業務の改善」について記した。 

（春日井 好己） 

 

 

 

  

- 57 -

JAEA-Review 2023-041



2.6.1 放射性同位元素等規制法に係る申請 
放射性同位元素等の許可使用に係る変更の許可を申請するため、放射性同位元素等規制法に基

づき、原子力規制委員会宛てに許可使用に係る変更許可申請書を提出している。2021年度（2022

年 2月 16日付）に行った申請については、2022年 7月 27日付で補正申請を行った後、2022年 8

月 24日付で許可を得た。なお、2022年度は申請を行わなかった。 

また、上記の申請内容が新増設等に該当する場合には、地元自治体の了解を得るために、茨城

県原子力安全協定に基づき、新増設等計画書を提出している。2021年度（2022年 1月 11日付）

に提出した物質・生命科学実験施設、ハドロン実験施設、ニュートリノ実験施設の新増設等計画

書については、令和 4年度第 2回原子力安全対策委員会（2022年 10月 19日開催）にて審議され

た後、2022年 11月 4日付で了解を得た。 

（西藤 文博） 
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2.6.2 施設検査 
2022年 2月 16日付申請、2022年 8月 24日付で許可となった「ハドロン実験施設の一次ビーム

ライン（Ｃライン）（ＣＯＭＥＴビームライン）の新設及びＡライン 大粒子数の増強」に係る施

設検査を受検した。施設検査は 2 回に分割して行われ、このうち、ＣＯＭＥＴビームライン（Ｃ

ライン）については、2023年 3月 14日に施設検査を受検し 2023年 3月 15日付で合格した。 

検査は、株式会社放射線管理研究所（登録検査機関）により行われた。 

（佐藤 浩一） 
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2.6.3 内部規程等の改正 
Ｊ－ＰＡＲＣの放射線安全に係る内部規程のうち、放射線管理セクションが改正案などの検討

を行っているものを以下に示す。 

① 大強度陽子加速器施設（Ｊ－ＰＡＲＣ）放射線障害予防規程 

② 大強度陽子加速器施設（Ｊ－ＰＡＲＣ）放射線障害予防規程細則 

③ 大強度陽子加速器施設（Ｊ－ＰＡＲＣ）放射性物質等事業所内運搬規則 

④ 大強度陽子加速器施設（Ｊ－ＰＡＲＣ）エックス線装置保安規則 

⑤ 大強度陽子加速器施設（Ｊ－ＰＡＲＣ）放射線安全評価委員会規則 

⑥ Ｊ－ＰＡＲＣセンター事故等通報規則 

これらの内部規程は、Ｊ－ＰＡＲＣの変更許可申請の状況、施設の運用状況及び法令改正等に

合わせて、適宜、見直し改正を行っている。 

2022年度は、原子力科学研究所内の組織改正に伴い、放射性物質等事業所内運搬規則の適正化

を行った。 

Ｊ－ＰＡＲＣにおける放射線作業等の実運用を行う上で必要な手続き及び様式等をまとめた

「放射線安全ガイドブック」においては、放射線作業届該当作業に係る被ばく線量の低減を適切

に促せるよう、計画線量について「低減目標」と「計画上限」の 2 段構えの設定するよう改正し

た。また、固体廃棄物の現場管理に関し掲示等の共通化を図るとともに、管理区域内作業の作業

責任者に実験責任者を適用する場合の条件について追記を行った。 

さらに、放射線管理セクション員等が円滑に放射線管理業務を行うことができるように、Ｊ－

ＰＡＲＣの放射線管理に関する実務内容をまとめた「放射線管理要領」を改正した。 

（増川 史洋） 
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2.6.4 委員会活動 
Ｊ－ＰＡＲＣは、ＪＡＥＡ・ＫＥＫの 2 者申請による放射線事業所である。Ｊ－ＰＡＲＣの放

射線安全に関する重要な事項を両機関で一元的に検討するために、両長の諮問会議としてＪ－Ｐ

ＡＲＣ放射線安全委員会が組織されている。またＪ－ＰＡＲＣセンター内で放射線安全に関する

事項を検討するために、放射線安全評価委員会が設置されている。 

2022年度は、Ｊ－ＰＡＲＣ放射線安全委員会が 2回、放射線安全評価委員会が 3回開催された。

なお、新型コロナウイルスによる感染拡大防止のため、Ｊ－ＰＡＲＣ放射線安全委員会はフルリ

モートで、放射線安全評価委員会はフルリモート（第 34回）及び一部リモート（第 35回、第 36

回）での開催となった。 

また、放射線安全評価委員会には、特定の技術的項目等を検討するための作業部会が設けられ

ている。2022年度は、常設の運転手引専門部会が 4回、インターロック専門部会が 1回開催され

た。  

表 2.6.4-1に、2022年度の放射線安全に係る委員会の活動状況を示す。 

（西藤 文博） 

 

表 2.6.4-1 2022年度 放射線安全に係る委員会の活動状況(1/2) 

回 開催日 主な内容 

Ｊ－ＰＡＲＣ放射線安全委員会 

第 39回 2022/07/19 ・変更許可申請の進捗について 

第 40回 2023/03/16 
・変更許可申請の進捗及び次年度の計画について 
・「放射線測定の信頼性の確保」への対応状況について 

放射線安全評価委員会 

第 34回 2022/08/25 ・放射性物質等事業所内運搬規則の改正について 

第 35回 2023/01/11 
・運転手引の改正方針について（ＭＬＦ） 
・運転手引の改正方針について（ＨＤ） 

第 36回 2023/03/30 
・ＭＬＦ運転手引の改正方針について 
・事故対策活動要領の一部改正について 
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表 2.6.4-1 2022年度 放射線安全に係る委員会の活動状況(2/2) 

回 開催日 主な内容 

運転手引専門部会 

第 24回 2022/09/16 
・ＨＤ運転手引の改正について 
・「ミュオン加速装置」の運転手引における取り扱いに 
ついて 

第 25回 2022/11/22 
・ＨＤ運転手引の改正について 
・ＭＬＦ運転手引の改正について 

第 26回 2022/11/30 
・ＨＤ運転手引の改正について 
・ＭＬＦ運転手引の改正について 

第 27回 2023/03/03 ・ＭＬＦ運転手引の改正について 

インターロック専門部会 

第 13回 2022/12/08 ・ＴＳエリアモニタの PPS接続切り替えについて 
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2.6.5 放射線安全教育 
Ｊ－ＰＡＲＣの放射線業務従事者への放射線安全教育は、放射線管理セクションが実施してい

る。法令改正により、業務従事者への教育訓練は各項目の 低限な時間数として規定され、各事

業所にて、その使用形態に応じて適切な時間数を定めることが求められることになった。これを

受けて、教育訓練の項目及び時間数について見直しを行い 1)、2019年度から新たなカリキュラム

により実施している。 

 

(1) Ｊ－ＰＡＲＣ入域前教育 
「Ｊ－ＰＡＲＣ管理区域入域前教育訓練」（Ｊ－ＰＡＲＣ入域前教育）は、放射線業務従事者と

してＪ－ＰＡＲＣの管理区域に初めてもしくは、1 年を超えて入域する者を対象とした放射線安

全教育である。 

本教育では、放射線発生装置・密封放射性同位元素の安全取扱いの基礎、放射線障害の防止に

関する法令、Ｊ－ＰＡＲＣ放射線障害予防規程及び関連する内部規則、Ｊ－ＰＡＲＣの安全設備

等の項目について実施している。 

職員等及び外来業者については、原則として毎週月曜日及び水曜日に実施している。一方、ユ

ーザーについては、利便性を考慮し、ユーザーズオフィスに依頼して適宜実施している。 

教育に用いるビデオ等の教材の作成は、放射線管理セクションで実施している。職員・外来業

者とユーザーでは管理区域に入域する目的や場所が異なるため、職員・外来業者用とユーザー用

（日本語・英語版）をそれぞれ用意している。また、本教育の受講時には、Ｊ－ＰＡＲＣで放射

線作業を行う上で必要な項目が収録されているＪ－ＰＡＲＣ放射線作業ハンドブックを配布して

いるが、ハンドブックについても職員・外来業者用とユーザー用（日本語・英語版）を用意して

いる（図 2.6.5-1参照）。なお、ビデオ及びハンドブックの内容は、規程類の改正内容の反映やア

ンケート等で収集した意見を参考に、毎年度更新している。  

2022年度のＪ－ＰＡＲＣ入域前教育の受講者数は、ＪＡＥＡ・ＫＥＫ職員等が 87名、外来業

者が 797名、ユーザーが 723名であった。 

(2) 再教育訓練 
「Ｊ－ＰＡＲＣ放射線業務従事者再教育訓練」（再教育訓練）は、既にＪ－ＰＡＲＣ放射線作業

従事者に認定されている者を対象とした放射線安全教育である。 

 ・職員等への再教育 

ＪＡＥＡ・ＫＥＫ職員等を対象とした再教育訓練の内容は、「放射線安全管理の実際（個人被

ばく線量測定、加速器施設における放射線・放射能測定）」であり、法令に定められている全て

の教育訓練項目が含まれたものとなっている。再教育訓練には e-ラーニングを利用し、12 月

に実施した。前述した e-ラーニング受講期間に受講できなかった対象者については、e-ラーニ

ングコンテンツをビデオに再構成して、別途、再教育を実施した。なお、外国人職員等を対象

とした英語による再教育については 12 月 23 日にオンライン会議システムを併用して実施し

た。 

2022年度の再教育の受講対象者は 649名であり、年度内に対象者全員が受講を完了した。 
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・職員等以外への再教育 

法令改正を受け、2019年度から新たに外来業者やユーザーなど職員等以外を対象とした再教

育訓練を実施している。その内容は、放射線の人体に与える影響、放射線発生装置・密封放射

性同位元素の安全取扱いの基礎、放射線障害の防止に関する法令、Ｊ－ＰＡＲＣ放射線障害予

防規程及び関連する内部規則並びにＪ－ＰＡＲＣの安全設備等と項目数は多いが、ポイントを

絞った内容とすることで受講時間は 30 分に収めている。外来業者とユーザーでは管理区域に

入域する目的や場所が異なるため、ビデオは外来業者用とユーザー用（日本語・英語版）をそ

れぞれ用意している。 

ユーザーを対象とした再教育は、Ｊ－ＰＡＲＣ入域前教育と同様にユーザーズオフィスに依

頼して適宜実施している。一方、外来業者を対象とした再教育は例年、年度初めの 4月に実施

していたが、新型コロナウイルス感染拡大防止を図るため、各社に DVDを送付し、再教育を実

施した。 

2022年度の外来業者の受講者数は 568名、ユーザーの受講者数は 403名であった。2022年

度の月別受講者数を表 2.6.5-1に示し、教育訓練受講者数の年度推移を図 2.6.5-2に示す。 

(3) 理解度確認 
受講者が教育の内容をどの程度理解したかを把握するため、初期教育及び再教育の受講時に理

解度確認を実施している。理解度確認の内容はＪ－ＰＡＲＣ入域前教育で 10問、職員等以外への

再教育で 5 問程度の正誤問題であり、受講者は、教育の 後に表示される解答を確認して各自で

採点を行い、提出する仕組みとなっている。2022年度の理解度確認の正答率は、入域前教育及び

再教育訓練で 9 割以上であった。また、理解度確認に併せて、教育の内容に関する要望・意見を

受講者から募集している。理解度確認の集約結果や、受講者から頂いた要望・意見を参考にして、

受講者にとって教育の内容が、より分かりやすいものとなるように、今後も改善を図っていく予

定である。 

（加藤 小織） 

参考文献 

1) Ｊ－ＰＡＲＣセンター 安全ディビジョン,Ｊ－ＰＡＲＣ安全管理年報（2018年度）, JAEA-

Review 2019-043, 2020, pp.128-129. 
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表 2.6.5-1月別教育受講者数（2022年度） 

 受講者身分 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 合計 

入
域
前
教
育 

ＪＡＥＡ・ＫＥＫ職員等 30 15 14 5 3 0 6 5 1 4 2 2 87 

外来業者 132 32 116 128 88 110 53 22 48 17 36 15 797 

ユーザー 65 123 118 9 3 14 10 55 91 87 102 46 723 

再
教
育 

ＪＡＥＡ・ＫＥＫ職員等  649 649 

外来業者 423 145  568 

ユーザー 172 72 57 5 1 3 9 10 35 16 16 7 403 

月計 822 387 305 147 95 127 78 92 175 124 156 70 2578 

※ＪＡＥＡ・ＫＥＫ職員等の再教育者は月計に含めない 

 

 

図 2.6.5-1 Ｊ－ＰＡＲＣ放射線作業ハンドブック 

図 2.6.5-2 年度別教育受講者数 

 

- 65 -

JAEA-Review 2023-041



2.6.6 国際化対応 
日本語を母国語としない外国人研究者に放射線安全（一般安全も含む）に関する英語対応体制

を整備するために 2014年に安全ディビジョン内に英語化ワーキンググループが発足した。2022年

度の主な活動は外国人研究者の再教育であった。 

再教育の内容は、「放射線の人体への影響」、「放射線管理セクションからの報告と注意事項」、「一般安全

に関する注意事項」及び「理解度確認テスト」で、日本語の再教育の内容の他に、外国人にとって有用と思わ

れるものも別途用意した。今回新たな教育として、外国人にとってなじみの薄いと思われる津波について解説

した。 

開催の形式は、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点からオンラインによる講義形式で実施し、11

名が受講した。図 2.6.6-1 にその時の実施状況を示す。教育で使った資料についてはＪ－ＰＡＲＣ安

全情報サイトで参照できるようにした。 

(増川 史洋) 

 

 
図 2.6.6-1 英語再教育の実施状況 
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2.6.7 継続的な業務改善 
2018年に改正された「放射性同位元素等の規制に関する法律」の施行規則においては、特定許

可使用者に対し、 新の知見を踏まえつつ、放射性同位元素等及び放射線発生装置の使用等に係

る安全性をより一層向上させるために、マネジメント層を含む事業者全体の取組みとして、放射

線障害の防止に関し、継続的に改善を行う体制及び方法を定めることを求めており、放射線障害

予防規程（以下「予防規程」という。）において、(1)放射線障害の防止に関する業務の改善に関

する組織及び責任者を規定し、(2)特定許可使用者の実態、事故・故障の事例並びに 新の知見等

を踏まえ、放射線障害の防止に関する業務を評価し、評価を踏まえた改善を行う手順を規定する

こと、を求めている。 

Ｊ－ＰＡＲＣにおいては、前述の改善手順について、予防規程第 61条に業務の改善手引を安全

ディビジョン長に制定させるものとし、予防規程細則第 8 条に改善活動に関する事務局を安全推

進セクションリーダーの業務としている。 

2022年度は、Ｊ－ＰＡＲＣの各施設（加速器施設、物質・生命科学実験施設、ハドロン実験施

設、ニュートリノ実験施設）及び安全ディビジョンにおいて、放射線安全に関して取り組んだ事

例を報告し、レビューすることとした。 

具体的には、各施設において放射線安全に関して取り組んだ事例（対象期間:2021 年 4 月 1 日

～2022 年 9 月 30 日）を調査した上で、その内容を定型フォーマット（安全推進セクションより

提示）により安全推進セクションに報告する。報告された内容について、安全推進セクションで

確認を行った上で、「センター長レビュー会議」（2023年 1月 19日（木）実施）において、施設毎

にその内容に関する報告と質疑応答を行った。各施設からの報告内容の要約を表 2.6.7-1に示す。

報告された実施内容に関して、センター長より「リスク源の低減という本質的な安全対策、作業

の振り返りとコールドランによる改善、非常事態に備えた取組み、さらに放射性廃棄物の削減を

考慮した取組みがされており、各施設等において、法令要求を満たすだけではなく 新の知見も

踏まえた改善が適切になされている」と評価された。また、レビュー会議で報告された内容につ

いては、あらためてＪ－ＰＡＲＣ大で共有する場を設けることとなった注 5)。 

（春日井 好己） 

表 2.6.7-1 センター長レビュー会議で報告された各施設の取組みの内容  

施設名等 放射線安全に関して取組んだ内容 

加速器施設 ３ＧｅＶシンクロトロン施設におけるビームロス低減 

物質・生命科学実験施設 ミュオン生成標的回転系メンテナンス作業における取組み 

ハドロン実験施設 実験エリア内における線量測定 

ニュートリノ実験施設 工水浄化装置の設置 
ニュートリノ第 3設備棟のローリーアクセス路の改善 

放射線管理 管理区域内作業に係る作業の振り返りの実施 
放射線作業届の計画線量に対する様式見直し 

 

 
注 5) 本件で紹介した取組みの内容は、翌年度 2023年 5月 23日に実施された「安全の日」の「安

全情報交換会」において、Ｊ－ＰＡＲＣ構成員等に紹介された。 
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3. 一般安全に関わる活動 

 

一般安全関係の業務としては、(1)一般安全管理：一般安全検討会や各種安全専門部会等の活動、

安全審査・現場査察、規定・要領等の作成と改正検討、講習会開催等 (2)安全衛生管理：センタ

ー安全衛生会議の開催、安全衛生に係る教育訓練、安全巡視等 (3)危機管理：事故トラブル対応、

地震対応、連絡系統図の管理・更新、緊急時対応用品の管理・保守等 (4)安全対策活動：安全情

報・水平展開への対応等を実施している。安全文化醸成に関わる活動については、4 章に記載す

る。 

専門部会・連絡会が中心となり新たに推進した活動としては、電気保安専門部会による分電盤

注意喚起シールの作成及び運用、コンセントや電源ケーブルの使用状況に関わる点検と改善、機

械安全専門部会によるクレーン使用に関する業者向けリーフレットの作成、環境安全専門部会に

よる化学薬品入手手続きの電子メール化等を踏まえた「化学薬品等の取扱の手引き」の全面的改

訂、工作機械連絡会による全工作機械の巡視点検・改善助言、などが行われた。また、「Ｊ－ＰＡ

ＲＣ安全情報」サイト内に、電気保安関連情報ページ、化学安全関連情報ページを新たに開設し

て情報を整理して周知に努めた。 

教育・訓練に関わる活動としても、職員及びユーザー向けの安全衛生教育の教育内容や資料の

改善検討、体感型安全教育、クレーン運転士安全衛生教育及び玉掛け業務従事者安全衛生教育、

フルハーネス型墜落制止用器具の特別教育などの各種安全教育に加え、緊急時対応を向上させる

ための各施設での事故対応訓練、事故対策チーム員訓練、ＥＭＣ通報・参集訓練などが効果的に

行われた。継続的に行われているこれらの教育・訓練活動についても、実施方法や教育資料の内

容について随時改善を目指して検討を続けることが重要である。また、センター長巡視他の各種

安全衛生巡視、各専門部会による巡視、などによる安全衛生環境の改善にも、重点事項をあげて

継続的により組んでいる。 

今後も、原子力科学研究所及びＫＥＫ東海キャンパスとも連携し、各施設やセクション、一般

安全検討会/専門部会等と協力して、Ｊ－ＰＡＲＣの活動に適した安全活動を目指して、改善のた

めの検討を継続する。 

 

（別所 光太郎） 
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3.1 管理体制及び業務内容 

Ｊ－ＰＡＲＣはＪＡＥＡとＫＥＫが共同で管理・運営する施設であることから、一般安全管理

については、両機関において締結された「大強度陽子加速器施設の運営に関する基本協力協定」

及び「大強度陽子加速器施設の一般安全管理等に関する実施協定（一般安全に関する実施協定）」

に基づき、放射線安全管理を除く安全管理（一般安全管理）に関する業務と、緊急時の通報連絡

などに係る業務をＪ－ＰＡＲＣセンター 安全ディビジョン 安全推進セクションが中心となって

実施している。 

Ｊ－ＰＡＲＣセンターにおける一般安全管理に係る諸規定の整備、法令に基づく届出、緊急時

の通報連絡及び対応等については、上述の一般安全管理等に関する実施協定において以下のよう

に定められており、これらに基づき安全管理業務を遂行している。 

 

a)Ｊ－ＰＡＲＣセンター長は、Ｊ－ＰＡＲＣの労働安全衛生法、高圧ガス保安法、その他安全衛

生に関する法令に基づく一般安全管理に関し、ＪＡＥＡ／ＫＥＫ両機関の関係内部規定と整合

したＪ－ＰＡＲＣ諸規定を整備する（ただし、消防法並びに電気事業法に関するものを除く）。 

b)Ｊ－ＰＡＲＣが設置されているＪＡＥＡ原子力科学研究所の長（原子力科学研究所長）及びＫ

ＥＫ東海キャンパスの長（東海キャンパス所長）は、Ｊ－ＰＡＲＣセンター長の依頼により、

a)の安全管理等に関する法令に基づく届出、申請及び報告に関する業務を行う。 

c)緊急時の通報連絡等及び地元自治体との原子力安全協定に基づく対応については、ＪＡＥＡ原

子力科学研究所の事故対策規則、地震対応要領、原子力安全協定によるものとする。 

d)Ｊ－ＰＡＲＣセンター長は、Ｊ－ＰＡＲＣにおいて災害・事故等が発生した場合の通報連絡及

び現場対応について、Ｊ－ＰＡＲＣ諸規定及び体制を整備するとともに、現場における対応を

総括する責任を有する。 

 

2022年度における、一般安全管理体制及び一般安全に係る責任者等を表 3.1-1及び図 3.1-1に

示す。 

（春日井 好己） 
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表 3.1-1 一般安全に係る責任者等（2022年度） 

責任者等名 選任条件 責任者等氏名 

安全衛生管理統括者 センター長（職位指定） 小林 隆 

安全衛生管理副統括者 
副センター長のうちから

センター長が指名 
宮本 幸博 

センター安全主任者 
安全ディビジョン長 

（職位指定） 
中根 佳弘 

安全衛生管理者 

センター安全主任者の意

見を聴いて、センター長

が指名 

小杉山 匡史、菅原 正克 

一般安全検討会 委員長 
安全ディビジョン長 

（職位指定） 
中根 佳弘 

専門部会 部会長 センター長指名 

高圧ガス専門部会：槙田 康博 

電気保安専門部会：篠崎 信一 

機械安全専門部会：木下 秀孝 

環境安全専門部会：別所 光太郎 

レーザー安全専門部会：武井 早憲 

 

 

図 3.1-1 一般安全に係る安全管理体制図（2022年度） 
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3.2 一般安全検討会等活動 

3.2.1 一般安全検討会 
Ｊ－ＰＡＲＣの一般安全に係る安全管理体制は、図 3.1-1 に示すとおりであり、安全衛生管理

統括者（センター長）の安全衛生に関する諮問機関として一般安全検討会を設置している。 

一般安全検討会委員は、3.2.2に示す各専門部会の部会長のほか、Ｊ－ＰＡＲＣセンター構成員

の中からセンター長が指名した者で構成される。委員は、委員長を含め 17名である。 

一般安全検討会では、安全衛生管理統括者の諮問に応じ、安全衛生管理上重要な設備等の安全

審査、規定類の制定・改定・廃止に係る審議と答申を行う。 

2022年度における一般安全検討会の開催状況を表 3.2.1-1 に示す。 

（西藤 文博） 

 

表 3.2.1-1 2022年度 一般安全検討会の開催状況 

回 開催日 主な内容 

第 36回 2022/07/28 ・「Ｊ－ＰＡＲＣセンター地震対応要領」の改定について 
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3.2.2 専門部会 
専門部会は、Ｊ－ＰＡＲＣセンター一般安全検討会運営要項に基づき設置されており、高圧ガ

ス、電気、機械（クレーン、運搬機器等）、環境（化学物質等）、レーザーの専門的事項の審議等を

行う。 

専門部会は、一般安全検討会委員長の諮問に応じ、それぞれに定められた安全確保のための活

動を行う。部会員の構成は、専門部会毎にＪ－ＰＡＲＣセンター一般安全検討会専門部会運営要

項において定められている。また、同要項により、部会長はセンター長が指名することになって

いる。 

常設の専門部会としては、以下に示す 5 つの専門部会がある。常設の各専門部会の活動につい

ては 3.2.2.1～3.2.2.5に示す。 

・高圧ガス専門部会（部会員：9名） 

・電気保安専門部会（部会員：12名） 

・機械安全専門部会（部会員：10名） 

・環境安全専門部会（部会員：12名） 

・レーザー安全専門部会（部会員：9名） 

常設の専門部会のみでは扱いきれない特定事案等に対しては、必要に応じて特別部会を設置す

ることができる。2022年度は、特別部会の設置はなかった。 

また、専門部会に加え、高圧ガス専門部会の活動を補完する高圧ガス安全連絡会、工作機械の

安全に関わる工作機械連絡会が設置されている。これらについては 3.2.2.1及び 3.2.2.6に記す。 

（西藤 文博） 
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3.2.2.1 高圧ガス専門部会 
高圧ガス専門部会の部会員は、一般高圧ガス保安技術管理担当、冷凍高圧ガス保安技術管理担

当、Ｊ－ＰＡＲＣセンター構成員で高圧ガス製造設備又は冷凍設備の安全維持に責任を有する者、

安全推進セクションリーダー、その他、部会長の推薦に基づき安全ディビジョン長が認めた専門

的知識を有する者で構成される。2022年度の部会員は、部会長を含め 9名である。 

高圧ガス専門部会では、一般安全検討会の委員長の諮問に応じ、高圧ガスに対する安全を確保

するための保安計画、年間計画策定等、必要な施策に関して安全衛生上重大な影響があると思わ

れる事項、高圧ガス製造装置の設置及び変更に関してセンター長が必要と認めた事項、Ｊ－ＰＡ

ＲＣセンター高圧ガス製造施設等安全管理規定及び関連規則、基準等の制定、改定及び廃止に係

る審議と答申を行う。 

高圧ガス専門部会活動を補完するため、Ｊ－ＰＡＲＣセンター高圧ガス製造施設等安全管理規

定に基づき、各製造施設の保安係員、冷凍保安責任者等による高圧ガス安全連絡会が設置されて

いる。高圧ガス安全連絡会は、四半期に 1 回を基本に開催され、各製造施設の安全及び保安に関

する報告、確認、情報交換等を行っている。 

2022年度における高圧ガス専門部会の状況を表 3.2.2.1-1に、及び高圧ガス安全連絡会の開催

状況を表 3.2.2.1-2に示す。 

（齋木 武） 

 

 

表 3.2.2.1-1 2022年度 高圧ガス専門部会の開催状況 

回 開催日 主な内容 

第 24回 

高圧ガス 

専門部会

(メール) 

2023/03/20 ・2022 年度のＪ－ＰＡＲＣセンター高圧ガス保安計画の実績

報告 

・高圧ガス安全連絡会議事録（4回分）の報告 

・高圧ガス保安パトロール（2回分）の報告 

・ボンベ（可搬式高圧ガス容器）管理に関する調査結果の報告 

・高圧ガス立ち入り検査メモ 

・リニアック棟の冷媒漏れについて 
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表 3.2.2.1-2 2022年度 高圧ガス安全連絡会の開催状況 

回 開催日 主な内容 

第 1回 

 

2022/04/28 ・2022年度年間計画表の確認 

・2022年度高圧ガス連絡会名簿の確認 

・工事等に関する計画の進捗状況及び各施設からの報告 

・高圧ガス保安パトロールの実施場所の確認 

第 2回 

 

2022/07/28 ・工事等に関する計画の進捗状況及び各施設からの報告 

・危害予防規程に「6222」へ通報することの記載追加について 

・ボンベ（可搬式高圧ガス容器）管理に関する確認 

・高圧ガス保安パトロール実施（ＭＬＦ第１種冷凍高圧ガス製

造施設。設備の近辺に緊急時連絡系統図の掲示をすること。良

好事例：設備廻りの経理整頓が行き届いている。） 

第 3回 

 

2022/11/24 ・工事等に関する計画の進捗状況及び各施設からの報告 

・ヘリウム回収施設の保安検査及びヘリウムカードルの完成

検査報告 

・ボンベ（可搬式高圧ガス容器）管理に関する調査結果 

・高圧ガス保安パトロールの実施（ハドロン冷凍設備。低圧配

管等に流体の種類や方向の表示をすること。良好事例：冷凍設

備上部への点検架台が設置されている。） 

第 4回 

 

2023/2/22 ・工事等に関する計画の進捗状況及び各施設からの報告 

・高圧ガストラブル事象報告（リニアック棟チラー冷凍機より

冷媒ガス漏れ。チラー冷凍機 PR-013No.1圧縮機の圧力低下。

冷媒配管のフレア部に亀裂。茨城県に漏えい事故の報告（1

月 19日第 1報） 

・2023年度高圧ガス専門部会の開催について 

・2023年度高圧ガス製造施設年間計画についての確認 
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3.2.2.2 電気保安専門部会 
電気保安専門部会の部会員は、Ｊ－ＰＡＲＣセンター内に所掌施設を有するディビジョン又は

セクションの電気工作物管理担当者と、部会長の推薦に基づき、安全ディビジョン長が認めた専

門的知識を有する者から構成される。2022年度の部会員は、部会長を含め 12名である。 

電気保安専門部会では、一般安全検討会委員長の諮問に応じ、電気工作物の工事、維持及び運

用に係る安全を確保するための保安計画、年間計画策定等、必要な施策に関して安全衛生上重大

な影響があると思われる事項、施設の安全確保のための安全パトロール、点検及び法令に基づく

検査等に関すること、Ｊ－ＰＡＲＣセンター電気工作物保安規定、関連規則及び基準等の制定、

改定及び廃止に係る起案、審議等に関することの実務を行う。 

2022年度は、年度始めに年間活動計画を策定し、活動計画に基づき様々な活動を行った。電気

保安専門部会の開催状況を表 3.2.2.2-1 に示す。また、安全パトロール（電気保安巡視）の実施

状況を表 3.2.2.2-2に示す。なお、2022年度は、前述の定常的に実施している電気保安専門部会

及び電気保安巡視の他、電気保安上の観点を踏まえ、主に以下に掲げる活動を実施した。 

(1) 電気関連不適合事象を踏まえたＪ－ＰＡＲＣセンターの対応の検討及び対応 

ＪＡＥＡ人形峠環境技術センターおいて、テーブルタップやプラグ型漏電遮断機の不適切な使

用方法に起因すると考えられる不適合事象が発生した。これを踏まえ、同類の事象発生防止の観

点から電気保安専門部会においてＪ－ＰＡＲＣセンターにおける対応等について審議を行い、本

件に係る発生原因や対策等について、セクション安全衛生会議で注意喚起を促すとともに、セク

ション安全巡視において重点的に確認するよう、専門部会からＪ－ＰＡＲＣセンター内に対し、

対応を依頼した。 

(2) 分電盤注意喚起シールの作成及び運用 

労働安全コンサルタントからの助言等を踏まえ、2021年度から専門部会で検討を行ってきた「分

電盤等への注意喚起シール」について、2022年度は実際の運用に向け、シールの希望枚数の調査、

制作案に係る部会審議及び印刷会社への発注等を行い、各職場へのシールの配布及び各職場で管

理する分電盤等への表示を依頼した。分電盤注意喚起シールのデザインを図 3.2.2.2-1に示す。 

(3) コンセント等の点検の実施（電気使用安全月間の取組み） 

 本件は、原科研工務技術部からの依頼等を受け、電気使用安全月間の取組みとして、火元責任

者が指名されているエリア毎に、汎用電気製品に係る点検を行うもので、Ｊ－ＰＡＲＣセンター

における電気保安の取組みとして、約 1カ月の期間で実施した。点検結果は総回答数 256件に対

し「異常なし」が 210件（全体比：82%）、「異常あり」が 46件（全体比：18%）であり、「異常あ

り」の報告で多かった案件はタコ足配線（16 件）、コードの束ね（10 件）及びプラグへの埃の付

着（9件）等であった。本点検を通し、安全面を考慮し適切に電気製品を取扱うことの重要性及び

それらに着目した日々の点検の重要性を再認識した。 

(4) 電気保安関係情報ページの作成 

 安全ディビジョンが管理するホームページ（Ｊ－ＰＡＲＣ安全情報）内へ、電気保安に関連す

るページを開設し、関連する規則類、名簿類及び教育資料等を容易に確認できるよう、閲覧の簡

略化を行った他、電気保安専門部会で周知された資料等の掲載などを行った。各職場における電

気保安に係る教育に有効な資料を逐次掲載する等、今後とも内容の充実化を図っていく。 
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(5) 近隣原子力関連事業所における電気関連トラブルについての注意喚起 

 近隣の原子力関連事業所において、電気に関連した火災事象が頻繁に発生している状況等を踏

まえ、事象毎の発生状況、発生原因及び対策等について、電気保安専門部会員に対し周知・注意

喚起を行うとともに、セクション安全衛生会議において注意喚起を実施するよう促した。 

（金子 清二） 

 

表 3.2.2.2-1 2022年度 電気保安専門部会の開催状況 

回 開催日 主な内容 

第 1回 2022/05/25 ・新年度の部会体制の確認 

・令和 4年度の部会活動計画の確認 

・分電盤注意喚起シール発注枚数等の確認 

・ＭＣＣＢ・ＥＬＣＢ等の劣化診断について 

・人形峠不適合報告を受けた議論 

第 2回 2022/09/09 ・電気保安巡視結果の対応状況 

・電気保安関係情報ページの再周知 

・注意喚起シール等の納品状況と今後の対応 

・コンセント等点検（電気使用安全月間）の対応状況等 

第 3回 2023/03/02 ・令和 4年度第 2回電気保安巡視結果及び対応状況 

・令和 4年度電気保安専門部会の活動実績について 

・原子力関連事業所における事故等の発生状況について 

 

表 3.2.2.2-2 2022年度 電気保安巡視の実施状況 

回 開催日 参加人数 巡視施設 

第 1回 2022/06/27 11名 Ｊ－ＰＡＲＣリニアック施設 

第 2回 2023/01/30 9名 物質・生命科学実験施設 

 

 

図 3.2.2.2-1 分電盤注意喚起シール 
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3.2.2.3 機械安全専門部会  

機械安全専門部会の部会員は、所掌施設を有するディビジョン又はセクションのクレーン等管

理責任者若しくはクレーン等管理者、専門的知識を有する安全推進セクション員、その他、部会

長の推薦に基づき、安全ディビジョン長が認めた専門的知識を有する者で構成される。2022年度

の部会員は、部会長を含め 10名である。 

機械安全専門部会では、クレーン及び特殊自動車等の運搬機器等の使用に関し、災害の発生の

予防及び安全を確保するための保安計画、年間計画策定等、必要な施策における安全衛生上重大

な影響があると思われる事項、施設の安全確保のための安全パトロール、点検及び法令に基づく

検査等に関すること、Ｊ－ＰＡＲＣセンタークレーン及び特殊自動車使用規則並びに関連手引、

基準等の制定、改定及び廃止に係る審議と答申を行う。 

2022年度は、クレーン使用届の記載不備があり、再発防止策としてクレーンを使用する外来業

者向けに、配布用リーフレット「Ｊ－ＰＡＲＣのクレーンを使用するにあたり！」を作成し、安

全ポータルサイトへ掲載するとともに、各クレーン管理責任者やクレーン毎の関係者に周知を行

った。また、物質・生命科学実験施設（ＭＬＦ）の放射化機器取扱室において、パワーマニピュレ

ータとクレーンの接触事象があり、中性子源セクションより報告された再発防止策は、妥当であ

ることの確認を行った。 

2022年度の機械安全専門部会の開催状況及び点検・調査の実施状況を表 3.2.2.3-1に示す。 

（大和田 眞清） 
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表 3.2.2.3-1 2022年度 機械安全専門部会の活動状況 

種別（回） 開催日 主な内容 

第 24回 2022/5/20 

・2022年度の機械安全専門部会体制についての確認 

・2021年度の機械安全専門部会活動状況報告 

・2022年度クレーン運転者及び玉掛作業者・フォークリフト 

 運転者リストの確認 

・旧無線設備規則に基づくリモコン更新状況及び更新計画の確認 

・クレーン使用届への作業者の記載の不備についての議論 

・2022年度の機械安全専門部会の活動予定について 

第 25回 2022/11/24 

・ＭＬＦにおけるパワーマニピュレータとクレーンの接触事象に

ついて機械安全専門部会の情報共有を図り、今後の再発防止対

策等について確認を行った。 

メール 

審議 

2022/6/13～ 

2022/6/24 

＜クレーン使用に関する業者向けリーフレット案について＞ 

・クレーンを業者が使用する際のクレーン使用届の記載の不備

等を防止するため、機械安全専門部会事務局にて外来業者等

の配布用クレーン使用時のリーフレット案を作成し、部会に

てメール審議を実施した。リーフレットについては、Ｊ－Ｐ

ＡＲＣセンタークレーン管理責任者等関係者にクレーン使用

届とセットで業者に配布して運用頂くよう依頼を実施した。 

各調査 

 

通年 

 

＜安全衛生講習に係わる教育の実績調査＞ 

・クレーン運転者及び玉掛作業者に指名されている者の教育実績

について調査を実施し、指名者の適正化を図った。 

トラブル等

調査 
－ 

・特になし 
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3.2.2.4 環境安全専門部会 
環境安全専門部会の部会員は、化学薬品取扱主任者、Ｊ－ＰＡＲＣセンター一般安全検討会専

門部会運営要項で定めた各ディビジョンの保管庫等管理責任者及び部会長の推薦に基づき安全デ

ィビジョン長が認めた専門的知識を有する者から構成されている。2022年度の部会員は、部会長、

副部会長を含め 12名である。 

環境安全専門部会では、化学薬品及び化学物質の保管・取り扱い場所の定期的な巡視や点検、

保安・年間計画の策定、規則等の制定・改定・廃止に係る審議と答申を行うとともに、安全衛生

上重大な影響が想定される化学薬品及び化学物質の入手・保管・取扱いが必要となった場合には、

その安全性について審議を行う。 

2022年度における保管庫巡視及び環境安全専門部会の開催状況を表 3.2.2.4-1に示す。 

2022年度は、化学安全管理規定の改正（2022年 4月 1日施行）に伴い、「化学薬品入手願い」

の手続について新しいフローによる電子手続きを開始した。申請手続きの流れを図 3.2.2.4-1 に

示す。 

また「Ｊ－ＰＡＲＣ安全情報」サイト内に「化学安全関連情報ページ」を作成（2022 年 7 月）

し、当ページ内で化学安全管理規定の改正内容を含め、化学安全関連の各種の情報をまとめて閲

覧いただけるようにした。 

「化学薬品等の取扱の手引き」についても、当規定の改定内容を反映した修正の他、情報の追加・

更新等を行い、より広く利用してもらうよう大幅な見直しを行った。「化学薬品等の取扱の手引き」

（抜粋）を図 3.2.2.4-2に示す。「化学薬品等の取扱の手引き」の主な修正内容については以下の

とおりである。 
【化学薬品等の取扱の手引きの主な修正点】 

・電子メールを基本とした「化学薬品入手願」手続きの説明文等の修正 

・化学物質リスクアセスメントの実施に関連する説明の追加 

・手引き本文中に、様式の電子ファイルや詳細な説明情報・関連情報へのリンクの追加 

当手引きについても、「化学安全関連情報ページ」に掲載して広く周知することにつとめており、

Ｊ－ＰＡＲＣ関係者の皆様方に化学薬品の取り扱いにおける注意事項や手続きを理解してもらう

ことに活用する。 

（田中 武志） 

表 3.2.2.4-1 2022年度 環境安全専門部会の開催状況 

種別（回） 開催日 主な内容 

保管庫巡視 2022/12/09 ・リニアック建家 

保管庫巡視 2022/12/13 ・ＨＥＮＤＥＬ棟、高温工学特別研究室建家 

保管庫巡視 2023/02/02 ・３ＧｅＶシンクロトロン棟、３ＮＢＴ棟 

保管庫巡視 2023/03/29 ・ニュートリノ第１設備棟、ＭＲ第３電源棟、Ｊ－ＰＡＲＣ

研究棟 

第 57回 2023/03/29 ・「化学薬品等の取扱いの手引き」について 

・化学物質の保管管理の徹底について 
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図 3.2.2.4-1 薬品を入手する際の申請の流れ 

 

  

図 3.2.2.4-2 「化学薬品等の取扱の手引き」（抜粋） 
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3.2.2.5 レーザー安全専門部会 
レーザー安全専門部会の部会員は、レーザー安全管理者、所掌施設を有するディビジョン及び

セクションのレーザー機器担当者、専門的知識を有する安全推進セクション員、低温セクション

員、その他部会長の推薦に基づき安全ディビジョン長が認めた専門的知識を有する者で構成され

る。2022年度の部会員は、部会長を含め 9名である。 

レーザー安全専門部会では、Ｊ－ＰＡＲＣセンターにおいてレーザー光線による健康障害とレ

ーザー機器等による災害の発生を防止及び安全を確保するため、レーザー機器の設置等に係る安

全審査及び安全パトロールの実施、定期的な安全検査及び教育訓練の実施、レーザー関連規定類

の制定及び改定並びに廃止に係る起案、審議、必要に応じて一般安全検討会委員長の諮問する事

項の審議と答申を行う。 

2022年度のレーザー安全専門部会開催状況を表 3.2.2.5-1に示す。また、2022年度に実施した

レーザー機器設置等に係る安全審査の実施状況を表 3.2.2.5-2に示す。 

（粕谷 研一） 

 

 

 

 

 

 

表 3.2.2.5-1 2022年度 レーザー安全専門部会の開催状況 

回 開催日 主な内容 

第 1回 2022/04/18 

・レーザー安全専門部会活動方針並びにＪ－ＰＡＲＣセンター内レーザ

ー機器担当者に係る審議 
・「レーザー設置等申請書類の押印廃止」に係る審議 

第 2回 2022/05/19 ・「ミューオニックヘリウム再偏極用レーザー」の設置に係る審議 

第 3回 
2022/05/18

～06/01 

・「ユーザー実験用励起レーザー（ＭＬＦ ＢＬ２２）」の再設置に係る審

議(メール審議) 

第 4回 
2022/06/06

～06/09 

・「ミューオニックヘリウム再偏極用レーザー」の設置に係る再審議(メー

ル審議) 

第 5回 
2022/10/31

～11/14 

・「３Ｈｅガス偏極用レーザー＠ＳＥＯＰキャビン」の設置に係る審議（メ

ール審議） 

第 6回 2023/01/12 ・「ミューオニックヘリウム再偏極用レーザー」の設置に係る審議 

 

 

- 81 -

JAEA-Review 2023-041



表 3.2.2.5-2 2022年度 安全審査実施状況 

実施日 案件 場所 

2022/06/10 
「ミューオニックヘリウム再偏極用レーザー」

の設置申請 

ＭＬＦ ミュオンＤ１エリア 

2022/06/15 「ユーザー実験用励起レーザー」の再設置申請 ＭＬＦ ＢＬ２２ 

2022/12/02 「３Ｈｅガス偏極用レーザー」の設置申請 ＭＬＦ ＳＥＯＰキャビン 

2023/01/19 
「ミューオニックヘリウム再偏極用レーザー」

の設置申請 
ＭＬＦ ミュオンＤ１エリア 
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3.2.2.6 工作機械連絡会 
工作機械連絡会は、2018年度にＪ－ＰＡＲＣで発生した工作機械使用中の負傷事故を受け設置

された連絡会であり、工作機械を取り扱う施設において実務的に利用・管理を行っている者を中

心に構成されている。連絡会員は、連絡会の世話役 2名を含め 8名である。 

工作機械連絡会では、機械工作作業における安全上の基本事項の整理、統一指針の検討、安全

手引きや教育資料の整備、工作機械の機器状態や使用環境等の相互確認と助言を行う。当連絡会

で 2019年 1月に制定した「Ｊ－ＰＡＲＣセンター・機械工作作業における安全基本ルール」（2019

年 12月一部改訂）に従った運用により、Ｊ－ＰＡＲＣセンターの活動に関わる全ての工作機械の

安全確保を図っている。 

2022年度における工作機械連絡会における活動状況を表 3.2.2.6-1に示す。 

2022年度は、2023年 3月に 2回に分けてＪ－ＰＡＲＣセンター及び関連建屋に設置された全工

作機械（18箇所、88台）に関し、巡視点検、使用状況の改善への助言等を行い、いずれの工作機

械設置場所、工作機械についても、良好な状態で使用されていることが確認された。今後も巡視

や点検確認等を継続的に実施し、工作機械の安全な使用環境の維持に努める。 

 

（田中 武志） 

 

表 3.2.2.6-1 工作機械連絡会の活動状況 

活動内容 開催日 主な内容 

工作機械 

巡視 

2023/03/15 ・ＡＹＡ’Ｓ ＬＡＢＯＲＡＴＯＲＹ量子ビーム研究センタ

ー（ＡＱＢＲＣ）、第２研究棟、陽子加速器開発棟、ＨＥＮ

ＤＥＬ棟、高温工学特別研究室建家 

工作機械 

巡視 

2023/03/24 ・Ｊ－ＰＡＲＣ研究棟、ハドロン実験準備棟、ＭＲ第２搬入

棟、ニュートリノ第１設備棟、物質・生命科学実験施設、Ｊ

－ＰＡＲＣリニアック棟 
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3.3 Ｊ－ＰＡＲＣセンター安全衛生会議 

Ｊ－ＰＡＲＣセンター安全衛生会議は、Ｊ－ＰＡＲＣセンター安全衛生管理規定に基づき設置

された会議であり、安全衛生管理統括者、安全衛生管理副統括者、安全衛生管理者、センター安

全主任者、ディビジョン長、セクションリーダー、安全ディビジョン副ディビジョン長、セクシ

ョン安全主任者、その他安全衛生管理統括者が必要と認める者で構成される。安全衛生管理統括

者（センター長）が主宰し、メンバーは主宰を含め 52名である。 

Ｊ－ＰＡＲＣセンター安全衛生会議では、安全衛生管理に係る実施計画及び実施状況、職場の

巡視・点検、職場の安全衛生教育訓練、作業基準、装置、作業及び化学物質等の危険性又は有害

性の調査及び措置、災害及び事故対策、セクション安全衛生会議の状況、その他安全衛生管理に

関し必要な事項に関することを評議する。 

Ｊ－ＰＡＲＣセンター安全衛生会議は、原則として 3月間に 1回（各四半期に 1回）以上開催

している。2022年度も引き続き、新型コロナウイルスに対する感染症対策のため、リモート会議

システムを併用して実施した。定常的な議題としては、安全衛生管理実施計画及び実績の報告、

前回のセンター長巡視結果の対応状況の報告、安全衛生管理者巡視点検の報告、安全行事等の実

施報告、Ｊ－ＰＡＲＣセンター内で発生したトラブル・事故等の報告のほか、安全衛生関連の議

題として、安全に関する規定類の改正状況の報告、ディビジョン（セクション）安全確認検討会

の開催実績の報告、各セクションのパトロールにて抽出された良好事例の紹介が行われている。 

2022年度の開催状況及び議題（定常的な議題を除く）を表 3.3-1に示す。 

（西藤 文博） 
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表 3.3-1 2022年度 Ｊ－ＰＡＲＣセンター安全衛生会議の開催状況 

開催日 議題（定常的な議題を除く） 

2022/06/15 

・クレーン使用に係る注意事項 

・PCB含有物の調査に係る背景等について 

・労働安全衛生規則改正に関する 近の話題 - 化学物質の自律的な管理 

2022/09/26 
・ハチ・へびなどに関する注意喚起について 

・自転車利用時の安全について 

2022/12/21 ・ふげんにおける燃料受渡しプールへの使用工具の落下について 

2023/03/22 

・設備の更新計画に係る周知・注意喚起について 

・「管理区域でのダンボール・梱包材の制限に向けた計画」の進捗状況 

について 
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3.4 教育・講習 

3.4.1 教育・講習 

(1) 新構成員安全衛生講習会 

Ｊ－ＰＡＲＣセンターに新たに配属となった新構成員等に対し、業務・実験作業等を安全に行

うためのルール、事故等が発生した場合の対応（避難、通報・連絡）、遵守するべき規定類、安全

に関する相談・連絡先などについて教育することを目的に、新規配属者を対象とした安全衛生講

習会を開催した（表 3.4.1-1）。 

今年度の講習会では、新型コロナウイルス感染症対策として、会議室等での対面講義をやめ、

リモート会議によるビデオ講習とした。内容としてはセンター長挨拶、ハドロン実験施設におけ

る放射性物質漏えい事故の記録映像上映、安全衛生ビデオ講習、事故・トラブル事例を視聴し、

終了後に理解度確認のための小テストを実施している。 

受講者にはＪ－ＰＡＲＣセンター安全衛生ガイドブックと安全カードを配布している。 

 

(2) クレーン運転士安全衛生教育及び玉掛け業務従事者安全衛生教育 

Ｊ－ＰＡＲＣセンターでは、クレーン、玉掛けの免状等所持者及び関連する作業を行う者に対

し、法律で 5 年毎の受講が推奨されている安全衛生教育の受講を義務化することにより、クレー

ン作業における安全について再認識させることとしている。そのため、免状等取得後 5 年を経過

した者、又は安全衛生教育受講後 5 年を経過した者を対象に、クレーン運転士安全衛生教育及び

玉掛け業務従事者安全衛生教育を開催した（表 3.4.1-1）。 

 

(3) フルハーネス型墜落制止用器具の特別教育 

2019 年 2 月 1 日付の労働安全衛生法の改正により、「高さが 2 メートル以上の箇所であって作

業床を設けることが困難なところにおいて、墜落制止用器具のうちフルハーネス型を用いて行う

作業に係る業務」が、特別教育の対象業務に追加され、該当業務に従事する作業者は本特別教育

を受講することが義務化された。 

この法令改正を受けＪ－ＰＡＲＣセンターでは、該当業務に従事する作業者を対象として 2019

年度から特別教育を開催しており、2022年度においても開催した（表 3.4.1-1）。 

 

（菅原 正克） 
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表 3.4.1-1 2022年度 教育・講習会の開催状況 

開催日 主な内容 

2022/04/22 新構成員安全衛生講習会① 受講者 36名 

2022/04/25 新構成員安全衛生講習会② 受講者 20名 

2022/04/27 新構成員安全衛生講習会③ 受講者 4名 

2022/05/09 新構成員安全衛生講習会④ 受講者 2名 

2022/05/11 新構成員安全衛生講習会⑤ 受講者 2名 

2022/07/12 新構成員安全衛生講習会⑥ 受講者 1名 

2022/07/26 新構成員安全衛生講習会⑦ 受講者 6名 

2022/07/27 新構成員安全衛生講習会⑧ 受講者 4名 

2022/08/23 玉掛け業務従事者安全衛生教育 受講者 1名（原科研主催） 

2022/09/30 フルハーネス型墜落制止用器具特別教育 受講者 36名 

2022/10/27 新構成員安全衛生講習会⑨ 受講者 9名 

2022/12/01 玉掛け業務従事者安全衛生教育 受講者 24名（Ｊ-ＰＡＲＣ主催） 

2022/12/14 クレーン運転士安全衛生教育 受講者 13名（Ｊ-ＰＡＲＣ主催） 

2023/01/13 クレーン運転士安全衛生教育 受講者 11名（Ｊ-ＰＡＲＣ主催） 

2023/02/21 新構成員安全衛生講習会⑩ 受講者 4名 

2023/02/22 新構成員安全衛生講習会⑪ 受講者 5名 

2023/03/01 新構成員安全衛生講習会⑫ 受講者 1名 

2023/03/17 新構成員安全衛生講習会⑬ 受講者 1名 
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3.4.2 教育資料 

(1) 安全衛生ガイドブック 

Ｊ－ＰＡＲＣセンター安全衛生ガイドブックは、Ｊ－ＰＡＲＣセンター構成員が行う作業の安

全を確保するため、遵守すべき項目及び手続き等をまとめたものである。 

このガイドブックは、Ｊ－ＰＡＲＣセンターの安全衛生管理体制、規定類の改定、又は手続き

等に変更があった場合、速やかに内容を改訂している。 

ガイドブックはＪ－ＰＡＲＣ安全情報サイト掲載し、いつでも見られるようになっている。ま

た、3.4.1(1)で述べた新構成員安全衛生講習会において、受講者に配布している。 

2022年度におけるガイドブックの主な改訂状況を表 3.4.2-1に示す。 

 

(2) ユーザー向け一般安全教育資料 

 Ｊ－ＰＡＲＣは共同利用研究施設であることから、ユーザーに対しても、実験作業等を安全

に行うためのルール、事故等が発生した場合の対応（避難、通報・連絡）、遵守するべき規定、安

全に関する相談・連絡先などについて教育を行っている。 

教育は、ユーザーズオフィスにおいて、ユーザーを受け入れる際にＪ－ＰＡＲＣ全体及びユー

ザーが実験を行う実験施設毎に、日本語ビデオ又は英語ビデオを用いて行っている。 

今後も適宜改訂を行い、受講者であるユーザーへの負担を減らし、また分かりやすい教育資料

とすることで、安全に実験ができるよう、教育資料の改善を図っていく。 

（菅原 正克） 

 

表 3.4.2-1 安全衛生ガイドブック改訂状況（主要改訂のみ） 

改訂年月 改訂内容 

2022/04 ・化学安全管理規定改正に伴う様式の変更。 

・化学安全管理規定改正に伴う化学物質等保安責任者の削除。 

・傷病者を自家用車で搬送する際の連絡先に 6222通報の追記。 
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3.4.3 体感型安全教育 
Ｊ－ＰＡＲＣセンター構成員全員が、危険に対する感受性の向上・安全意識の高揚を図るとと

もに、基本動作を習得することを目的として、2016年度から体感型安全教育を実施している。 

各年度の実施回数は、2016年度は 4回、2017年度は 4回、2018年度は 6回、2019年度は 6回、

2020年度は 5回、2021年度は 3回であった。2022年度は計 3回開催し、総勢 41名が受講した。

2016～2022年度で延べ 512名が体感型安全教育を受講した。参加者からは好意的な感想が継続し

て寄せられており、本教育が目的を達成するために有効であることが伺える。教育の概要を表

3.4.3-1に、実施状況を表 3.4.3-2に、各教育の様子を図 3.4.3-1から図 3.4.3-6に示す。 

なお、本教育は 2019年度から運用を開始したＪ－ＰＡＲＣセンターの作業責任者ライセンスの

取得要件となっている。 

（鈴木 麻純） 

表 3.4.3-1 体感型安全教育の概要 

教育時間 3時間 

教育内容 (1) オリエンテーション 

(2) 保護具・服装点検 

(3) Ｖベルト、ローラーチェーン巻き込まれ 

(4) ボール盤巻き込まれ 

(5) 低圧電気（感電） 

(6) トラッキング現象 

(7) 漏電 

(8) すべり転倒 

(9) 脚立落下 

(10) 飛来落下 

(11) 玉掛け危険 

(12) 手指挟まれ 

(13）重量物運搬腰痛 

(14) 溶剤爆発 

 

表 3.4.3-2 2022年度体感型安全教育の実施状況 

開催回数 開催日 実施場所 参加人数 

第 1回 2022/06/10（金） ＭＣ興産株式会社 20名 

第 2回 2022/09/16（金） ＭＣ興産株式会社 14名 

第 3回 2022/12/01（木） ＭＣ興産株式会社 7名 
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  図 3.4.3-1 ボール盤巻き込まれ体験       図 3.4.3-2 漏電危険体験 

 

  

   図 3.4.3-3 脚立使用体験       図 3.4.3-4 すべり転倒危険体験 

 

   

  図 3.4.3-5 手指挟まれ危険体験      図 3.4.3-6 重量物運搬腰痛危険体感 
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3.5 訓練 

Ｊ－ＰＡＲＣセンター安全衛生管理実施計画に基づき、万一の事故等に備え、各種訓練を実施

している。2022年度における訓練一覧を表 3.5-1に、訓練の様子を図 3.5-1及び図 3.5-2に示す。 

(谷 教夫) 

 

表 3.5-1 2022年度 訓練一覧（1/2） 

訓練名 実施日 参加人数 訓練内容 

事故対策チーム員訓練 
2022/05/26 AM 

2022/05/26 PM 

3人 

3人 

新事故対策チーム員への事故等発生

時の招集方法や事故現場指揮所にお

ける活動内容等について概要説明及

びミニ訓練 

ＭＬＦ施設事故対応訓練 2022/07/21 約 70人 

ＭＬＦ施設Ｍ２トンネル排気ダンパ

ーからの放射性物質の異常放出のお

それがある想定で現場指揮所、現地対

策本部との通報連絡等の対応を訓練 

ハドロン実験施設事故対応

訓練 
2022/07/27 約 30人 

ハドロン第２機械棟排気スタック

からの放射性物質の異常放出のお

それがある想定で、現場指揮所、現地

対策本部との通報連絡等の対応を訓

練 

５０ＧｅＶシンクロトロン

施設事故対応訓練 
2022/07/27 約 30人 

５０ＧｅＶシンクロトロン第１搬入

棟での火災想定で、現場指揮所、現地

対策本部との通報連絡等の対応を訓

練 

消火器取扱訓練 2022/09/28 29人 
原科研自衛消防隊の講師により、ＡＢ

Ｃ粉末消火器を用いた消火の実習 

ＭＬＦ施設事故対応訓練 
2022/09/28 

2022/10/18 
約 70人 

ＭＬＦ施設第２実験ホールにてＢＬ

２２中性子実験装置内でビーム運転

による大線量被ばくの想定で、現場指

揮所、現地対策本部との通報連絡等の

対応を訓練 
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表 3.5-1 2022年度 訓練一覧（2/2） 

訓練名 実施日 参加人数 訓練内容 

ＥＭＣ通報・参集訓練 2022/10/25 72人 

ＥＭＣによる通報訓練を実施 

支援班員及び副ディビジョン長以上

は、Ｊ－ＰＡＲＣ研究棟１階ロビーへ

の参集訓練を実施 

Ｊ－ＰＡＲＣ非常事態総

合訓練 
2022/10/25 564人 

非常事態総合訓練の実施 

(詳細については 4.5節を参照) 

自主防災訓練 2022/11/02 602人 

震度 6弱の地震が発生し、大津波警

報が発令された想定で、避難場所へ

の避難と人員掌握を訓練（原科研と

合同で開催） 

ＡＥＤ取扱訓練 2023/01/20 10人 

ＡＥＤメーカ講師から資料・ビデオ

による説明を受け、講師による実技

（心肺蘇生＋ＡＥＤ装着）のみ実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.5-1 自主防災訓練（2022/11/02） 図 3.5-2 ＡＥＤ取扱訓練（2023/01/20）  
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3.6 安全巡視 

Ｊ－ＰＡＲＣセンターの安全衛生を確保するため、Ｊ－ＰＡＲＣセンター安全衛生管理規定に

基づき、センター長、安全衛生管理者、各セクションリーダーがそれぞれの立場で巡視及び点検

を行っている。 

センター長は、Ｊ－ＰＡＲＣセンターの所掌する施設・作業環境等について年 4回以上巡視し、

その結果をＪＡＥＡ原科研保安管理部長及びＫＥＫ東海キャンパス安全衛生推進室長に通知して

いる。安全衛生管理者は、Ｊ－ＰＡＲＣセンターの所掌する施設・作業環境等について月 1 回以

上巡視し、その結果をセンター安全主任者（安全ディビジョン長）に報告している。 

センター長巡視及び安全衛生管理者巡視の実施状況について 3.6.1項、3.6.2項に示す。 

（西藤 文博） 
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3.6.1 センター長巡視 

Ｊ－ＰＡＲＣセンター安全衛生管理規定に基づき、センター長巡視を四半期に 1 回実施してい

る。2020年度より新型コロナウイルス感染症対策として、巡視する班の数を 2班体制から 4班体

制とし、1 班あたりの参加人数を減らし巡視している。また巡視時間も 1 時間程度と短い時間で

対応している。 

2022年度は、「テーブルタップの使用状況及び劣化状況の確認」、「作業通路における段差や危険

箇所の確認」、「現場表示の確認」を重点巡視項目として取組み、たこ足配線、アース線の養生、

通路への突起、仮置き表示の期限切れなどの注意事項が多かった。 

巡視の結果については、巡視後のＪ－ＰＡＲＣセンター安全衛生会議で報告し、良好事例も併

せ情報共有をしている。また、指摘・注意事項については、対象施設･建家を所掌するセクション

リーダー又はセクション安全衛生管理担当者に措置を依頼している。 

2022年度のセンター長巡視の実施状況を表 3.6.1-1に示す。 

（菅原 正克） 

 

表 3.6.1-1 2022年度 センター長巡視の実施状況 

実施日 実施場所 

2022/06/07 ・Ｊ－ＰＡＲＣ研究棟 1階～4階、レストハウス、リニアック建家、陽子加速

器開発棟、ＨＥＮＤＥＬ棟、ＲＮＢ実験準備棟、研究炉実験管理棟 

2022/09/01 ・Ｊ－ＰＡＲＣリニアック棟、中央制御棟、加速器運転準備棟、ＭＲ第１電源

棟、ＭＲ第２電源棟、ＭＲ第３電源棟 

2022/12/06 ・物質・生命科学実験施設(ＭＬＦ)：玄関ホール、第１実験ホール（長尺ビーム

ライン、革新型蓄電池実験棟含む）、ＭＬＦ第２実験ホール（第１実験準備室、

第２実験準備室、第３実験準備室含む）、第３実験ホール、会議室、データ処理

室、監視室、汚染検査室、放射線管理測定室、制御室、休憩室、給湯室、機器調

整室、大型機器取扱室、機器搬出入エリア、第１マニピュレータ操作室、気体廃

棄物処理設備室、水・ガス分析設備室、ヘリウム回収機械棟、第１ヘリウム圧縮

機械棟、第２ヘリウム圧縮機械棟、２次冷却系ポンプ室 

2023/03/13 ・ニュートリノターゲットステーション棟、ニュートリノミュオンモニター棟、

ニュートリノ第２設備棟、ニュートリノ第３設備棟、５０ＧｅＶ変電所、設備管

理棟、ハドロン実験準備棟、ハドロン入室管理棟、ハドロンＫＬ測定棟、ハドロ

ンＫ１．８測定機械棟、ハドロンＫ１．８ＢＲ測定棟、ハドロン第３機械棟、放

射線測定棟 
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3.6.2 安全衛生管理者巡視 
安全衛生管理者は、センター長がセンター安全主任者（安全ディビジョン長）の意見を聴いて、

衛生管理者の免状を有するＪＡＥＡ職員とＫＥＫ職員からそれぞれ 1名ずつ指名している。 

安全衛生管理者は、センター構成員の安全及び衛生に関する技術的事項を管理するため、毎月

1回以上、センターが所掌する施設、作業場所の巡視を行っている。また、属するそれぞれの事業

場の産業医、衛生管理者巡視にも同行している。 

巡視で確認された指摘事項などについては、セクションリーダー及びセクション安全主任者に

対応を依頼している。 

巡視結果及びその措置内容については、センター安全主任者へ報告するとともに、センター安

全衛生会議で報告し、情報共有を図っている。 

2022年度における安全衛生管理者巡視の実績を表 3.6.2-1に示す。2022年度は、特に火災予防

対策としてテーブルタップの使用状況及び劣化状況の確認、高経年化した汎用電気製品の状況確

認を行った。安全衛生管理者の巡視回数は 46回であった。 

（小杉山 匡史） 
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表 3.6.2-1 2022年度 安全衛生管理者巡視実績 

実施月 巡視場所 回数 

2022/4 新型炉実験棟管理棟、放射線測定棟、ＡＱＢＲＣ 3 

2022/5 ＲＡＭ棟、ＭＲ第１搬入棟、ＭＲ第１機械棟 1 

2022/6 

レストハウス、ＲＮＢ実験準備棟、研究炉実験管理棟、リニアック建家、

陽子加速器開発棟、ＨＥＮＤＥＬ棟、Ｊ－ＰＡＲＣ研究棟、ＭＲ第２搬

入棟、ＭＲ第２機械棟、ＭＲ第３機械棟 

3 

2022/7 ＲＡＭ棟、Ｊ―ＰＡＲＣリニアック棟、Ｌ３ＢＴ棟、ハドロン実験施設 3 

2022/8 
Ｊ―ＰＡＲＣリニアック棟、Ｌ３ＢＴ棟、３ＧｅＶシンクロトロン棟、

３ＮＢＴ棟、情報システムセンター、原子力コード特研 
5 

2022/9 

Ｊ－ＰＡＲＣリニアック棟、中央制御棟、加速器運転準備棟、ＭＲ第１

電源棟、ＭＲ第２電源棟、ＭＲ第３電源棟、情報システムセンター、原

子力コード特研、物質・生命科学実験棟、ＨＥＮＤＥＬ棟 

6 

2022/10 
ＨＥＮＤＥＬ棟、３ＧｅＶシンクロトロン施設、Ｊ―ＰＡＲＣ研究棟、

レストハウス 
3 

2022/11 
Ｊ―ＰＡＲＣ研究棟、レストハウス、情報システムセンター、原子力コ

ード特研、Ｊ－ＰＡＲＣリニアック施設 
4 

2022/12 

物質・生命科学実験棟、ニュートリノ第２設備棟、ニュートリノ第３設

備棟、ニュートリノターゲットステーション棟、リニアック建家、陽子

加速器開発棟 
3 

2023/1 
リニアック建家、陽子加速器開発棟、ハドロン南実験棟、第２研究棟、

情報システムセンター 
4 

2023/2 
３ＧｅＶシンクロトロン棟、３ＮＢＴ棟、第２研究棟、放射線測定棟、

中央制御棟、加速器運転準備棟 
5 

2023/3 

Ｊ－ＰＡＲＣリニアック棟、ニュートリノターゲットステーション棟、

ニュートリノミュオンモニター棟、ニュートリノ第３設備棟、５０Ｇｅ

Ｖ変電所、設備管理棟、ハドロン実験準備棟、ハドロン入出管理棟、ハ

ドロン KL測定棟、ハドロンＫ１．８測定機械棟、ハドロンＫ１．８ＢＲ

測定棟、ハドロン第３機械棟、放射線測定棟、ニュートリノ第２設備棟、

高温工学特研、研究炉実験管理棟、Ｊ―ＰＡＲＣ研究棟、新型炉実験棟

管理棟 

6 
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3.7 規定類の制定及び改正 

Ｊ－ＰＡＲＣでの安全を確保するため、大強度陽子加速器施設の一般安全管理等に関する実施

協定に基づき一般安全に関する各種規定類を定めている。これらの規定類は、Ｊ－ＰＡＲＣセン

ターでの安全衛生に関する決定事項、組織の改編等を反映するため、適宜制定及び改正を実施し

常に 新のルールとして活用できるように維持している。また、規定類の制定及び改正等の際に

は、一般安全検討会等においてその妥当性について審議を行っている。 

2022年度におけるＪ－ＰＡＲＣセンターで定める一般安全に関する規定類及び改正等の実施状

況を表 3.7-1に示す。 

（金子 清二） 

 

表 3.7-1 Ｊ－ＰＡＲＣセンターで定める一般安全に関する規定類及び改正等の内容(1/2) 

規定類名称 
改正等の履歴 

改正日等 主な改正等の理由 

安全衛生管理規定 ― ― 

一般安全検討会運営要項 ― ― 

専門部会運営要項 ― ― 

労働災害等報告マニュアル ― ― 

作業標準実施要領 ― ― 

安全確認検討会実施マニュアル ― ― 

作業責任者ライセンスの要件に関す

る通達 
― ― 

作業責任者ライセンス制度運用マニ

ュアル 
― ― 

騒音レベル管理要領 ― ― 

リスクアセスメント実施要領 ― ― 

危険予知（ＫＹ）活動及びツールボッ

クスミーティング（ＴＢＭ）実施要領 
― ― 

新型インフルエンザ対策行動計画 ― ― 

安全に関する水平展開実施マニュア

ル 
― ― 

クレーン及び特殊自動車使用規則 ― ― 

クレーン運転手引 ― ― 

特殊自動車取扱手引 ― ― 

工作機械の設置運用指針 ― ― 

高圧ガス製造施設等安全管理規定 ― ― 

高圧ガス製造施設手続きマニュアル ― ― 
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表 3.7-1 Ｊ－ＰＡＲＣセンターで定める一般安全に関する規定類及び改正等の内容(2/2) 

規定類名称 
改正等の履歴 

改正日等 主な改正等の理由 

レーザー機器の取扱いマニュアル ― ― 

化学安全管理規定 
改正 

（2022/04/01） 

・管理体制の見直し及び様式の押印欄

廃止（電子化）に伴う手続方法の見直

しのため 

化学物質等リスクアセスメント実施

要領 

改正 

（2022/04/01） 

・化学安全管理規定の改正に伴う記載

の適正化及び様式の見直し 

電気工作物保安規定 ― ― 

事故対策活動要領 
改正 

（2022/04/01） 

組織名称の変更に伴う記載の適正化の

ため（業務ディビジョン→業務・運営

支援ディビジョン） 

計画外停電対応要領 ― ― 

計画外停電対応要領（参考資料） ― ― 

地震対応要領 
改正 

（2022/08/08） 

・施設等点検結果報告書（様式２）の

提出方法の変更に伴う修正及び記載の

適正化等のため 

地震対応要領（参考資料） 
改正 

（2022/04/01） 

・３ＮＢＴ棟及び高温工学特別研究室

建家における点検管理者等の変更等の

ため 

風水害対応マニュアル ― ― 

防火・防災管理要領 ― ― 

防火・防災管理要領（参考資料） 
改正 

（2022/04/01） 

３ＮＢＴ棟における課長等防火・防災

責任者の変更及び少量危険物貯蔵取扱

所の追加のため 
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3.8 リスクアセスメント活動 

Ｊ－ＰＡＲＣセンターでは、労働災害や施設の事故・トラブルを防止･低減することを目的にリ

スクアセスメントを実施し、作業時の効果的なリスク（危険性・有害性）の低減対策（安全衛生

対策、施設安全対策）につなげている。 

リスクアセスメントを必要とする作業は、労働災害の発生の可能性が高い作業、放射性物質、

危険物及び化学物質等を取り扱う作業、火災・爆発の発生又はその他の要因による施設・設備へ

の被害等により、当該作業者のほか、センター関係者及び一般公衆並びに環境に影響を与える可

能性のある作業を対象として、セクションリーダーが判断している。ただし、化学物質等を取り

扱う作業者の危険又は健康障害を防止するものについては、「Ｊ－ＰＡＲＣセンター化学物質等リ

スクアセスメント実施要領」に基づいて実施している。 

センター全体において 2022年度にリスクアセスメントを実施した全作業件数（ワークシートを

起案した件数）は 421件であった（前年度は 593件）。 

（西藤 文博） 
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4. 安全文化醸成に関わる活動 

 

Ｊ－ＰＡＲＣでは、各人の安全意識、リスク感受性、安全に関するスキル等の向上を目指して、

安全文化醸成活動に積極的に取り組んでいる。 

2022年度は、Ｊ－ＰＡＲＣにおける安全方針を「安全ルールを守って、潜在リスクを共有リス

クに」とした。これは、2021年度にコンプライアス意識の向上を目指して取り組んだ「安全なＪ

－ＰＡＲＣを目指すための取組み」を一過性のものとしないために掲げた方針であり、具体的に

は、「ルールを知る。守る、意義や原理原則を理解する」、「丁寧に潜在リスクや問題点を洗い出し

て共有する」、さらに「疑問や不安を感じたら声に出して伝え、ともに考える」といったことを各

人が主体的に取り組むことで、「リスクの感受性」と「現場力」の向上を目指したものである。 

「Ｊ－ＰＡＲＣ安全情報サイト」の節では、安全情報サイトの整備状況及び利用状況等につい

て記載した。「良好事例の抽出・ヒヤリハット活動」では、巡視等で抽出された良好事例の件数や、

トラブル・ヒヤリハットの年度毎の推移について示した。 

毎年開催している「安全の日」では、安全表彰、安全に関する講演会、各施設からの安全情報

の交換及び討論会等を実施しており、「安全の日」の節にそれらの詳細を記した。 

「請負業者等安全衛生連絡会」では、同連絡会で企業の方へ向けて行った説明内容等について

記載している。連絡会では、昨年に引き続き常駐請負企業 2 社から、各社で独自に実施している

安全に対する取組みにについて紹介していただいた。 

「Ｊ－ＰＡＲＣ非常事態総合訓練」では、物質・生命科学実験施設（実験ホール）における大

線量被ばくを想定して実施した事故対応訓練及びレビュー会議等を経て決まった改善内容につい

て記載している。 

「危険予知(KY)トレーニング」では、Ｊ－ＰＡＲＣで実施している危険予知トレーニングの実

施概要について記載している。「安全主任者連絡会議」では、当会議においセクション安全主任者

間で共有した内容について、さらに「作業責任者ライセンス制度」では、ライセンス発行数の推

移等について報告する。 後に「その他の活動」では、（1）Ｊ－ＰＡＲＣ安全監査、（2）Ｊ－ＰＡ

ＲＣ計画国際諮問委員会（ＩＡＣ）及び（3）交通安全に関する活動についてそれぞれ記載した。 

（春日井 好己） 
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4.1 Ｊ－ＰＡＲＣ安全情報サイト 

Ｊ－ＰＡＲＣセンターでは、業務・研究活動における安全に関わる各種情報の提供・共有、安

全意識の共有を目的に、職員やユーザー向けの「Ｊ－ＰＡＲＣ 安全情報」サイトを 2013年 12月

から運用している。本稿では、2022年度における同サイトの状況等について紹介する。 

 

(1) 2022 年度におけるサイト整備の状況 
2022年度は、規程類の改正情報、各種手続きや安全教育・訓練等の情報周知、教育資料や講演

資料の掲載、各ページの情報整理等を継続的に実施するとともに、掲載情報をより伝わりやすく

する事を目的としたページの改訂に尽力した。 

具体的には、ヒヤリハット情報については、言葉だけではなく写真やイラストなどの視覚情報

を追加しより分かりやすい情報として発信し、Ｊ－ＰＡＲＣ内で共有することに努めた。電気保

安関連情報及び化学安全関連情報ページの開設、Ｊ－ＰＡＲＣで発生した事故・トラブルに関わ

る「安全情報」等の情報掲載、交通ルール・構内ルールページの掲載情報の拡充などに取り組ん

だ。また、Ｊ－ＰＡＲＣにおける屋外作業時のハチやへびに関わる注意情報をまとめたリーフレ

ット（図 4.1-1）及びクレーン使用時の流れをまとめたリーフレット（図 4.1-2）の掲載を開始し、

安全情報の発信に努めた。 

2020 年 2 月以降、新型コロナウイルス感染症に関わる情報（内閣官房、厚生労働省、茨城県、

各種の感染対策ガイド等）のまとめページ、同年 3月 4日に制定された「Ｊ－ＰＡＲＣセンター

新型コロナウイルス感染症対策」をはじめとする感染予防に関わるＪ－ＰＡＲＣセンターからの

アナウンス・取り決め事項等を随時掲載し、Ｊ－ＰＡＲＣ関係者への情報共有を図っている。 

 

(2) 利用状況と今後の課題 
「Ｊ－ＰＡＲＣ 安全情報」サイト・トップページへのアクセス数における、2015年度から 2022

年度の月別推移を表 4.1-1に示す。例年 4月のアクセス数は高い傾向にある。これは年度が変わ

り、様式のダウンロードや規程類の確認の為であると推測される。次にアクセス数の高い 7月は、

8月のメンテナンス作業に向け、各種様式へのアクセスが増加するためと考えられる。 

今後、本サイトがより多くのＪ－ＰＡＲＣ関係者に有益な情報サイトとして認識してもらえる

よう、コンテンツの充実を中心に整備・改善に努める。特に、教育や手引き類等の利用頻度の高

いコンテンツの充実、ヒヤリハットや気がかりに関わる継続的な情報収集及びこれらコンテンツ

と情報の効果的な共有による安全意識の向上を目指す活動が重要であり、本サイトの整備にとど

まらず、これらの活動を強化していくことが重要である。2023年 2月から、Ｊ－ＰＡＲＣセンタ

ーメーリングリストにより、「Ｊ－ＰＡＲＣ安全情報」 Mail News の発信を新たにはじめ、新着・

更新情報をはじめ、安全関連行事や講習会、安全トピックス等についての案内、周知に努めてい

る。これらの取組みも踏まえ、さらに多くの方々に利用してもらえる有益なサイトの整備に努め

たい。 

（鈴木 麻純） 
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図 4.1-1 屋外作業時リーフレット     図 4.1-2 クレーン使用時リーフレット 

 

表 4.1-1 「Ｊ－ＰＡＲＣ 安全情報」サイト・トップページへのアクセス数年度別推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

2015年度 1237 706 855 1092 725 766 935 972 687 593 719 1415

2016年度 1423 1065 1375 1052 1209 1187 1203 1110 1060 826 1012 1100

2017年度 1584 2432 2050 1811 1729 1862 1996 1850 1684 1447 1567 1960

2018年度 2520 1925 1741 2002 2081 1896 － 1834 1695 1570 － 1570

2019年度 2364 2108 1921 1902 1573 1402 1680 1722 1633 1608 1897 2689

2020年度 3224 2039 2444 2535 1431 1521 1762 1538 1368 2006 1709 1934

2021年度 2233 1511 1623 1512 1461 1507 1611 1335 1392 1453 1526 1597

2022年度 1646 1175 1116 1264 992 992 718 865 1046 875 1004 1244

平均 2029 1620 1641 1646 1400 1392 1415 1403 1321 1297 1348 1689
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4.2 良好事例の抽出・ヒヤリハット活動 

(1) 良好事例の抽出 

Ｊ－ＰＡＲＣセンターにおける安全活動を、明るく、楽しく、自主的・主体的に推進していく

ためには、良いところを褒め、工夫したところを積極的に紹介し、前向きな活動を推進していく

ことが重要であると考え、Ｊ－ＰＡＲＣセンターでは、2016年度から、センター長巡視、セクシ

ョン安全パトロール、Ｊ－ＰＡＲＣ安全衛生管理者巡視において、安全上良好と思われる事例を

積極的に抽出するとともに、センター安全衛生会議などの場で報告し、Ｊ－ＰＡＲＣセンター全

体で共有する活動を推進している。 

2022年度における良好事例表彰は、2023年 5月のＪ－ＰＡＲＣ「安全の日」において行われた。

抽出された良好事例は全部で 125 件あり、その内訳は、セクションパトロールで抽出されたもの

が 26件、センター長巡視において抽出されたものが 76件、Ｊ－ＰＡＲＣ安全衛生管理者巡視に

おいて抽出されたものが 23件であった。 も多く抽出された組織（セクション等）として、中性

子利用セクション、共通技術開発セクション、ＣＲＯＳＳの合同チームと、加速器第一セクショ

ンに 多賞が授与された。 

 

(2) ヒヤリハット活動 

ハインリッヒの法則によると、1件の重大事故の背後には 29件の軽微な事故が存在し、さらに

その背後には 300件のヒヤリハットがあると言われている。そのため、「ヒヤリハット事例」の情

報を共有・周知することで、同様の事故やトラブルが起こらないよう意識する「ヒヤリハット活

動」は、安全活動上の有効な手法の一つである。 

安全推進セクションでは、従来から、報告書様式を利用して各セクションからヒヤリハット情

報を報告してもらう情報収集と、Ｊ－ＰＡＲＣ安全情報サイトを活用したヒヤリハット情報の情

報収集を行っている。 

報告されたヒヤリハット情報は、トラブル等の情報とともに、Ｊ－ＰＡＲＣ安全情報サイト上

に「 近のトラブル・ヒヤリハット」という資料にまとめて掲示している。2022年度の 3月末で

までに 24件の情報が寄せられ、統計開始（2007年度より）から 296件となっている。 

トラブル、ヒヤリハットの報告件数の推移を図 4.2-1に示す。 

（菅原 正克） 
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図 4.2-1年度別トラブル・ヒヤリハットの報告件数の推移 
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4.3 安全の日 

2017年度から、Ｊ－ＰＡＲＣセンター全体で安全関係のプログラムを 優先とする日として「安

全の日」を設けている。例年 5月下旬に「安全の日」を開催しており、2022年度は 5月 23日に開

催した。開催はリモートライブ配信及び会場のハイブリッドで開催され、合計 350名が聴講した。 

まず、各ディビジョンからの推薦に基づき、日頃よりＪ－ＰＡＲＣの安全に貢献していただい

た方として加速器第五セクションの岡村勝也氏、ニュートリノセクションの藤井芳昭氏、中性子

源セクションの麻生智一氏、元総務セクションの川原仁氏に「安全貢献賞」が授与された。次に

2021年度の「良好事例 多賞」が、中性子利用セクション、共通技術開発セクション、総合科学

研究機構中性子科学センターの合同チームに授与された（図 4.3-1）。 

続いて外部からの講演者として、早稲田大学理工学術院 小松原 明哲氏をお招きし、「マニュ

アルを通じて現場力を向上 安全人間工学の考え方」をテーマに、ミスや事故に繋がる要因と対

策についてご講演頂いた。講演の様子を図 4.3-2に示す。 

次に、加速器施設、物質・生命科学実験施設、ハドロン実験施設、ニュートリノ実験施設から

それぞれパネラーとして、小野 礼人氏、奥 隆之氏、豊田 晃久氏、坂下 健氏に参加頂き、安全

に関する話題を発表頂いた後、質疑応答の形で全体討論が実施された。全体討論会の様子を図 4.3-

3に示す。 

その後、ハドロン実験施設の放射性物質漏えい事故に関する記録映像「ハドロン実験施設の再

生に向けて（事故発生からＪ-ＰＡＲＣ再開までの時系列）2014年公開版」を上映した。 

後に閉会の挨拶として、宮本副センター長より締めくくりのことばが述べられた。 

皆様から頂いたアンケートでは、概ね好意的な感想が多く、今後も継続して開催する予定であ

る。 

 

（鈴木 麻純） 
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   図 4.3-1 表彰の様子           図 4.3-2 小松原氏による講演会の様子 

 

 
   図 4.3-3 全体討論会の様子 
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4.4 請負業者等安全衛生連絡会 

Ｊ－ＰＡＲＣで作業を行う年間常駐業者、年間契約請負業者、工事・作業が発生する契約を有

する事業者の方々と、安全意識の共有、作業時の安全に関する情報共有などを行い、事故の軽減

に役立てていただくことを目的として、「Ｊ－ＰＡＲＣ請負業者等安全衛生連絡会」を 2015 年度

から開催している。 

第 8 回となる 2022 年度の請負業者等安全衛生連絡会は 7 月 1 日にリモート会議の形式で開催

され、54社の業者と 16名のＪ－ＰＡＲＣ関係者が参加した。 

はじめに、宮本副センター長より、「Ｊ－ＰＡＲＣの安全に係る近況と取組み」と題して、新型

コロナウイルス感染症対策、火災予防の徹底と電気火災の過去事例、2021年度における放射線被

ばくの状況、気がかり情報提供のお願い、2022年度のＪ－ＰＡＲＣ安全方針について説明がなさ

れた。 
 新型コロナウイルス感染症対策では、Ｊ－ＰＡＲＣにおける陽性者の発生状況として、職場内

でのクラスターは発生しておらず、今後も引き続き基本的な感染症対策を継続しつつ、厚生労働

省の指針に基づき適切にマスクを着用し熱中症や作業安全に対しても十分配慮いただくよう説明

がなされた。 

火災予防の徹底と電気火災の過去事例については、近年電気に絡む火災事象が特に増えてきて

おり、住民目線で見れば原子力事業所の火災を重大視するのは当然であり、原子力事業所で発生

した 4 件の電気火災の過去事例の解説とともに、十分な火災予防措置を取って頂きたいとの説明

がなされた。 

2021年度における放射線被ばくの状況については、作業者区分別の実効線量分布、放射線業務

従事者数の推移、被ばく線量の推移について紹介がなされた。 
気がかり情報のお願いについては、気がかり情報の投稿ページと投稿された情報の対応状況の

説明を行い、安全に関する気がかり情報があれば投稿いただけるようお願いした。 
2022年度のＪ－ＰＡＲＣ安全方針として、2022年度Ｊ－ＰＡＲＣセンター安全方針「安全ルー

ルを守って、潜在リスクを共有リスクに」について説明があり、協力をお願いした。 
続いて、高橋興業（株）大屋様、（株）ＮＡＴ市村様から、請負業者における安全の取組みとし

て、各社の安全に係る取組みについて報告がなされた。 

参加された業者へのアンケートでは、参加者から「役立つ：67%」「どちらかと言えば役立つ：

21%」との回答をいただき、安全意識の高揚に役立つ機会となったものと思われる。 

上記連絡会以外の活動として、継続的な安全意識の共有のため、安全推進セクションから連絡

会登録業者の皆様にＪ－ＰＡＲＣの近況を伝える「Ｊ－ＰＡＲＣニュース」に、安全に関する話

題を添えて月 1 回の頻度でメールを配信している。このような取組みを継続することにより、Ｊ

－ＰＡＲＣの作業に関わる業者の方々とＪ－ＰＡＲＣ関係者が一体感を持って、安全な作業環境

を構築することに役立てている。 

（田中 武志） 
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4.5 Ｊ－ＰＡＲＣ非常事態総合訓練  

Ｊ－ＰＡＲＣでは、Ｊ－ＰＡＲＣ放射線障害予防規程第 48条の 2第 1項に基づき、毎年度、非

常事態総合訓練を実施している。また、同規程で、安全推進セクションリーダーが訓練の評価を

行うことが定められている。 

2022年度はＪ－ＰＡＲＣ物質・生命科学実験施設を発災施設として訓練が実施された。訓練の

概要を以下に記すとともに、訓練の流れを表 4.5-1に示す。 

訓練実施日：2022年10月25日 

発災場所 ：Ｊ－ＰＡＲＣ物質・生命科学実験施設 第二実験ホール  

BL22中性子実験装置室内 

発災想定 ：物質・生命科学実験施設（ＭＬＦ）のビーム運転中にBL22中性子実験装置室内

に作業者がいる状態で当該実験装置のシャッターが開状態になったことにより

大線量被ばく（想定線量：約300  mSv）の可能性が生ずる。 

訓練では現地対策本部（安全管理棟緊急時対策室）を原科研保安管理部関係者が運営し、事故

現場指揮所及び発災現場を物質・生命科学ディビジョン関係者が対応を行った。事故現場指揮所

における訓練の様子を図 4.5-1に示す。 

また、第三者的なコメントを訓練評価として反映させるため、例年実施しているチェックシー

トを用いた書面での訓練モニタの他、遠隔による訓練モニタリングを実施した。これは現場へカ

メラ班を派遣し、カメラ班が撮影した訓練の様子（実況付き動画）を Web会議システム（FreshVoice）

経由でネットワークに接続することにより、モニタ会場でリアルタイムに訓練の様子をモニタす

るといったものである。モニタ会場はＪ－ＰＡＲＣ研究棟の会議室に設置され、センター長をは

じめとする関係者がライブで訓練の進捗をモニタした。モニタ会場の様子を図 4.5-2に示す。 

訓練後の反省会等を経て、センター長によるレビュー会議を開催した。レビュー会議では、訓

練に参加した第三者モニタのコメントや反省会等の議論を参考に、以下の点について更なる改善

を検討することが適切と評価された。 

⚫ シフトリーダー、サブシフトリーダーの識別表示について 

事故対応初期において、事故対応にかかる責任者等は、まずシフトリーダー及びサブシフ

トリーダーからこれまでの状況を聞き取る必要がある。また、事故対応が始まってからも、

事故前の運転状況等を把握しているシフトリーダー等の役割は重要である。そのため、シフ

トリーダー及びサブシフトリーダーは、腕章等により周囲から識別できるようにしておくこ

と。 

⚫ 被ばく者に随行する者が把握すべき情報について 

被ばくした者の被ばく量の評価において、被ばくした状況に関する事項（場所、姿勢、時

間等）は重要な情報である。中性子実験装置内では、中性子がビーム状に照射されることか

ら、装置内の線量分布が大きく偏っており、被ばく量は、作業場所、作業時の姿勢、行ってい

た作業内容等の状況に大きく依存する。そのため、聞き取った情報は現場から事故現場指揮

所に伝えた上で、被ばく評価を行う観点で不足している情報はないかどうか双方向で十分確

認をする必要がある。聞き取りフォームにその旨の記載を行う等の対策を検討すること。 
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⚫ 実験装置の概要等を記載した説明資料について 

今回のような訓練内容の場合、現地対策本部において事故現場のイメージを把握すること

は難しく、その後の情報伝達に支障が出ることが予想される。実験装置の概要に関する説明

資料（インターロックに関する内容を含む）をあらかじめ作成しておき、 初に現地対策本

部に示すことにより、共通のイメージを持って対応に当たることができるようにしておく必

要がある。 

⚫ 実験装置の概要等を記載した説明資料について 

今回は、物質・生命科学実験施設の「制御室」を現場詰所、Ｊ－ＰＡＲＣ研究棟１F会議室

を事故現場指揮所として訓練を実施した。今回のような想定では、情報伝達と指揮伝達の経

路をできるだけ減らす観点から、これまでと同様「制御室」を事故現場指揮所として対応し

てもいいのではないかとの意見もある。一方、建屋火災の場合、火災が発生している建屋の

「制御室」で現場指揮を行うのは問題がある。指揮所等の場所について、今回の訓練の反省

も考慮して物質・生命科学実験施設側で検討が必要である。 

 

（谷 教夫） 

 

表 4.5-1 非常事態総合訓練の流れ 

初動 

1 
BL22 中性子実験装置室内に作業者がいる状態で当該実験装置のシャッターが

開き、ビーム運転が実施される事象が発生 

2 
作業者は、実験装置室内に設置された緊急停止ボタンを押し自らエリア外に退

避。脱出後にシフトリーダーに連絡し、実験装置外で待機の指示を受ける 

3 

事故現場責任者が状況を確認し、被ばく事故が発生した可能性があると判断

し、当該実験装置のシャッター閉を指示するとともに原科研緊急電話(6222)他

に連絡し、関係者を招集 

4 
事故現場統括責任者が事故現場指揮所を開設し、事故体制を宣言、作業者の状

況確認とともに搬送準備を指示 

対応・状況推

移 
5 

作業者の健康状態及び被ばく時の状況を聞きとるとともに、個人線量計の測

定、身体汚染の測定及び内部被ばくに関する検査を実施 

  ・身体の放射化データから法令報告に該当する被ばくの可能性あり 

・外傷はなく自分で歩けるが体表面に放射性物質による汚染あり 

・OSLバッチの測定を放射線管理部（原科研）へ依頼 

・緊急医療を要すると判断 

事象の収束 

6 緊急被ばく医療のために救急車で作業者を搬送 

7 模擬プレスの実施 

8 事故体制の解除 
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図 4.5-1 訓練の様子（事故現場指揮所）   図 4.5-2 遠隔による訓練モニタの様子 
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4.6 危険予知（KY）トレーニング 

Ｊ－ＰＡＲＣセンター構成員の、危険に対する感受性を高め、今後の作業安全に役立ててもら

うことを目的として、2020年度から危険予知(KY)トレーニングの実施を開始した。KYトレーニン

グとは、作業の状況を描いたイラストシートを使って、考えられる危険の内容とその対策につい

て、話し合い、考え合い、分かり合って、 後に行動目標を指差呼称で確認する訓練である。3年

目となる 2022年度は 2022年 6月 23日、24日及び 2023年 2月 1日、2日に実施し、計 15名が受

講した。さらに自由な意見交換の場も設けられ、参加者から各セクションにおける実際の KYの取

組みについて紹介し合う等、情報交換も行った。教育の概要を表 4.6-1 に、実施状況を表 4.6-2

に、トレーニングの様子を図 4.6-1及び図 4.6-2に示す。 

（鈴木 麻純） 

 

表 4.6-1 KYトレーニングの概要 

内容 時間配分 

KYTに関する説明、イラストシートの配布と確認 10分 

KYTの実施 20分 

発表・意見交換・講評 班毎に発表 3分、意見交換 5分、講評 2分 

自由な意見・情報交換 10分 

 

表 4.6-2 KYトレーニングの実施状況 

開催回数 開催日 参加人数 

第 1回 2022/06/23、24 9名 

第 2回 2023/02/01、02 6名 

 

    

    図 4.6-1 受講の様子(1)           図 4.6-2 受講の様子(2) 
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4.7 安全主任者連絡会議 

セクション安全主任者は、Ｊ－ＰＡＲＣセンター安全衛生管理規定（以下「安全衛生管理規定」

という。）に基づき、安全衛生管理について十分な知見・能力を有するセンター構成員の中から、

セクションリーダーの意見を聴いてセンター長が指名した者であり、セクションリーダーは安全

主任者の助言を尊重しなければならないことが規定されている。 

セクション安全主任者を招集して開催される安全主任者連絡会議は、安全衛生管理規定に基づ

き、センター安全主任者（安全ディビジョン長：職位指定）が必要と判断した場合に開催してい

る。2022年度は、2021年度に引き続き新型コロナウイルス感染症対策のためリモート会議併用の

形式で 2 回開催した。会議では、センター安全主任者からの安全に関する情報発信や、各セクシ

ョンにおける安全衛生に係る課題等に対して意見交換が行われる等、有用な情報共有が図られて

いる。 

2022年度の安全主任者連絡会議において情報共有・意見交換した内容を表 4.7-1に示す。 

（小杉山 匡史） 

表 4.7-1 2022年度 安全主任者連絡会議の内容 

開催日 主な議題 

2022/06/15 
Ｊ－ＰＡＲＣセンターの安全管理体制、安全主任者の役割、 近の事故

トラブル事例紹介（転倒災害）、2022年度の安全方針 

2022/12/21 
センター内の今年度の事故トラブル、コンセント非火災事象、転倒災害・

冬場のリスク 
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4.8 作業責任者ライセンス制度 

作業責任者ライセンス制度（以下「ライセンス制度」という。）は、Ｊ－ＰＡＲＣセンター（以

下「センター」という。）における作業の安全確保及び作業管理の強化を目的に、2019年度からセ

ンターに導入している。 

ライセンス制度の詳細については、センター安全衛生管理規定及び関係規則類において、作業

における責任体制、作業責任者の指名行為及び作業責任者を指名する際の要件等を明確に定めて

いる。それらの規則類において、作業責任者は作業単位毎に職員等の中からセクションリーダー

が指名することとしているが、指名する際の要件として、「作業責任者ライセンス（以下「ライセ

ンス」という。）を有すること」と定めている。 

ライセンスは、安全ディビジョンが主催する「作業責任者ライセンス教育」及び「体感型安全

教育」を修了した者にのみ発行を認めており、各セクションからライセンスの発行申請があった

際は、速やかに「発行要件を満たしているか」について確認を行い、安全ディビジョン長の承認

を経て、順次ライセンスの付与を行っている。また、ライセンスの発行に併せ、ライセンス管理

台帳についても速やかに更新を行い、常に 新の状態になるよう維持している。 

2022年度は各セクションから 20件のライセンス発行申請があり、30名の方に対しライセンス

の発行を行った。本制度の導入年度（2019年度）から 2022年度までのライセンス発行申請数及び

ライセンス発行数の推移を表 4.8-1に示す。 

（金子 清二） 

 

 

表 4.8-1 作業責任者ライセンスの発行申請数及び発行数の推移 

区 分 

年 度 

件 数 
発行ライセンスナンバー 

ライセンス発行申請数＊ ライセンス発行数 

2019年度 40 330 0001 ～ 0330 

2020年度 38 72 0331 ～ 0402 

2021年度 19 26 0403 ～ 0428 

2022年度 20 30 0429 ～ 0458 

合 計 117 458 ― 

＊ 1件の申請で複数のライセンス発行が可能 
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4.9 その他の活動 

(1) Ｊ－ＰＡＲＣ安全監査 
Ｊ－ＰＡＲＣセンターでは、Ｊ－ＰＡＲＣ運営会議の諮問に基づく外部有識者による安全監査

を毎年実施している。2022年度の監査は、2022年 11月 28日に監査員 2名（それぞれ 2019年度

及び 2021年度より継続）を招いて実施した。 

監査項目は以下のとおりである：1）安全管理の組織体制について、2）作業における安全管理

について、3）緊急時の対応について、4）安全教育及び安全文化の育成・維持について。 

監査では、安全管理体制、各施設の近況及び安全管理の実施状況についてセンター長及び副セ

ンター長を含む安全管理責任者及び各施設管理者から聞き取りを行うとともに、３ＧｅＶシンク

ロトロン施設(屋外ヤード)、ＲＡＭ棟、ニュートリノ実験施設(ＮＵ２電源室)を視察し、各施設

の実務者より説明を行った。 

監査報告書において、「全体として事故の減少と安定・継続運転ができる体制になりつつあると

考えられる。」と評価していただくとともに、特に今後の人材育成について、「Ｊ－ＰＡＲＣセン

ターの設計・開発に関わったメンバーの知見と設計思想が確実に次世代に受け継がれるよう技術

伝承に努めるとともに、増設・新設プロジェクトへの積極的な参画を通じて次世代の人材を育成

することを期待する。」との所見をいただいた。 

 

(2) Ｊ－ＰＡＲＣ計画国際諮問委員会(ＩＡＣ) 
ハドロン実験施設における放射性物質漏えい事故以後、Ｊ－ＰＡＲＣの安全について、毎年Ｉ

ＡＣに報告している。2022年度の委員会（2023年 2月 24～25日）は、コロナ禍以降久しぶりに

対面により実施された。安全関係については、安全方針、 近のトラブル統計と事例、安全文化

醸成活動、安全監査の内容について報告した。  

終報告書では、"Safety performance is excellent."との評価をいただくとともに、さらな

る安全文化の定着のために、全てのスタッフ等への安全に関するアンケートを行うことを推奨す

る、との提言をいただいた。 

 

(3) 交通安全に関する活動 
2022 年 12 月、原科研構内においてＪ－ＰＡＲＣ構成員が関与する交通事故が発生したことか

ら、再発防止を図る目的で、各セクション（及び CROSS 中性子科学センター）において、構内の

交通安全をテーマにした話し合いを実施した。また常駐請負業者（6社）においても、同様の話し

合いを実施いただいた。 

話し合いでは、構内における交通ルール（自動車の制限速度、自転車の押し歩き区間等）を再

認識するとともに、具体的な気付き（八間道路下の下り坂における速度超過、夕暮れ時の逆光に

対する注意等）について議論され、交通安全に関する意識向上が図られた。 

（春日井 好己） 
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5. 技術開発・研究及び特記すべき管理事例 

 

技術開発及び研究としては、Ｊ－ＰＡＲＣのビーム増強及び保守作業の安全性向上に向けた各

種データの取得・蓄積及び解析、Ｊ－ＰＡＲＣセンターの安全システム強化に向けた設備・機器・

ソフトウェア等の整備、増強、改善に取り組んでいる。2022年度においては、運転中における放

射線や被ばく線量の測定、空気中及び冷却水中の放射性核種生成量の評価などを実施したほか、

測定業務により発生する液体放射性廃棄物の低減化の検討等も実施している。また、教育訓練に

おいても、職員等を対象とした放射線業務従事者再教育訓練への e-ラーニングの導入や、毎年、

「安全の日」において上映している「放射性物質漏えい事故（2013年 5月）の記録映像」に関し

て、事故が社会的にどう見られたかを、報道（新聞記事）の内容等の引用のみで紹介する、新た

な記録映像の製作を実施した。 

本年報では、保守管理及び廃止措置において有用なデータの取得、緊急時における被ばく線量

評価において重要なデータの取得、放射性廃棄物の低減化、教育訓練など、多岐にわたった内容

について記述している。これらは、各ディビジョン員が「Ｊ－ＰＡＲＣの安全」という目標に向

け、様々な角度からアプローチした成果であり、国内外の加速器施設にとっても参考となるもの

と自負している。 

  （中根 佳弘） 
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5.1 ＭＬＦホットセル内における空気の放射化の評価 

(1) 背景・目的 
物質・生命科学実験施設（ＭＬＦ）放射化機器取扱室(ホットセル)において、ビーム運転で生

じた放射性ガスは建家排気系を通して排気筒より環境中へ放出されることから、放射性ガスの種

類及びそれらの濃度を評価するため可搬型プラスチックシンチレーション式ガスモニタを用いて

ホットセル内の放射能濃度（41Ar相当）を測定した 1)。その結果、中性子による空気の放射化によ

って生じる 41Arとβ＋崩壊する短半減期核種(150,13N,11C)が確認されたが、放射能濃度については、

短半減期核種に対する換算係数（検出効率の逆数）が不明であったため、41Ar の換算係数を代用

して評価を行っていた。そこで、今回、短半減期核種に対する換算係数を計算により評価した。 

(2) 計算方法 
換算係数の評価は、ある放射能濃度におけるプラスチックシンチレータの計数率を、GEANT42)を

用いて計算し、得られた計数率と放射能濃度の比から求めた。ガスモニタは容量 1Lの円筒形の容

器で、内径が 100  mm、容器の長手方向が約 130  mm、それを 3等分した 2箇所に直径 100  mmのプラ

スチックシンチレータがはめ込まれ、容器の片方の端面に光電子増倍管が 2 台上下に取付けられ

ている構造になっている。計測は、崩壊に伴う放射線によって生じたシンチレーション光を 2 台

の光電子増倍管による同時計測法で行われる。しかし、実際に計測するエネルギーしきい値が不

明であり、シンチレーション光の計算条件の設定が複雑なため、本計算では、2つのプラスチック

シンチレータのいずれか又は両方に 1  keV 以上のエネルギー付与があった場合、１カウントとし

た。また、放射性ガスは容器内に均一に分布していると仮定し、考慮した放射性ガスの崩壊モー

ドを表 5.1-1に示す。 

(3) 計算結果 

ガスモニタに登録されている 4 核種の換算係数（カタログ値）及び計算により求めた換算係数

を表 5.1-2と図 5.1-1に示す。計算で得られた換算係数においても、β線の平均エネルギーの増

加とともに換算係数が減少する傾向が再現された。また、41Ar と短半減期核種の計算値はほぼ一

定であることから、電子及び陽電子の違いがないことが確認できた。更に、ガンマ線の影響もほ

とんどないと考えられる。なお、計算値とカタログ値の換算係数の差はβ線の平均エネルギーの

増加とともに小さくなり、41Arでは約 2%の差となった。 

(4) まとめ 

計算における短半減期核種と 41Arの換算係数が約 4%以内で一致したことから、放射線管理上は

41Arの換算係数（カタログ値）が短半減期核種の濃度評価 1)に利用可能であることを確認した。た

だし、低エネルギー側では計算値とカタログ値の差が大きくなることから、低エネルギーβ線核

種を評価する場合は、エネルギーしきい値やプラスチックシンチレータの効率などをより詳細に

検討する必要がある。 

（坂下 耕一） 
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表 5.1-1 放射性核種の主な崩壊モード 

核 種 14C 133Xe 85Kr 41Ar 11C 13N 15O 

崩 壊 形 式 β- β- β- β- β＋ β＋ β＋ 

分 岐 比 
[%] 

100 98.58 99.57 99.17 99.73 99.80 99.90 

β線 大エネルギー 
[keV] 

156 346 687 1198 960 1198 1732 

β線平均エネルギー 
[keV] 

48 100 250 461 384 491 734 

ガンマ線放出割合 
[%] 

－ 98.58 0.43 99.17 199.46* 199.6* 199.8* 

ガンマ線エネルギー 
[keV] 

－ 81 514 1294 511* 511* 511* 

* 電子-陽電子対消滅に伴うガンマ線 

 
表 5.1-2 放射性核種の換算係数 

核 種 14C 133Xe 85Kr 41Ar 11C 13N 15O 

計 算 値 
[(Bq・cm-3)/s-1] 

5.03 
×10-3 

2.60 
×10-3 

2.68 
×10-3 

2.47 
×10-3 

2.40 
×10-3 

2.38 
×10-3 

2.37 
×10-3 

カタログ値 
[(Bq・cm-3)/s-1] 

6.41 
×10-3 

3.05 
×10-3 

2.82 
×10-3 

2.53 
×10-3 

－ － － 

差 異[%] -21.5 -14.8 -5.1 -2.4 － － － 

 

 
図 5.1-1 放射性核種の換算係数 
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5.2 ハドロン実験施設ＣＯＭＥＴ実験用ビームラインの放射線モニタ 

Ｊ－ＰＡＲＣでは、人が常時立入る場所の線量率や、室内及び排気筒から排出する放射性ガス、

塵埃（ダスト）等を連続監視する放射線モニタを設置している。ハドロン実験施設では、ハドロ

ン南実験棟にＣＯＭＥＴ実験用ビームライン(出力 330 W)を新設した。ビームライン周辺の放射

線モニタリングを行うために、複数の位置に放射線モニタを設置した。 

 

(1) 各種放射線モニタの配置 
ハドロン南実験棟に設置した放射線モニタの配置を図 5.2-1 に示す。室内空気や排気中の放射

性ガス、ダストを計測する放射線モニタ名は「BLU」から始まり、続く番号によって計測する対象

を表している。 後のアルファベットの「G」は放射性ガスを、「D」は放射性ダストを測定対象と

している。一方、常時人が立入る場所の線量率を測定するモニタ名は「ORG」で始まり、 後の「G/N」

はガンマ線/中性子による寄与を示す。図 5.2-2に設置後の写真を示す。 

 

(2) 放射線監視結果の概要 
2022年 2月 10日 12時から 18時まで、ＣＯＭＥＴ実験用ビームラインでの連続運転試験（約

230 W出力）が行われた際の、ビームライン周辺に設置した放射線モニタの挙動を確認した。 

図 5.2-3 に連続運転時に常時記録された各種放射線モニタの測定結果を示す。実験室内空気モ

ニタ（BLU0215G）を見ると、ビーム停止後直ちに計数が半分程度となり、その後 10分程度の半減

期で計数が減少する。10分程度の半減期は 13N（半減期 9.97分）からの寄与が大きいためと考え

られ、ビーム停止直後に直ぐに減少する成分は放射性ガスによるものではなく、ビームロスから

生じた二次粒子が直接検出器に到達する成分であると考えられる。ビーム運転中は実験室内の空

気を閉じ込めているため、実験室内ダストモニタ（BLU0215D）の GM計数管の計数は単調に増加し

ている。中性子エリアモニタ（ORG0203N,ORG0207N）を見ると、僅かであるがビームロスから発生

した中性子が遮へいを透過している可能性があると考えられる。そのため、ＣＯＭＥＴ実験用ビ

ームラインのビーム強度増強（～ 30 kW クラス）に備えて、実験室内の空気中放射性ダストを取

り除くフィルタを設置し、空気を循環させて放射性ダストを取り除く等の必要があると考える。 

（李 恩智） 

図 5.2-1  ハドロン南実験棟の放射線モニタの配置 

※④はＣＯＭＥＴ実験用ビームライン建設前に設置 
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図 5.2-2 ハドロン南実験棟に設置した放射線モニタ 

   

図 5.2-3 放射線モニタの測定結果（2023/02/10 12:00 ～ 02/10 18:00） 
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5.3 液体シンチレータ廃棄物の低減化の検討 

(1) 概要 
Ｊ−ＰＡＲＣでは加速器の運転に伴いトリチウムが生成されるため、放射線管理上の主要な核種

として管理している。トリチウムは 大 18.6 keVのβ線を放出する核種であり、日常管理での測

定は液体シンチレーションカウンタ（LSC）を用いて行っている。LSCは、バイアルに液体シンチ

レータを入れた後、液体やスミア試料などの測定試料を混合し、試料中のβ線がシンチレータに

入射した際に放出される光を電気信号に変えて計測するものである。Ｊ−ＰＡＲＣでの現行の測定

は、容量 20 mLのバイアル（現行バイアル）に 14 mLのシンチレータ（パーキンエルマー社製 Ultima 

Gold LLT）を入れ、1 mLの液体試料もしくはスミア試料を混合し測定する。測定が終了したシン

チレータは、トリチウムなどが含まれる液体の放射性廃棄物となり、年間で約 50～60 Lの廃棄物

を許可廃棄業者に引き渡している。そのため、放射性廃棄物の低減化を目的としてシンチレータ

使用量の低減に向けた検討を行った。 

(2) 検討内容 
Ｊ−ＰＡＲＣで所有している LSC（日本レイテック社製 LSC-8000）は、容量が 8  mL程度のバイア

ル（ミニバイアル）を使用した測定ができるよう専用のアダプタが製作されている。このミニバ

イアルを使用することにより、測定に必要なシンチレータの使用量を減らすことができ、放射性

廃棄物量の低減化につながる。そのため、液体試料とスミア試料について、現行の測定とミニバ

イアルを使用した測定について測定値を比較し、同等の性能を有するかを試験により評価した。 

(3) 試験方法及び結果 
液体試料の試験は、トリチウム放射能濃度の異なる 6 種類の冷却水を現行バイアルとミニバイ

アルそれぞれ 1 mLずつ採取し測定を行い、現行バイアルでの測定値を基準としたときのミニバイ

アルの測定値の比を確認した。なお、ミニバイアルについては、測定において 適なシンチレー

タ量を決定するために、2 mL、3 mL、4 mLの異なるシンチレータ量を使用した。液体試料に関す

る試験結果を表 5.3-1に示す。現行バイアルでの測定値との比は、-1.5%～+5.7%の範囲であった。 

スミア試料の試験は、トリチウム放射能濃度の異なる 3 種類の冷却水をそれぞれスミアろ紙に

0.1 mL滴下した試料を作製し、測定値の比を確認した。ミニバイアルのシンチレータ量について

は、バイアル内でスミアろ紙をシンチレータに十分浸漬させることができる 4 mLのみで試験を行

った。スミア試料に関する試験結果を表 5.3-2に示す。現行バイアルでの測定値との比は-2.6%～

+2.8%の範囲であった。 

(4) まとめ 
試験の結果から、現行バイアルとミニバイアルでの測定値に大きな差異がないことから、ミニ

バイアルを使用した測定は現行の測定と同等の性能を有することを確認した。また、ミニバイア

ルで使用するシンチレータ量は、液体試料については 2 mL～4 mL の範囲であれば問題はないが、

スミア試料を十分に浸漬させる必要性から、4 mLでの使用が望ましいと考える。現行バイアルか

らミニバイアルへ変更した場合、シンチレータ使用量は 14 mLから 4 mLとなり 7割程度低減でき

るため、放射性廃棄物の低減化につながることが確認できた。 

（荒川 侑人） 
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表 5.3-1 液体試料の試験結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※カッコ内は現行バイアルとの比 
 
 
 

表 5.3-2 スミア試料の試験結果 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※カッコ内は現行バイアルとの比 
 

  

冷却水

No. 

トリチウム放射能濃度（Bq/cm3） 

現行バイアル 

 

ミニバイアル

2 mL 

ミニバイアル

3 mL 

ミニバイアル

4 mL 

① 5.15×103 5.20×103 

（+1.0%） 

5.15×103 

（+0.1%） 

5.07×103 

（-1.5%） 

② 1.78×103 1.76×103 

（-0.8%） 

1.83×103 

（+2.9%） 

1.79×103 

（+0.4%） 

③ 6.29×102 6.30×102 

（+0.02%） 

6.45×102 

（+2.4%） 

6.27×102 

（-0.5%） 

④ 1.36×102 1.34×102 

（-1.4%） 

1.43×102 

（+5.0%） 

1.44×102 

（+5.7%） 

⑤ 2.39×101 2.43×101 

（+2.0%） 

2.42×101 

（+1.5%） 

2.35×101 

（-1.3%） 

⑥ 2.82×100 2.84×100 

（+0.6%） 

2.87×100 

（+1.7%） 

2.78×100 

（-1.3%） 

スミア

No. 

放射能（Bq） 

現行バイアル 

 

ミニバイアル

4 mL 

①  2.93×102 2.86×102 

（-2.6%） 

② 3.42×101 3.44×101 

（+0.5%） 

③ 2.10×101 2.15×101 

（+2.8%） 
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5.4 e-ラーニングを用いた職員等の再教育訓練 

Ｊ－ＰＡＲＣ放射線業務従事者のうち、ＪＡＥＡ・ＫＥＫ職員等を対象とした放射線業務従事

者の再教育訓練（再教育）は、新型コロナウイルス感染症の拡大前の 2019年度までは、原科研の

大講堂（東海）で 2回、ＫＥＫつくばキャンパス（つくば）で 2回の計 4回（全 4日程）で実施

していた。再教育は、約 600人が対象であり、東海で行われる初回の教育訓練には、300人程度が

参加していた。2016 年度から 2019 年度における対象者数と各回における受講者数等を表 5.4-1

に示す。 

新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点から、東海で再教育を実施する方法ではなく、e-ラ

ーニングシステムを利用した再教育を 2020年度から実施している。実施画面を図 5.4-1に示す。

また、2020 年度から 2022 年度までの e-ラーニングシステムを利用した再教育の受講者数を表

5.4-2 に示す。2020 年度は、e-ラーニングシステムへの同時アクセスによるサーバ負荷の増加が

懸念されたため、所属別に実施期間(2 週間)を区切り 11 月～12 月に実施した。2020 年度のサー

バ負荷の状況を確認したところ、同時アクセスによる影響が小さいことが確認されたことから、

2021年度以降は、所属別に実施期間を区切らず 12月の 1月間で実施した。 

(1) 2022年度における受講状況 

e-ラーニング導入前の実会場での再教育では、1回目の再教育訓練で約半数が、4回の実施によ

り約 8割が受講し、未受講者に対して個別に対応をしていた。 

e-ラーニングシステムを利用した再教育では、約 9 割が受講を完了し、未受講者に対しては、

同様に個別に連絡し受講を促した。未受講者への対応人数は、実会場での実施時よりも少ない傾

向にある。 

e-ラーニングシステムで受講を完了することができなかった者は、e-ラーニングシステムに接

続できない者がほとんどであった。 

(2) e-ラーニングシステムにおける再教育のアンケート結果 

 e-ラーニングシステムでの再教育は、受講のタイミングを各自で調整でき、コンテンツ教材の

ビデオを一時停止し進捗状況を保存することもできるため、今後も e-ラーニングシステムを使っ

た再教育を希望する意見が多数あった。また、分かりづらい箇所では、スライド内容をじっくり

確認することができるという意見やビデオの速度を調整できるように等の意見もあった。 

さらに、ビデオ再生の遅れ、粗い画質の改善を求める意見もあった。通信環境がビデオ再生、

画質に影響することもあるため、受講者へ推奨受講環境を周知することも今後検討していきたい。 

(3) まとめ 

e-ラーニングシステムを利用した再教育は、受講者の利便性が良く、実施期間における未受講

者は実会場における再教育時より減少しており、未受講者への個々対応のフォローアップが容易

になった。e-ラーニングシステムにおけるコンテンツの作成に時間を要するが、受講対象者の管

理、受講者対象者の受講状況確認、未受講者へのフォローアップ等、全体を通して東海における

再教育と比べて、実施者側と受講者側の双方にとってタイムパフォーマンス等のメリットが多い。

今後も e-ラーニングシステムを利用した再教育を実施していく予定である。 

（沼里 一也） 
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表 5.4-1 2016年度から 2019年度までの再教育対象者数と各回における受講者数 (人) 

 

 

表 5.4-2 2020年度から 2022年度までの再教育対象者数と各受講者数 

 

 

 

図 5.4-1 e-ラーニングの画面 

  

年度 対象者 東海1回目 つくば1回目 東海2回目 つくば2回目 4回での参加者 個別対応者
2016 616 304 82 125 36 547 69
2017 620 313 75 132 33 553 67
2018 638 347 74 114 36 571 67
2019 654 368 88 64 27 547 107

年度 対象者 e-ラーニング受講 個別対応者
2020 639 599 40
2021 647 615 32
2022 649 626 23
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5.5 記録映像「J-PARC放射性物質漏えい事故－社会からどうみられた

か―」の製作 

ハドロン実験施設の放射性物質漏えい事故（2013年 5月）の風化を防ぎ、得られた教訓を次世

代に確実に引き継ぐとともに今後の安全対策に生かすため、毎年 5 月後半に実施しているＪ－Ｐ

ＡＲＣ「安全の日」の中で、この事故に関する記録映像の上映を行っている。 

初に製作された記録映像は、人的及び組織的側面に対する再発防止に係る対応を中心に時系

列的にまとめたものであった。2019年に初版を公開した 2本目の記録映像では、事故の発端とな

った事象について、科学的・技術的側面にスポットを当てた記録映像として製作した。 

2023年度は事故からちょうど 10年にあたる。その年に実施される「安全の日」で上映すること

を目指して注 6)、2022年度から新たな記録映像の製作に着手している。新たな記録映像の内容は、

放射性物質漏えい事故が社会的にどう見られたかを、報道（新聞記事）の内容等の引用のみで構

成するものとした。上映時間は約 15 分程度で、冒頭に置く「事故の概要」に関する説明以外は、

新聞記事等の内容（文字のみ）を画面に写しつつ、それを淡々とナレーションする形とした。記

録映像の一部を図 5.10-1に示す。 

（春日井 好己） 

 

  

図 5.10-1 新たに作成した記録映像の一部 

 
注 6) 本件で紹介した記録映像は、翌年度 2023年 5月 23日に実施された「安全の日」の「安全文化醸

成研修会」における「放射性物質漏えい事故（2013年）から 10年を経て」と題したセッションでパ

ネルディスカッション（タイトル：「放射性物質漏えい事故を振り返って」）の前に上映された。 
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編集後記 

本報告書は、Ｊ－ＰＡＲＣセンターにおける安全管理に関わる活動をまとめた「Ｊ－ＰＡＲＣ

安全管理年報」として 2014年度から毎年発行しているものです。放射線安全管理業務・一般安全

管理業務・安全文化醸成活動の状況に加え、新たな取組みや検討事項、業務の質を高めるための

技術開発等について記載しています。 

2022年度も新型コロナウイルス感染症対策が求められる状況は続きましたが、より現実的・効

果的な対策に注力して業務活動が進められました。2023年 5月からは感染症対策に関わる要請内

容も変化し、外国からの研究者の来所も含め多くの活動が以前の状況に戻りつつありますが、今

後も、感染症対策も含めた安全衛生の取組みを意識しつつ、業務活動を活発に推進していくこと

が重要です。引き続き、皆様のご協力をよろしくお願い申し上げます。 

2013 年の放射性物質漏えい事故から 10 年が経過し、安全の重要性を強く意識する場面も以前

に比べて少なくなっている状況もあるかもしれません。今後も、職員一人ひとりが「安全無くし

て研究成果なし」の気持ちを忘れずに、研究・業務に取組み続けることで、Ｊ－ＰＡＲＣセンタ

ーがさらに安全な職場として成長していくことを願います。 

 

（別所 光太郎） 
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付録 2 安全ディビジョン員が保有する主な資格 

 

資格の種類 保有人数

技術士（総合技術監理部門） 1

技術士（原子力・放射線部門） 3

技術士補（原子力・放射線部門） 1

第１種放射線取扱主任者 21

第２種放射線取扱主任者 4

核燃料取扱主任者 3

衛生工学衛生管理者 7

第一種衛生管理者 17

職長・安全衛生責任者教育修了 3

安全管理者選任時研修修了 1

作業環境測定士 11

エックス線作業主任者 11

ガンマ線透過写真撮影作業主任者 5

クレーン運転士 4

床上操作式クレーン運転技能講習修了 7

クレーン運転特別教育修了 2

小型移動式クレーン運転技能講習修了 1

玉掛技能者 14

フォークリフト運転技能講習修了 6

高圧・特別高圧電気取扱特別教育修了 3

低圧電気取扱特別教育修了 2

電気工事士（第２種） 3

高圧ガス製造保安責任者（乙種機械） 1

高圧ガス製造保安責任者（丙種化学特別） 3

第２種冷凍機械責任者 4

第３種冷凍機械責任者 3

第一種圧力容器取扱作業主任者 1

二級ボイラー技士 1

ガス溶接作業主任者 1

ガス溶接技能者 1

アーク溶接技能者 1

足場の組立て等作業主任者 1

フルハーネス型安全帯使用作業特別教育修了 2

甲種危険物取扱者 3

乙種危険物取扱者（第１～第６類） 15

有機溶剤作業主任者 8

毒物劇物取扱責任者 2

特定化学物質取扱作業主任者 6

酸素欠乏危険作業主任者 8

刈払機取扱作業者 2

甲種防火管理者 3

消防設備士 1

普通救命講習修了 14

技能士（機械保全） 1

内部監査員（ISO9001） 4

内部監査員（ISO14001） 1

- 128 -

JAEA-Review 2023-041



付録 3 略語 

 
【施設に関するもの】 

 
【設備に関するもの】 

略称 英語名 解説 

PPS Personnel Protection System 
人員安全保護システム：人間の出入り管

理、非常停止スイッチ、扉センサなど

（PPS発報時はビームが停止される） 

AA Authorized Access 通常入域（ビーム停止中） 

CA Controlled Access 
立入制限。入域許可が必要、制御室に連

絡 

NA No Access 立入禁止（ビーム運転、待機状態） 

MPS Machine Protection System 
機器保護システム：機器が損傷しないよ

う異常が生じた場合ビームを停止させ

る。 

  

略称 英語名 解説 

LI Linac 
リニアック（直線加速装置）施設：負水

素イオンビームを 400  MeVまで加速 

RCS 3GeV Rapid Cycling Synchrotron 
３ＧｅＶシンクロトロン施設：H+に変換

して 3  GeVまで加速 

MLF 
Materials and Life Science 
Experimental Facility 

物質・生命科学実験施設：H+ビームによ

って生成した中性子やミュオンを用い

た研究 

MR 50GeV Main Ring 
５０ＧｅＶシンクロトロン施設：H+ビー

ムを 大 50  GeVまで加速 

HD Hadron Experimental Facility 
ハドロン実験施設：ＭＲからのビームで

生成される中間子の研究 

NU Neutrino Experimental Facility 
ニュートリノ実験施設：ＭＲからのビー

ムで生成されるニュートリノの研究 
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付録 4 放射線安全関連「英語用語集」 

【役職に関するもの】 

Ｊ－ＰＡＲＣセンター長 Director of J-PARC Center 
副センター長 Deputy director 
安全担当副センター長 Deputy director for safety 
ディビジョン長 Division head 
セクションリーダー Section leader 
放射線取扱主任者 Radiation protection supervisor 

 
【組織に関するもの】 
放射線安全委員会 Radiation safety committee 
放射線安全評価委員会 Radiation safety review committee 
安全ディビジョン Safety division 
加速器ディビジョン Accelerator division 
物質・生命科学ディビジョン Materials and life science division 
素粒子原子核ディビジョン Particle and nuclear physics division 
核変換ディビジョン Nuclear transmutation division 
業務ディビジョン Administration division 
原子力科学研究所 Nuclear Science Research Institute (NSRI) 

 
【場所に関するもの】 
放射線管理区域 Radiation controlled area / Controlled area 
第１種管理区域 1st class controlled area 
第２種管理区域 2nd class controlled area 
立入禁止区域 Off-limit controlled area 
立入制限区域 Restricted controlled area 
インターロック区域 Interlocked area 
表面汚染低減区域 Low surface contamination area 
警戒区域 Warning controlled area 
発生装置使用室 Accelerator room 
RI使用施設 Radioisotope handling facility 
廃棄施設 Waste management facilities 
貯蔵施設 Storage facility 
保管廃棄設備 Waste storage facility 
排水設備 Drainage facility 
排気設備 Exhaust facility 

放射化物保管設備 
Storage facility for induced radioactive 
material 
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【Ｊ－ＰＡＲＣ施設に関するもの】 

物質・生命科学実験施設 
Materials and life science experimental 
facility 

ハドロン実験施設 Hadron experimental facility 
ニュートリノ実験施設 Neutrino experimental facility 
中央制御室 Central control room 

中央制御棟 
Main control building / Central control 
building 

放射線監視室 Radiation monitoring room 
放射線測定棟 Radiation measurement building 

 
【放射線管理上の担当者及び従事者等に関するもの】 
施設管理責任者 Facility manager 
放射線発生装置責任者 Radiation generator manager 
建築物管理責任者 Building manager 
設備管理責任者 Utility manager 
放射線担当者（施設） Radiation safety liaison 
管理区域責任者（放射線安全） Radiation controlled area manager 

総括管理区域責任者 
General manager of radiation controlled 
areas 

ビームライン担当者（施設） Beam line liaison / Beam line representative 
放射線作業責任者 Radiation work manager 
放射線作業従事者 Radiation worker 
特例立入者 Exceptional worker 
一時立入者 Non-radiation worker 
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【放射線管理に関する用語】 
放射線障害予防規程 Local radiation protection rule 
放射線障害予防規程（細則） Detailed rule of local radiation protection 

［加速器、MLF、HD、NU］運転手引 
Operational rule for [Accelerators, MLF, HD, 
NU] 

エックス線保安規則 Safety rule for X-ray generators 

放射性物質等事業所内運搬規則（運搬規則） 
Transportation rule for radioactive 
materials in J-PARC site 

事故等通報規則 Rule for report of the incident, etc. 

放射性同位元素等の規制に関する法律 
Act on Prevention of Radiation Hazards due 
to Radioisotopes, etc. 

放射性同位元素等の規制に関する法律施行令 
Cabinet Order for Enforcement of the Act on 
Prevention of Radiation Hazards due to 
Radioisotopes, etc. 

放射性同位元素等の規制に関する法律施行規

則 

Ordinance for Enforcement of the Act on 
Prevention of Radiation Hazards due to 
Radioisotopes, etc. 

放射線を放出する同位元素の数量等を定める

件（告示） 

Specifying Standards for the Quantities, 
etc. of Radiation-Emitting Isotopes 

放射線安全委員会 Radiation safety committee 
放射線安全評価委員会 Radiation safety review committee 
被ばく管理目標値 Administrative dose control 
RIの譲渡・譲受 Transfer and receipt of radioactive isotopes 
黄色実験着 Yellow coat 
防護着 Protective suit 
表示付認証機器 Approved devices with certification labels 

 
【放射線管理設備に関するもの】 
個人線量計 Personal dose meter 
APD Alarm pocket dose meter 
ハンドフットクロスモニタ Hand foot clothes monitor 
体表面モニタ Body surface contamination monitor 
物品モニタ Article contamination monitor 

 
【放射能及び放射線量に関するもの】 
線量当量率 Radiation dose rate 
表面密度 Concentration of surface contamination 
空気中濃度限度 Derived air concentration 
実効線量 Effective dose 
等価線量 Equivalent dose 
1 cm線量当量 1 centimeter dose equivalent 
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【健康及び放射線影響に関するもの】 
健康診断 Health surveillance 
血液検査 Blood test 
皮膚検査 Dermatology examination 
眼（水晶体）検査 Ophthalmology examination 
身体的影響 Somatic effects 
遺伝的影響 Genetic effects 
確定的影響 Deterministic effects 
確率的影響 Stochastic effects 
急性影響 Acute effects 
晩発影響 Late effects 

 
【緊急時対応関係】 
非常事態総合訓練 Emergency drill 
Ｊ－ＰＡＲＣ事故対策活動要領 Accident Countermeasure Guidelines of J-

PARC 
原子力科学研究所事故対策規則 Accident Countermeasure Regulations of 

NSRI 
（Ｊ－ＰＡＲＣ）基本体制、注意体制、事故体

制 

Normal, Alert and Emergency statuses in J-
PARC 

（ＪＡＥＡ原子力科学研究所）警戒体制、非常

体制 

Precaution and Emergency statuses in 
NSRI 

事故現場指揮所 On-site Command Office (in an accidental 
site) 

現地対策本部 NSRI Accident Measures Headquarter 
原子力規制委員会 Nuclear Regulation Authority 
事故等通報規則 Rule for Report of the Incident, etc. 
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